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Research on Technologies and Design Methods for Developing User-Driven

Information Systems.

Abstract To promote DX, User-Driven Information System development is once again attract-

ing attention. This paper describes a method of providing technology in User-Driven develop-

ment, and a method of designing and developing User-Driven Information Systems that users

really need by combining Design Thinking and Lean Startup. And this paper also describes

efforts to acquire the skills to design and develop User-Driven Information Systems.

あらまし DXを推進すべく，ユーザ主導による情報システム開発が再注目されている．本論文
では，ユーザ主導開発における技術の提供方法，デザイン思考やリーン・スタートアップを組み
合わせ，ユーザ主導でユーザが本当に必要な情報システムを設計・開発する手法について述べる．
また本論文では，ユーザ主導で情報システムを設計・開発するためのスキルを獲得する取り組み
についても述べる．

キーワード デジタル・トランスフォーメーション，ユーザ主導，デザイン思考，リーン・スター
トアップ
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第 1 章

はじめに

1.1 研究の背景と目的
デジタル・トランスフォーメーション（Digital Transformation:DX）[1]は，2004年にスウェー
デンウメオ大学教授のエリック・ストルターマンによって提唱され，「ITの浸透が，人々の生活を
あらゆる面でより良い方向に変化させる」ことを目指した概念である．DXには多くの定義や解
釈が存在しているが，一般的に「ITに代表されるテクノロジーを利用して事業の業績や対象範囲
を根底から変化させる」ことを意味しており，単なるシステム導入による IT化やデジタル化とは
別物と定義される．
「DXレポート～ITシステム『2025年の崖』克服と DXの本格的な展開～」[2]では，ユーザ
企業が，自身の利用する業務システムの開発を「ベンダ企業に要件定義を丸投げ」，「要件定義が
不明瞭なまま開発を始める」現状を挙げ，「ユーザ企業自身も参画した『アジャイル開発』などの
新しい開発手法へ転換が必要である」との指摘がなされ，「要件を確定するのはユーザ企業である
べきことを認識する必要がある」ことが示された．「ユーザのための要件定義ガイド第 2版 要件定
義を成功に導く 128の勘どころ」[3] においても，「情報システムの要件を定義する責任は，構築さ
れたシステムを利用してビジネスに貢献する役目を負うユーザ企業側である」ことが述べられて
おり，「ユーザ主導で情報システムの要件を明らかにすること」が重要であるとの指摘がなされた．
このような背景から，ユーザ企業がDXに代表されるデジタルの活用や，ICTの活用により，新
しいビジネスモデルの創出や，競争上の優位性を確保するためには，「ユーザ企業自身が『使い勝
手の悪いシステム』や『利用されないシステム』を開発することを防ぎ，『自らが本当に必要とす
る情報システム』を開発する手法（技術及び設計法）」が，より一層求められる状況にある．
「高信頼化ソフトウェアのための開発手法ガイドブック -予防と検証の事例を中心に-」[4]では，

V字モデル（ウォータフォールモデル）開発の「システム要件定義」の段階で，「プロトタイプ開
発と検証」を目的とした小さなV字モデル（ウォータフォールモデル）開発をおこない，「開発プ
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ロジェクト全体のリスクを低減させる」事例が紹介された．要件定義段階で，「プロトタイプ開発
と検証」おこなうことで，「1．システム化の方針，目的が曖昧」，「2．要件が固まらない．実現可
能性が十分検討されない」，「3．曖昧な見積もりのまま開発段階に入る」，「4．要件が確定しない
まま次工程に進む」の 4つの課題解消が期待できることが示された．しかし，これらはユーザ企
業から情報システムの開発，保守を委託された「ベンダ企業側の視点」で議論されている．その
ため，ユーザ企業を対象とした，ユーザ企業自身が「使い勝手の悪いシステム」や「利用されな
いシステム」を開発することを防ぎ，「自らが本当に必要とする情報システム」の要件を明らかに
する手法（技術及び設計法）が新たに必要である．
情報通信技術の発展により，高度なプログラミング知識がなくてもシステムやソフトウェアが

開発できる「ローコード，ノーコードツール」によるエンドユーザコンピューティング（End-User

Computing:EUC）が注目されている [5, 6]．「ローコード，ノーコードツール」による開発は，開
発工数を大幅に削減し，「見たままを得られる（What You See Is What You Get:WYSIWYG）開
発」が容易なことから，ユーザ主導のシステムやソフトウェアの開発に有効であるとの報告 [7]も
存在し，多くの企業でDXを推進する手段として導入が広がっている．
2018年に設置された香川大学創造工学部では，時代の変化を捉え，社会や人々のニーズにフィッ

トしたイノベーションを創出する人材育成を目指し，「デザイン思考」能力育成にむけた様々な教
育プログラムを展開している [8]．「デザイン思考」とは，「製品に対する審美力を持ち，ユーザが潜
在的に求めている価値等を追求することで得られた抽象的なアイデアから，実現可能なプランに
落とし込み，全く新しい価値を生み出す思考プロセス（手順）」のことである．香川大学の提唱す
る「デザイン思考（図 1.1）」は，「1．ユーザ中心に物事を考え」，「2．チームメンバーやユーザとの
コミュニケーションを重視」し，「3．試作，テスト，改善を繰り返す」とともに，「4．問題解決の
方法は 1つではなくてよい」を基本的な考え方とし，「共感」，「問題定義」，「アイデア創出」，「具体
化」，「検証」の 5つの段階から構成される．「デザイン思考」は新しい価値を生み出すために必要
な概念として注目されており，多くの企業が「デザイン思考」に基づく取り組みを実施している．
「リーン・スタートアップ（lean startup）」[9]は，不確実性の高い状況で事業を創出するため
の方法論として提案された．「リーン・スタートアップ」では，「仮説」に基づきMVPを開発し，「構
築（Build）-計測（Measure）-学習（Learn）」のサイクルを経て，ユーザとの共創による「検証」
から価値を定義する．「デザイン思考」は「人間中心」の価値提供を実現するのに対し，「リーン・
スタートアップ」は仮説に基づいた事業性の検証に重きを置いている．「デザイン思考」や「リー
ン・スタートアップ」を用いて，ユーザ主導で情報システムの要件を明らかにする行為は，ユー
ザ企業の「ベンダ企業に要件定義を丸投げ」，「要件定義が不明瞭なまま開発を始める」という課
題を解消することが期待できる．
ロングテール（the long tail）[10]は，Chrisによって提唱され，販売機会の少ない商品でもア

イテム数を幅広く取り揃える小規模多品種を実現し，対象となる顧客の総数を増やすことで，総
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図 1.1: 香川大学が提唱 [8]する「デザイン思考」

体としての売上げを増やす販売手法を指す．「マス・カスタマイゼーション」は，大量生産を意味
する「マスプロダクション」と「要求に応じた製作や作り直し」，「特注」などを意味する「カス
タマイゼーション」を組み合わせた造語であり，大量生産に近い生産性を保ちつつ，顧客ごとの
個別要求に対応した付加価値の高い製品やサービスを提供する取り組みを意味する．ベンダ企業
は，ユーザ企業自身が，「ローコード，ノーコードツール」などを活用して，「効率的な情報システ
ムのカスタマイズ」を支援するために，ベンダ企業が提供する汎用的な製品やパッケージを「マ
ス・カスタマイゼーション」させることで，小規模多品種の市場における製品，サービス提供が
できるための仕組みの提供が求められている．
日本のユーザ企業では，「カスタムソフトウェア」の採用率が 9割であるのに対して，米国では

3割から 4割程度であるとの報告もあり，日本のユーザ企業におけるソフトウェアのカスタマイ
ズのニーズは高い状況にある [11]．また，同調査ではユーザ企業が「カスタムソフトウェア」を
採用することで，企業特有のノウハウを活かし生産性を高めている傾向が示され，ユーザ企業に
おいてベンダ企業が開発した技術を活用した効率的なカスタマイズの手法が求められている．
一方，ユーザ企業では，「デザイン思考」，「リーン・スタートアップ」などの手法や，「ローコー

ド，ノーコードツール」の活用などは，既存業務の延長上で習得や実践が困難であり，「新たなス
キルの獲得」のための仕組みづくりが急務となっている．「リスキリング（Reskilling）」とは，「新
しい職業に就くために，あるいは，今の職業で必要とされるスキルの大幅な変化に適応するため
に，必要なスキルを獲得すること，若しくはさせること」とされ，ビジネスモデルや事業戦略の
変化へ対応する人材戦略の一つである [12]．リスキリングには，「1．共通の目的」，「2．孤立させ
ない」，「3．互いに学ぶ」，「4．社外での学習環境整備」，「5．大学との連携」の 5つの要素が必要
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図 1.2: 本論文における各研究の関係

であることも示され，リスキリングに対する「場」や「機会」の創出が求められている [13]．

1.2 本論文の構成
本論文では，ユーザ主導開発における技術の提供方法，「デザイン思考」や「リーン・スタート
アップ」を組み合わせ，ユーザ主導でユーザが本当に必要な情報システムを設計・開発する手法
について述べる．また本論文では，ユーザ主導で情報システムを設計・開発するためのスキルを
獲得する取り組みについても述べる．図 1.2は，本論文における各研究と，該当する章および節
との関係を示している．
2章では，ユーザ主導により情報システムを開発するための技術として，プリンタ制御に関す

る専門的な知識をほぼ必要とせずに複合機・プリンタを用いた情報システムを開発できる「プリ
ンタ制御プラットフォーム『DeviceTags』」について述べる．
3章では，香川大学における業務システムの内製を通じて，ユーザ主導で「人間中心」の業務
システム要件を「仮説」として定義し，ユーザと共創により「検証」をおこなうモデルを提案す
る「香川大学型業務システム内製モデル」について述べる．
4章では，「内製モデルに基づく開発事例」について述べる．4.1節では，DX推進に取り組む多

くの教育機関に共通する組織整備や環境整備，および教職学連携による具体的なDXの取り組み
の方策を提案する「香川大学における DXの取り組み」について述べる．4.2節では，「デザイン
思考」に基づき大学業務を実施するユーザ（教職員）を対象とした業務の実態調査や，新たな大

信頼性情報システム工学専攻
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学業務システム開発にむけたアイデア創出の手段を提案する「アイデア創出と要件抽出の取り組
み」について述べる．4.3節では，「香川大学型業務システム内製モデル」を提案するとともに，同
モデルに基づき，内製された業務システムの事例である「『香川大学型業務システム内製モデル』
による『出退勤記録システム』の開発」について述べる．4.4節では，休暇の主体的な取得を促す
「休暇申請システム」の内製事例である「『休暇申請システム』の開発」について述べる．

5章では，「ユーザ主導により情報システムを開発するためのスキルを獲得する取り組み」につ
いて述べる．5.1節では，「ローコード，ノーコードツール」を用いた業務システム開発を体験し，
業務システムを内製するための初歩的なスキルの獲得や，自身のDX推進の機運を高めることを
目指した「業務システム内製開発ハンズオン（初級編）」について述べる．5.2節では，非 IT分
野を専攻する学生でも IoTシステムの「具体化」を実現させ，「デザイン思考」の「共感」，「問題
定義」，「アイデア創出」，「具体化」，「検証」を繰り返す問題解決の手法を学ぶことができる「非
IT分野を専攻する学生を対象とした『IoTデザイン教育プログラム』」について述べる．5.3節で
は，ユーザとの共創により価値を定義するための「新たなスキルの獲得」を目的とした「産学連
携による大学DX推進共創活動を用いた社会人リスキリング」について述べる．
6章では，本論文の統括，産業における本論文の貢献，および今後の展望について述べる．
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第 2 章

プリンタ制御プラットフォーム「DeviceTags」

本章では，ユーザ主導により情報システムを開発するための技術として，プリンタ制御に関す
る専門的な知識をほぼ必要とせずに複合機・プリンタを用いた情報システムを開発できる「プリ
ンタ制御プラットフォーム『DeviceTags』」について述べる．

2.1 本研究の目的
グローバル化が進展し，企業間の競争が激化している．新興国の経済成長による市場の拡大は，

製品に求められる市場ニーズの多様化を生んでおり，そのニーズに対応した迅速な製品開発が求
められる．このような背景から，自社の技術に基づいた製品やサービスを提供する「クローズド
イノベーション」から，自社の技術に外部の技術を融合させて新しい製品やサービスの提供をお
こなう「オープンイノベーション」と呼ばれる手法を用いる企業が増加している．「オープンイノ
ベーション白書」[15]では，日本の大企業の 47%が「オープンイノベーション」を実施している
ことが報告され，「現場のデータ活用，デジタル化，モノ×サービスによる価値創出などビジネス
モデルの転換が必要である」と指摘している．
ロングテール（the long tail）[10]は，Chrisによって提唱され，販売機会の少ない商品でもア

イテム数を幅広く取り揃える小規模多品種を実現し，対象となる顧客の総数を増やすことで，総
体としての売上げを増やす販売手法を指す．「マス・カスタマイゼーション」は，大量生産を意味
する「マスプロダクション」と「要求に応じた製作や作り直し」，「特注」などを意味する「カスタ
マイゼーション」を組み合わせた造語であり，大量生産に近い生産性を保ちつつ，顧客ごとの個
別要求に対応した付加価値の高い製品やサービスを提供する取り組みを意味する．Chrisは，「大
規模少品種の大量生産品を特別仕様にする『マス・カスタマイゼーション』により，無数のニッ

∗2章は，電子情報通信学会論文誌「ライフインテリジェンスとオフィス情報システム論文特集」に掲載された同
著者による「プリンタ制御プラットフォーム『DeviceTags』の開発とその効果」[14]を基にしている．また本章で用
いた図はすべて電子情報通信学会の許諾のもと [14]から再利用したものである．Copyright©2022 IEICE.
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チ市場が存在する」と述べている．「マス・カスタマイゼーション」は小規模多品種を実現させ，
ポスト大量生産，大量消費におけるビジネスモデルの転換の取り組みとして注目されている．
「デジタルトランスフォーメーション（DX）に関するレポート『DXレポート ～ITシステム

「2025年の崖」克服とDXの本格的な展開～』」[2]では，2025年には IT人材が国内で 43万人不
足することが報告された．このことは不足する IT人材を育成する取り組みの実施が求められる
だけでなく，システム開発における工数の削減や開発に関する技術的な敷居を下げる取り組みの
実施も求められている．
「マイクロサービス（MicroServices）」は，1つのアプリケーションをビジネス機能に沿った
複数の小さいサービスの疎に結合された集合体として構成する「サービス指向アーキテクチャ
（Service-Oriented Architecture:SOA）」の 1種である．「マイクロサービス」による開発は，機能
が独立しており，改修や機能追加が容易で，システム開発工数の削減やシステム開発の技術的敷
居を下げる効果が期待できることから，多くの開発プロジェクトで採用が広がっている．「マイク
ロサービス」は様々な提供方法が提案されているが，APIとして提供されるのが一般的である．
Myers[16]はAPIを用いた開発の問題点として，「API習得に多くの工数がかかっている．習得の
時間を削減するだけでなく，効率性や正確性などの様々な特性に応じて適切な機能やアクセス方
法を提供する必要がある」と述べている．
出力装置とは，計算機などからデータを受け取って，人間に認識できる形で外部に物理的に

提示する装置である．複合機やプリンタは，出力装置に該当する．情報処理推進機構（IPA）が
発表した「デジタル複合機のセキュリティに関する調査報告書」[17]によると複合機は，「Multi

Function Peripheral（多機能周辺機器），Multi Function Printer（多機能プリンタ）もしくは
Multi Function Product（多機能製品）であり，機能的にコピー，プリンタ，スキャナ，及びファッ
クスが一体になった機器」と定義されている．一般社団法人ビジネス機械・情報システム産業協
会（JBMIA）[18]によると，JBMIA会員企業が 2020年に出荷した複合機は 3,600,447台，プリ
ンタが 30,060,945台であり，多くのユーザが出力装置として複合機やプリンタを利用しているこ
とが明らかになった．複合機やプリンタを開発している株式会社リコーでも，複合機やプリンタ
を「マス・カスタマイゼーション」させるとともに，「マイクロサービス」による開発を促すべく
プリンタを制御するAPIを開発してきたが，Myersが指摘したAPI習得の時間の問題に加え，「1．
API仕様を理解するために複合機・プリンタの動作仕様を学習する必要があり，API学習の効率
が悪い（効率性）」，「2．仕様が複雑なため，API仕様の理解だけでは実装ミスが多く，サンプル
コードによる実装ガイドを必要とする（正確性）」などの課題を有しており，改善要望が多数寄せ
られていた．
本研究では，プリンタ制御プラットフォーム「DeviceTags」を開発した．本研究で開発した

「DeviceTags」は，プリンタ制御に関する専門的な知識をほぼ必要とせず複合機・プリンタを用い
た情報システム（以降，印刷システム）が開発可能であり，システム開発の工数を削減するとと

信頼性情報システム工学専攻
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図 2.1: Push型印刷方式 Copyright©2022 IEICE.

図 2.2: Pull型印刷方式 Copyright©2022 IEICE.

もに，印刷システム開発の技術的な敷居を下げる効果が期待できる．また「DeviceTags」はプリ
ンタを用いた「マイクロサービス」開発の効率化も促せる．「DeviceTags」は，自社の技術に外部
の技術を融合させて新しい製品開発に活かす「オープンイノベーション」を促進させる効果が期
待できるだけでなく，大量生産品である複合機・プリンタを「マス・カスタマイゼーション」さ
せ，小規模多品種の市場における製品開発にも貢献する可能性も有している．

2.2節では，関連研究と関連技術について述べる．2.3節では，プリンタ制御プラットフォーム
「DeviceTags」について述べる．2.4節では，「DeviceTags」を用いた印刷システム開発事例として
「旅の思い出を記録する観光ガイドブック生成/印刷システム『KadaPam/カダパン』」について
述べる．2.5節では，考察を述べる．2.6節では，まとめを述べる．

図 2.3: システム概略図（デバイスWeb API方式） Copyright©2022 IEICE.

信頼性情報システム工学専攻
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図 2.4: システム概略図（デバイスブラウザ方式（JavaScript）） Copyright©2022 IEICE.

2.2 関連研究と関連技術
本章では，関連研究と関連技術として複合機やプリンタの印刷方式について述べるとともに，プ

リンタ制御APIについて述べる．複合機やプリンタの印刷方式は，Push型印刷方式と Pull型印
刷方式に分類される．Push型印刷方式は，「情報の送り手側が自動的に届ける印刷方式」，Pull型
印刷方式は，「受け手側からアクセスして読みにいく印刷方式」と定義される [19]．図 2.1は Push

型印刷方式，図 2.2は Pull型印刷方式を示している．Push型印刷方式は，印刷ソフトウェアか
らの印刷指示を受け，即時に印刷が実行される．Push型印刷方式は，個人を特定せずに印刷がお
こなわれる．そのためセキュリティの観点より，本人以外の第三者が印刷物を取得できる環境で
の利用には適していない．Push型印刷方式は，主に家庭や Small Office，Home Office(SOHO)

環境など，設置されたプリンタを利用する人が限定される環境で利用することが推奨されている．
Pull型印刷方式は，複合機やプリンタにユーザからの操作を受け付ける操作画面が備えられてい
る．Pull型印刷方式は，ユーザが操作画面から印刷対象の印刷データを選択することで印刷をお
こなう．Pull型印刷方式は，個人が持つ IDやパスワード，もしくは IDカード等を用いた認証処
理の後に印刷がおこなわれる．そのため不特定多数のユーザが印刷物を取得する環境でも利用す
ることができる．主にオフィス内の共有プリンタ，コンビニエンスストアに設置された複合機な
ど，公共性の高い場所に設置される．
複合機やプリンタを開発している株式会社リコーでは，複合機やプリンタを「マス・カスタマ

イゼーション」させるとともに，「マイクロサービス」による開発を促すべくプリンタを制御する
APIを開発している．リコーが開発したAPIは，「デバイスWeb API方式」と「デバイスブラウ
ザ方式」の大きく 2種類に分類される．図 2.3は，「デバイスWeb API方式」，図 2.4は，「デバイ
スブラウザ方式」におけるクライアントサーバシステムの概略図である．
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近年，HTTP/HTTPSプロトコルを用いてネットワーク経由でAPIを利用可能にするWeb API

を用いて制御可能なデバイスが増えている．「デバイスWeb API方式」では，クライアントアプ
リケーションからサーバアプリケーション経由で複合機・プリンタのWeb APIを呼び出すこと
で印刷やスキャン処理をおこなうことができる．「デバイスWeb API方式」では，不正な印刷や
スキャン処理がおこなわれないよう，セキュリティの観点からWeb APIを利用するときには，ア
クセストークンをHTTP/HTTPSのリクエストヘッダに含ませるなどの方策をとることで，安全
性を確保している．そのため「デバイスWeb API方式」を採用する複合機・プリンタメーカに
は，アクセストークン情報の発行業務や管理業務などの業務負荷が発生する．「デバイスWeb API

方式」では，印刷デバイス内でWeb APIを提供するためのWebサーバ（Web APIを提供する
Webサーバ）が稼働している．このWebサーバは，ネットワーク経由でデバイスを制御するイ
ンターフェイスとして機能する．アクセスするデバイスとの間でHTTPS通信をおこなうために
は，別途サーバ証明書をインストールする必要がある．株式会社リコーでは，「デバイスWeb API

方式」のAPIを「RICOH Smart SDK」[20]として提供しており，「デバイスWeb API方式」を
採用した多くの複合機・プリンタを用いた印刷システムが製品化されている．「デバイスWeb API

方式」は，呼び出し元から複合機・プリンタ内のWebサーバに対してHTTP/HTTPSリクエス
トをおこなうため，一般的なプロキシサーバや Firewallが構築されたローカルネットワーク環境
に設置された場合，インターネット経由でWeb APIを直接呼び出すことはできないなどのデメ
リットを有している．近年のクラウドサービスの台頭により，各種サーバがローカルネットワー
クだけではなく，インターネット上に設置されるケースが見受けられ「デバイスWeb API方式」
のデメリットを解消する方式を要望する声が寄せられた．そのためインターネット経由で複合機・
プリンタを制御する方式である「デバイスブラウザ方式」が提案された．

ウェブページは，HTMLとスタイルシート，画像データなどから構成されるが，JavaScriptな
どのスクリプト言語を活用した動的なウェブページも存在し，例えばReact[21]などを用いてアプ
リケーションやインターフェイスの機能も実装することもできる（以降，Webアプリケーション）．

「デバイスブラウザ方式」は，複合機・プリンタの操作パネルに搭載されたデバイス専用のブラ
ウザである「デバイスブラウザ」を用いてウェブページを表示することで，複合機・プリンタの機能
をウェブページ内で実行することができる．一般的にブラウザは 80番 (HTTP)/443番 (HTTPS)

を用いて通信するため，ローカルネットワーク内のプロキシサーバやFirewallによるセキュリティ
対策の影響を受けにくい．そのためインターネット経由でローカルネットワーク内に設置された
複合機・プリンタの制御に適している．

「デバイスブラウザ」は，複合機・プリンタの各機能を呼び出すための専用 JavaScriptライブ
ラリを動作させる機能を有している．「デバイスブラウザ」は複合機・プリンタの内部命令に変換を
おこなうことで印刷処理やスキャン処理を実行することができる．株式会社リコーでは，ウェブ
ページに組み込む JavaScriptライブラリを「デバイスWeb API方式」と同様に「RICOH Smart

信頼性情報システム工学専攻
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図 2.5: 印刷処理手順 Copyright©2022 IEICE.

SDK」[20]として提供している．
図 2.5は，「デバイスWeb API方式」および「デバイスブラウザ方式」共通の印刷処理手順を示
している．印刷システムでは，印刷したいデータを生成する「手順 1：印刷データの生成」，複合
機やプリンタに印刷したいデータを送信する「手順 2：印刷データの送信」，複合機やプリンタで
印刷部数，用紙サイズ，カラー設定などの印刷条件を設定する「手順 3：印刷設定」，印刷条件を
踏まえて印刷をおこなう「手順 4：印刷処理」の 4つの手順を実施する必要があり，そのすべて
の手順を開発する必要がある．「手順 1：印刷データの生成」と「手順 2：印刷データの送信」は，
サーバアプリケーション側で実行される．「手順 3：印刷設定」と「手順 4：印刷処理」は，複合
機・プリンタの操作パネルに搭載された「デバイスブラウザ」上で実行される．印刷システム開
発者は，「手順 3：印刷設定」において，「紙を横方向に印刷するときには，両面印刷できない」な
どの複合機・プリンタの製品仕様を反映してユーザが操作する印刷設定画面を開発する．「デバイ
スブラウザ方式」では，「手順 3：印刷設定」「手順 4：印刷処理」を「デバイスブラウザ」で表示
するウェブページとして，JavaScriptライブラリの APIを利用し開発する．「手順 3：印刷設定」

信頼性情報システム工学専攻
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図 2.6: DeviceTagsの動作概念 Copyright©2022 IEICE.

「手順 4：印刷処理」の開発には，複合機・プリンタの機種やモデルによって異なる製品仕様の知
識が必要であり，提供されるAPIの仕様を理解するだけでは印刷システムの開発が困難であるこ
とが報告されていた．

2.3 プリンタ制御プラットフォーム「DeviceTags」
本章ではプリンタ制御プラットフォーム「DeviceTags」について述べる．「DeviceTags」は，2.2

節で示した「デバイスブラウザ方式」をベースに JavaScriptライブラリのリンクを不要にし，か
つアプリケーション開発者の実装範囲の削減を実現した新しい方式である．「DeviceTags」では，
複合機・プリンタの操作パネルに搭載された「デバイスブラウザ」を用いてウェブページを表示
した際，「デバイスブラウザ」が特定の HTMLタグの処理を複合機・プリンタ内部命令に変換す
る．そのため従来の「デバイスブラウザ方式」のように専用の JavaScriptライブラリをリンクす
ることなく，複合機・プリンタを制御するためのAPIの学習が不要となり，開発効率の改善が期
待できる．
図 2.6は，「DeviceTags」の動作概念を示している．「DeviceTags」の動作概念はオブジェクト指
向のポリモーフィズム（polymorphism）[22]に基づいている．一般的なブラウザでは「aタグ」
はファイルの保存をおこなう動作であり，「inputタグ」はファイルの選択をおこなう動作である．
これらを「入力処理」，「出力処理」であるという汎化した概念にすることで，「aタグ」の動作は
「入力処理」のため，複合機やプリンタにおいては印刷処理（デジタルデータを紙へ変換）とな
る（ソースコード 2.1）．同様に「inputタグ」の動作は「出力処理」のため，複合機やプリンタ
においてはスキャン処理（紙をデジタルデータへ変換）に該当させることができる（ソースコー
ド 2.2）．「DeviceTags」は，複合機・プリンタ固有の処理をおこなうため，W3Cで標準化された
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図 2.7: システム概略図（デバイスブラウザ方式（DeviceTags）） Copyright©2022 IEICE.

HTMLの仕様に対して新たな拡張をおこなう必要はない．複合機・プリンタに搭載された「デバ
イスブラウザ」がHTMLの文法（「aタグ」および「inputタグ」）を解釈，処理するときに，デ
バイス固有の処理（印刷処理，スキャン処理）へ変換する．そのため「DeviceTags」は標準化さ
れた HTML仕様を記述するだけで，印刷処理やスキャン処理が実行できる．図 2.7は，「デバイ
スブラウザ方式 (DeviceTags)」のシステム概略図を示している．新規機能である「DeviceTags機
能」が，従来の「デバイスブラウザ方式 (JavaScript)」ではアプリケーション開発者が複合機・プ
リンタに関する知識に基づき機能実装しなければならない機能を提供する．「デバイスブラウザ」
は先述のHTMLタグの「aタグ」や「inputタグ」のような入出力に該当する処理をおこなう際
に，「DeviceTags機能」を呼び出し，印刷設定や印刷実行をおこなうことができる．「DeviceTags」
は複合機・プリンタ制御に関する知識が必要であった「手順 3：印刷設定」，「手順 4：印刷処理」
に関する開発工数を削減する．
これらの考え方はスマートフォンなどでも活用されている．ファイルの選択をおこなう「input

タグ」は，スマートフォンに搭載されたブラウザでは「カメラロールからの画像選択やカメラ画
像の撮影」として処理される．
「DeviceTags」は，複合機に搭載されている主な機能（コピー機能，ファックス機能，プリント
機能，スキャン機能）のうち，プリンタ機能とスキャン機能を実装している．コピー機能につい
ては，スキャン機能とプリント機能を組み合わせることで実装可能であり，ファックス機能につ
いては現在開発を検討している．ファックス機能を「DeviceTags」で実現する方法としては，印
刷処理同等に「aタグ」に電話番号を記述する方法が検討されている．
「DeviceTags」はリコー製かつ 2019年度以降のデバイスブラウザが搭載された複合機・プリ
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ソースコード 2.1: DeviceTagsによる印刷処理の記述例 Copyright©2022 IEICE.

1 <html>

2 <body>

3 <a href="https ://<url >/ sample.pdf" download="sample.pdf">print </a>

4 </body>

5 </html>

ソースコード 2.2: DeviceTagsによるスキャン処理の記述例 Copyright©2022 IEICE.

1 <html>

2 <body>

3 <form action="server.cgi" method="post" enctype="multipart/form -

data">

4 <input type="file" name="camera" accept="camera /*" capture >

5 <input type="submit" value="Upload">

6 </form>

7 </body>

8 </html>

ンタに搭載され，「Ricoh Developer Program」[20]の Basicプログラム（年会費無料）において
機密保持契約（NDA）を締結することで利用できる．

2.4 「DeviceTags」を用いたシステム開発事例

國枝ら [23]はプリンタ制御プラットフォーム「DeviceTags」を利用して「旅の思い出を記録す
る観光ガイドブック生成/印刷システム『KadaPam/カダパン』（以降，カダパン）」を開発した．
カダパンは，観光ガイドブックを用いて観光者に目標要素を提示し，観光ガイドブックに掲載され
たオリジナルの写真を，同一の場所，同一の構図で観光者自身が撮影した写真に置き換える（進
行状況を可視化）ことでタスクの実行（観光地への訪問）を促す仕組みを，画像認識技術を用い
て実現している．カダパンは，従来の観光ガイドブックでは実現できなかった観光者を観光ガイ
ドブックに掲載された観光地に実際に誘うこと，観光ガイドブックを見て実際に観光地に観光者
が訪れたかどうかを確認することを目指して開発された．
カダパンは観光ガイドブックの写真を，同一の場所，同一の構図で観光者自身が撮影した写真

に置き換えることで旅の思い出が記録された JPEG形式と PDF形式の 2種類のガイドブックを
生成する．PDF形式のガイドブックは，「DeviceTags機能（図 2.7）」を搭載した複合機・プリン
タを用いて印刷される．図 2.8は，カダパンが生成した観光者の旅の思い出が記録された観光ガ
イドブックである．
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図 2.8: カダパンが生成した観光ガイドブック Copyright©2022 IEICE.

カダパンは，「観光情報送信アプリケーション」（図 2.7「スマートフォンのブラウザ」で動作す
るWebアプリケーションに該当），「ガイドブック生成アプリケーション」（図 2.7「サーバアプリ
ケーション」に該当），および「ガイドブック印刷アプリケーション」（図 2.7「複合機・プリン
タの操作パネルの『デバイスブラウザ』で動作するWebアプリケーション」に該当）から構成さ
れる．
図 2.5の印刷処理手順に沿った，カダパンにおけるガイドブック印刷手順を以下に示す．図 2.9

は，複合機・プリンタの「デバイスブラウザ」上に表示されたカダパンの「ガイドブック印刷ア
プリケーション」の画面を示している．「手順 1：印刷データの生成」では，カダパンの「ガイド
ブック印刷アプリケーション」で印刷対象となる印刷データ（PDF形式）を生成する．「手順 2：
印刷データの送信」では，システムの利用者（カダパンユーザ）が，図 2.9に示す「印刷」ボタン
を押下することで，印刷データ（PDF形式）が複合機・プリンタに送信される．「手順 3：印刷設
定」では，印刷条件（印刷部数，用紙サイズ，カラー設定など）を設定できる印刷設定画面を表
示し，操作指示を受け付ける．「手順 4：印刷処理」では，印刷を実行する．「DeviceTags」は，「手
順 3：印刷設定」，「手順 4：印刷処理」に関する機能を提供することで，印刷システムの開発者が
開発すべき対象を大きく削減している．

2.5 考察
本研究では，印刷システムを開発する開発者をプリンタメーカ，システムベンダ，ユーザの 3

種類にわけた．図 2.10は，「デバイスブラウザ方式（JavaScript）」と「DeviceTags」の想定開発
者を示している．「デバイスブラウザ方式（JavaScript）」は，多くの機能が制御可能であるが複雑
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図 2.9: ガイドブック印刷アプリケーション Copyright©2022 IEICE.

図 2.10: 想定開発者との関係 Copyright©2022 IEICE.

である．一方「DeviceTags」は，HTMLの「aタグ」や「inputタグ」で機能が制御できるため，
理解しやすい構造となっている．
「DeviceTags」で実装された複合機・プリンタ側の処理としては，「手順 3：印刷設定」，「手順 4：
印刷処理」がある．「デバイスブラウザ方式（JavaScript）」では，印刷システム開発者は「手順 3：
印刷設定」において，印刷システム独自の印刷設定画面を開発できたが，「DeviceTags」の開発初期
バージョンでは，印刷システム独自の印刷設定画面を開発できなかった．そのため，「DeviceTags」
は，印刷設定画面をカスタマイズする機能を追加実装した．カスタマイズの対象範囲は，印刷設
定画面の「1．ヘッダ文字列」，「2．ボタンの文字列」，「3．ヘッダ背景色」，「4．背景色および画
像」，「5．スタートボタンの文字列」である．「手順 4：印刷処理」ついては，「デバイスブラウザ方
式（JavaScript）」と「DeviceTags」は同等の機能を有している．
印刷システムの開発では複合機・プリンタのハードウェアを事前に準備する必要がある．また

ハードウェアが準備できない場合には開発者向けに用意された実機エミュレータ環境で開発をお
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表 2.1: JavaScriptライブラリのメトリクス Copyright©2022 IEICE.
ライブラリ名 Maintainability Difficulty

ricoh.aaa.js 62.73 170.50

ricoh.bbb.js 61.89 131.29

ricoh.ccc.js 58.68 184.20

ricoh.ddd.js 66.28 82.15

表 2.2: JavaScriptライブラリ利用時とDeviceTagsのステップ数比較 Copyright©2022 IEICE.
提供される APIの形態 プリント処理行数 スキャン処理行数

JavaScript 60 71

HTML 1 4

こなうことが一般的であった．複合機・プリンタのハードウェア調達は，コストやハードウェア
の設置場所の確保に対して課題がある．一方，実機エミュレータ環境の構築には高スペック PC

が必要となるため準備期間やコストの面で課題がある．「DeviceTags」を用いた印刷システム開発
では，図 2.6で示した「DeviceTags動作概念」に基づき，実機や実機エミュレータを用意せずに，
既存の PCやスマートフォンを代用することで印刷システムの開発やテストをおこなうことがで
きる．
「DeviceTags」を活用した学生による印刷システムの開発事例として香川大学の大学院生が

開発したカダパンは印刷処理に関する開発が約 2時間でおこなわれた．カダパンを開発した学
生に対するインタビュー調査では，「一度理解してしまえば，その後はすぐに使えるようになっ
た」，「JavaScirptは知っているが，ライブラリのコードを読んでも理解が難しく敬遠していた．
『DeviceTags』ならそれらを使わずにプリンタを制御できるので簡単に開発できた」などの意見
が寄せられた．「DeviceTags」は複合機やプリンタに関する専門的な知識を必要とせず印刷システ
ムを開発できることが明らかになった．
次にAPIの習得に対する効果を検証するために，本研究では「DeviceTags」開発以前に「デバ

イスブラウザ方式（JavaScript）」で開発されたカダポス [24]の開発時に利用した JavaScriptラ
イブラリの難易度をコードメトリクス分析した．この JavaScriptライブラリは複合機・プリンタ
を制御するための APIを提供しているライブラリである．分析にはOSSとして提供されている
JavaScriptのコードメトリクス分析プログラムplato[25]を用い，保守性を示すMaintainability[26]

と，ソースコードの難易度を示すDifficultyを算出した．
表 2.1は，デバイスブラウザ方式（JavaScript）」で用いる JavaScriptライブラリの一覧と，メト
リクスの測定結果を示している (ライブラリ名は一部伏せ字に変更）．platoのMaintainabilityは
0から 100で正規化された数値として算出可能であり，一般的に 20以下の場合，保守性に問題があ
ると言われている．Maintainabilityはソースコードの行数，コメント行の割合，サイクロマティッ
ク複雑度，ハルステッドボリューム [27]のパラメータから算出される．Difficultyはコードの難易
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度を示しており，数値が高いほど難易度が高いことを示している．算出の結果，Maintainability

の数値からは保守性については一定水準にあることがわかったが，Difficultyに関しては比較的
高い数値となっており，ソースコードの理解に問題があることがわかった．「DeviceTags」では，
JavaScriptライブラリをシステム開発者が意識する必要がないという点で，Myersらが示したAPI

の品質属性のAPIの習熟に対する学習期間（「Learnability（APIの習得のしやすさ）」）と，シス
テム品質確保の工数低減（「Error-Prevention（誤用防止効果）」）に貢献する可能性が示された．
本研究では，「デバイスブラウザ方式（JavaScript）」と，「DeviceTags」で同じ処理（印刷設定

画面の呼び出し処理，印刷処理の実行）に関するステップ数を比較した．
HTMLはプログラミング言語と異なり if文などによる条件分岐がなく，実装の難易度を比較

することは困難である．そのため本研究では両方式において，同条件下で開発者が記述する必要
があるステップ数から実装難易度を比較した．表 2.2は，「デバイスブラウザ方式（JavaScript）」
と，「DeviceTags」のステップ数を示している．「デバイスブラウザ方式（JavaScript）」に比べ
「DeviceTags」では，印刷処理で約 98%，スキャン処理で約 94%のステップ数が削減された．
これら「DeviceTags」の特徴からMyersらが示した APIの品質属性の「Usability（使いやす
さ）」，「Learnability（APIの習得のしやすさ）」，「Productivity（プログラマーの生産性）」，
「Error-Prevention（誤用防止効果）」，「Simplicity（シンプルさ）」の向上が期待できる．また
Martin[28]らが指摘した「API仕様を定義しているドキュメント自体の検索性の低さ」に起因す
るAPI学習に対する阻害要因（「1．API設計意図（どのように使われることを意図しているか）
の提示不足」，「2．サンプルコードとコード解説の乖離」，「3．複雑なAPI仕様とドキュメントサ
ポート不足」，「4．APIの内部仕様に関する説明（性能，エラー等）の提示不足」，「5．APIを理
解するための検索性やAPI仕様に対する追加情報不足」）において特に 4，5の軽減効果が期待で
きる．

2.6 本章のまとめ

本章では，プリンタ制御プラットフォーム「DeviceTags」について述べるとともに，「DeviceTags」
を用いて開発されたシステムからその有効性を議論した．「DeviceTags」は，プリンタ制御に関す
る専門的な知識をほぼ必要とせずに複合機・プリンタを用いた情報システムを開発できる．印刷
システムの開発工数を削減するとともに，印刷システム開発の敷居を下げる効果が期待できる．
「DeviceTags」は，プリンタメーカの開発者ではないシステムベンダやユーザでも印刷システム
を開発できることから大量生産品であるプリンタを「マス・カスタマイゼーション」させ，小規
模多品種の市場における製品開発に貢献できる可能性を有していることがわかった．
「DeviceTags」は，プリンタに搭載された「デバイスブラウザ」がW3Cで標準化されたHTML

の記述をデバイス固有の処理に置き換えることで動作する方式であり，デバイス制御のために必要

信頼性情報システム工学専攻



第 2 章 プリンタ制御プラットフォーム「DeviceTags」 23

なAPIの学習に関する行為（マニュアルの理解やAPI仕様の理解）を削減することができる．また
「DeviceTags」は，Mayersらによって示されたAPIを評価する際の品質特性である「Learnability

（APIの学習のしやすさ）」，「Error-Prevention（誤用防止効果）」，「Productivity（プログラマー
の生産性）」，「Simplicity（シンプルさ）」において一定の有効性があると考えられる．またMartin

らが述べるAPI学習者にとって阻害要因の特に「4.APIの内部仕様に関する説明（性能，エラー
等）の提示不足」，「5.APIを理解するための検索性やAPI仕様に対する追加情報不足」の 2つを
解消する効果が示された．
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第 3 章

香川大学型業務システム内製モデル

本章では，香川大学における業務システムの内製を通じて，ユーザ主導で「人間中心」の業務
システム要件を「仮説」として定義し，ユーザと共創により「検証」をおこなうモデルを提案す
る「香川大学型業務システム内製モデル」について述べる．

3.1 本研究の目的
COVID-19の影響により世界的な社会構造が変化している．デジタル・トランスフォーメーショ
ン（Digital Transformation:DX）[1]は，変化に適応するために必要である．ユーザ企業には，自
身が利用する業務システムの開発を「ベンダ企業に要件定義を丸投げ」，「要件定義が不明瞭なまま
開発を始める」といった課題がある [2]．ユーザ企業で「ローコード，ノーコードツール」を活用
して，アプリケーションをアジャイルに開発することで，DXを推進する方法が注目されている．
デザイン思考 [30]は HASSO PLATTNER Institute of Design at Stanfordで提案された．デ

ザイン思考は「共感（EMPATHIZE）」，「問題定義（DEFINE）」，「アイデア創出（IDEATE）」，
「具体化（PROTOTYPE）」，「検証（TEST）」の 5つのステップで構成されている．図 3.1は，デ
ザイン思考プロセスの例である．「デザイン思考」は新しい価値を生み出すための必要な概念であ
り，多くの企業が「デザイン思考」に基づく取り組みを実施している．
「リーン・スタートアップ」[9]は，不確実性の高い状況で事業を立ち上げるための方法論として提
案された．「リーン・スタートアップ」では，実用最小限の製品（Minimum Viable Product:MVP）
を開発する．仮説に基づいて MVPをユーザに提供し，「構築（Build）-計測（Measure）-学習
（Learn）」のサイクルによって，ユーザと共に「検証」によって価値を定義する．「デザイン思考」

∗3 章は，IARIA「Advances on Societal Digital Transformation DIGITAL 2022」に掲載された同著者による
「Proposal of In-house Development Model for Business System at Kagawa University」[29]を日本語訳したもの
である．
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は「人間中心」の価値提供を実現するが，「リーン・スタートアップ」は仮説に基づいた事業性の
検証を重視している．
香川大学は，業務システムの要件を「人間中心（教員，職員，学生）」の考え方に基づき「仮

説」として定義する．その「仮説」をユーザ（教員，職員，学生）と共創で「検証」する．香川
大学は「人間中心」の業務システム要件を「仮説」として定義し，ユーザとの共創により「検証」
をおこなう「香川大学型業務システム内製モデル」を提案する．「香川大学型業務システム内製モ
デル」は，「デザイン思考」と「リーン・スタートアップ」の手法を組み合わせている．現在，香
川大学では，「香川大学型業務システム内製モデル」を用いて，業務システムの開発に取り組んで
いる．本章では，「香川大学型業務システム内製モデル」について述べる．「香川大学型業務システ
ム内製モデル」は，アジャイル開発のイテレーティブモデル [31]をベースとしており，開発は段
階的におこなわれる．一般的なアジャイル開発のイテレーティブモデルは，システムの製品品質
[32]を高めることが目的である．しかし，「香川大学型業務システム内製モデル」は，ユーザビリ
ティの品質を高める「仮説」を定義，「検証」することを重視している．そして「仮説」をユーザ
（教員，職員，学生）自身が共創により「具体化（PROTOTYPE）」と「検証（TEST）」を繰り
返して業務システムを開発する．よって，製品品質を高める一般的なアジャイル開発のイテレー
ティブモデルと目的が違う．「香川大学型業務システム内製モデル」は，製品品質ではなく，ユー
ザ価値を重視している．「デザイン思考」など仮説を定義する手法はいくつか提案されている．そ
のため，本論文では「仮説」を定義する手法は特に限定しない．
3.2節では，関連研究と関連技術について述べる．3.3節では，「香川大学型業務システム内製モ

デル」について述べる．3.4節では，考察を述べる．3.5節では，まとめを述べる．

3.2 関連研究と関連技術
中所 [33]は，「業務の知識を持つエンドユーザ（本論文ではユーザと定義）が主導でシステム

やソフトウェアを開発する．そして保守もユーザが主導でおこなうことが重要である」と述べて
いる．中所が提案したユーザ主導開発は「ビジネスレベル（Business Level）」，「サービスレベ
ル（Service Level）」，「ソフトウェアレベル（Software Level）」の 3段階のアプローチ（tree-tier

architecture）である．図 3.2は，中所が提案したユーザ主導型開発のアプローチである．「ビジネ
スレベル」では，業務知識を有するユーザがビジネスモデルを作成する．「サービスレベル」で，
「ビジネスモデル」に基づいたドメインモデルを作成する．作成されたドメインモデルから「ソフ
トウェアレベル」においてソフトウェアを開発する．中所は，「『ビジネスレベル』と『サービスレ
ベル』の間には意味的なギャップ（Semantic Gap）が生まれる．意味的ギャップを補完する技術
として『ドメイン知識補完技術』がある」と述べている．加藤ら [34]は，THEOREEと名づけた
要求獲得方法を提案した．加藤らが提案した手法は，ドメイン知識をシソーラスによって体系化
することで，ドメイン知識を十分に持たない分析者に対して体系化したシソーラスを提供するこ
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図 3.1: デザイン思考プロセス Copyright©2022 IARIA.

とにより要求分析の効率を良くする．加藤らの研究は「ドメイン知識補完技術」に該当する．「ソ
フトウェアレベル」では，コンポーネント等を活用してシステムやサービスを開発する．中所は，
「『サービスレベル』と『ソフトウェアレベル』の間には粒度的ギャップ（Granularity Gap）が生
まれる．粒度的ギャップを補完する技術として『ビジネスオブジェクト』[35]，『デザインパター
ン』[22]，『フレームワーク』[36]がある．プログラムの記述単位を小さくするとプログラム言語に
近い表現ができるため適用範囲は大きくなるが，粒度を大きくして業務に近い表現を取るとユー
ザが利用しやすくなるが適用範囲が限定される」と述べている．

情報通信技術の発展により，高度なプログラミング知識がなくてもシステムやソフトウェアが
開発できる「ローコード，ノーコードツール」によるエンドユーザコンピューティング（End-User

Computing:EUC）[5]が注目されている．「ローコード，ノーコードツール」はシステムやソフト
ウェアの開発に対して「ニーズの曖昧さ」，「短期間で変化する要求」に対応するための手段とし
て，DX推進での活用も紹介されている [6]．また「ローコード，ノーコードツール」による開発
は，開発工数を大幅に削減し，MVPの「検証」までの時間短縮が見込める．そのため，要件と成
果物の粒度的ギャップが少なく，MVPを特定したシステムやソフトウェアの開発に有効であると
の報告 [7]がある．
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図 3.2: 中所 [33]が示したユーザ主導開発の 3段階のアプローチ（tree-tier architecture）
Copyright©2022 IARIA.

3.3 香川大学型業務システム内製モデル

図 3.3は，本論文で提案する「香川大学型業務システム内製モデル」である．中所は，ユーザ
自身が自ら必要とするシステムやソフトウェアを開発するためには業務知識が重要であることを
示し，3段階のアプローチとして，「ビジネスレベル」，「サービスレベル」，「ソフトウェアレベル」
を提案した．香川大学では，中所が提案した 3段階のアプローチをベースに，「ローコード，ノー
コードツール」などを活用することで「サービスレベル」を「ソフトウェアレベル」に統合させ
た．そして「人間中心」の価値の実現に対する「仮説」の定義やMVPの「検証」を重視するため
に，開発したシステムやソフトウェアを「評価」する「検証レベル」を設けた 3段階のアプロー
チ（「ビジネスレベル（Business Level）」，「ソフトウェアレベル（Software Level）」，「検証レベル
（Verification Level）」）を定義した．この 3段階のアプローチをイテレーティブに複数回繰り返す
ことで，ユーザ自身が自ら必要とするシステムやソフトウェアを開発する．本論文では，「サービ
スレベル」と「ソフトウェアレベル」を統合させるために「ローコード，ノーコードツール」を
用いた．しかし「サービスレベル」と「ソフトウェアレベル」で粒度的ギャップを生じさせるこ
となくソフトウェアを開発できる場合は，「ローコード，ノーコードツール」を使う必要はない．
「香川大学型業務システム内製モデル」では，「ビジネスレベル」で業務定義をおこなう．「ビジ
ネスレベル」では，業務知識を有するユーザ（教員，職員，学生）との共創により，業務システ
ムに対する「仮説」を定義し，MVPを特定する．「ソフトウェアレベル」では，業務定義に基づい
てシステムやソフトウェアを開発する．「ソフトウェアレベル」では，「ビジネスレベル」で定義さ
れた「仮説」から，「ローコード，ノーコードツール」などを活用してMVPを開発する．開発さ
れたシステムやソフトウェアは，「検証レベル」で評価される．「検証レベル」では，「ビジネスレベ
ル」で定義された業務定義に基づいてシステムやソフトウェアの製品品質の評価だけでなく，「ビ
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図 3.3: 香川大学型業務システム内製モデル Copyright©2022 IARIA.

ジネスレベル」で定義されたユーザ価値に対する「仮説」やMVPの妥当性も評価される．「検証
レベル」では，開発継続についても審議される．「検証レベル」で開発継続の判断がなされた場合，
「ビジネスレベル」で業務定義の修正や追加をおこなう．見直された業務定義に基づいて「ソフト
ウェアレベル」において改善されたシステムやソフトウェアを開発する．「検証レベル」で，開発
終了の判断がなされた場合は開発が終了される．「香川大学型業務システム内製モデル」では，シ
ステムやソフトウェア開発を通じて別のシステム開発，または新しいニーズが発見される場合が
ある．システム開発終了後は，新しい開発プロジェクトが立ち上げられる．本論文では，「ビジネ
スモデル」の業務定義方法，そして「ソフトウェアレベル」の業務モデル生成方法，そして「検
証レベル」の評価方法については定義しない．本論文では，対象の業務や開発されるシステムや
ソフトウェアなどに応じて，必要な手法を選択する方法を想定している．

3.4 考察
香川大学は，2021年 5月に「DX推進部門」と「DXラボ」を設置した．「DXラボ」は，情報部
門と，事業部門が連携して，共創で業務システムを内製している．「DXラボ」は，「DXプロジェ
クトチーム」で活動する．「DXプロジェクトチーム」は，ユーザ （教員，職員，学生）らで構成
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される．そして，業務部門から，業務知識を有するユーザが参加する．「DXプロジェクトチーム」
は，「香川大学型業務システム内製モデル」により，「仮説」を定義して，MVPを特定する．2021

年 10月には，6つの「DXプロジェクトチーム」があった．25プロジェクトの業務システムの内
製をおこない，すでに 15プロジェクトは完了しており，5ヶ月で 10の業務システムが開発された．
「ソフトウェア」レベルでは，「ローコード，ノーコードツール」のMicrosoft Power Platform[37]

を用いて，ソフトウェアを開発した．Microsoft Power Platformは，Microsoft Power Apps[38]，
Microsoft Power Automate[39]，Microsoft Power BI[40]，Microsoft Power Virtual Agents[41]

の 4つのサービスがある．
「香川大学型業務システム内製モデル」を用いて，業務システムを開発した 4人の職員に 5つ
の設問を設定し，インタビュー調査を実施した．「設問 1」は，「ビジネスレベル」から「ソフトウェ
アレベル」への意味的なギャップに対する感想を問う設問．「設問 2」は，「ソフトウェアレベル」で
粒度的ギャップに対する感想を問う設問．「設問 3」は，「香川大学型業務システム内製モデル」を
利用した感想を問う設問．「設問 4」は，「デザイン思考」や「共創」活動の感想を問う設問．「設問
5」は，総合的な感想を問う設問から構成される．
「設問 1」は，4人全員が「意味的なギャップはない」と回答した．理由は，「業務内容を理解し
ている職員が，『ソフトウェアレベル』でソフトウェアを開発するため，意味的なギャップを感じ
ない」と回答した．「設問 2」は，4人全員が「粒度的ギャップはない」と回答した．「ローコード，
ノーコードツール」である，Microsoft Power Automateを使い，フロー定義したものが，業務シ
ステムになる．よって，粒度的なギャップは感じない」と回答した．「設問 3」は，「これまではベ
ンダに発注しなくてはシステムが導入できなかったが，スピード感をもってシステムが導入でき
た」，「自分たちが本当に必要だと思うシステムが導入できた」，「システムの規模が大きくなるとエ
ンドユーザでは開発できないと感じる」と回答した．「設問 4」は，「具体的な課題を共有すること
が容易になった」，「事業部門のやる気に影響して結果に差が出た」と回答した．「設問 5」は，「シ
ステムから得られるデータが有用である」，「データに基づいてシステムを改良したい」，「業務を
見直すことで，その業務が必要なのか，考える機会になった」と回答した．インタビュー結果か
ら，「香川大学型業務システム内製モデル」が意味的ギャップや粒度的ギャップを解消する可能性
が示された．

3.5 本章のまとめ
本論文では，「人間中心」の価値の実現を目指す「仮説」を定義する．定義された「仮説」をユー

ザとの共創で「検証」して，業務システム開発する「香川大学型業務システム内製モデル」につ
いて述べた．「香川大学型業務システム内製モデル」は，「デザイン思考」と「リーン・スタートアッ
プ」を組み合わせる．情報部門と事業部門の「共創」により「人間中心」の価値の実現に対する
「仮説」やMVPを特定し，「ローコード，ノーコードツール」を用いて EUCによる業務システム
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を内製できる．「香川大学型業務システム内製モデル」は，「ビジネスレベル」，「ソフトウェアレベ
ル」，「検証レベル」の 3つのステップにより，MVPを定義できる．「香川大学型業務システム内
製モデル」は，DX推進に取り組むユーザ企業の「ベンダ企業に要件定義を丸投げ」，「要件定義
が不明瞭なまま開発を始める」という課題を解決できる可能性がある．
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第 4 章

内製モデルに基づく開発事例

本章では，「内製モデルに基づく開発事例」について述べる．4.1節では，DX推進に取り組む多
くの教育機関に共通する組織整備や環境整備，および教職学連携による具体的なDXの取り組み
の方策を提案する「香川大学における DXの取り組み」について述べる．4.2節では，「デザイン
思考」に基づき大学業務を実施するユーザ（教職員）を対象とした業務の実態調査や，新たな大
学業務システム開発にむけたアイデア創出の手段を提案する「アイデア創出と要件抽出の取り組
み」について述べる．4.3節では，「香川大学型業務システム内製モデル」を提案するとともに，同
モデルに基づき，内製された業務システムの事例である「『香川大学型業務システム内製モデル』
による『出退勤記録システム』の開発」について述べる．4.4節では，休暇の主体的な取得を促す
「休暇申請システム」の内製事例である「『休暇申請システム』の開発」について述べる．

4.1 香川大学におけるDXの取り組み
4.1.1 本研究の目的

デジタル・トランスフォーメーション（Digital Transformation:DX）[1]は 2004年にスウェー
デンウメオ大学教授のエリック・ストルターマンによって提唱され，「ITの浸透が人々の生活をあ
らゆる面でより良い方向に変化させる」ことを目指した概念である．DXには多くの定義や解釈
が存在しているが，一般的に「ITに代表されるテクノロジーを利用して事業の業績や対象範囲を
根底から変化させる」ことを意味しており，単なるシステム導入による IT化やデジタル化とは別
物と定義される．新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大により，大学のデジタル化（ICT

化）は教育活動の継続性を確保するうえで必要不可欠である．現在，With/After COVID-19の
∗4.1節は，情報処理学会論文誌「教育とコンピュータ（TCE）」に掲載された共著論文「香川大学の DX推進環境

の整備と DX推進の取り組みについて――業務システムの内製開発による DX推進」[42]を基にしている．
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図 4.1: 香川大学の「デジタルONE戦略」[46]

世界的な社会構造変化に対応するDXも求められており，大学をはじめとする教育機関において
もそれは例外ではない．
DX推進にむけた戦略立案や計画立案に取り組む大学が増えている．東北大学は 2018年 11月
に「最先端の創造，大変革への挑戦」をうたい「東北大学ビジョン 2030」[43]を策定した．2020

年 7月には，COVID-19危機に続くニューノーマルの時代を見据え，教育，研究，社会との共創
など，東北大学の諸活動のオンライ化の強化に加え，サイバー空間とリアル空間の融合的活用を
通して，ボーダレスで多様性に富み，真にインクルーシブな大学を目指し，「東北大学ビジョン」
をアップデートした．特に教育・研究分野の DXとして，DX推進にむけて情報基盤を強化した
[44]．関西大学は「関西大学 DX推進構想」[45]を策定した．関西大学の「関西大学 DX推進構
想」は，「学生の学修機会の制限・制約・バリアを軽減・除去する取り組み」，「学修成果の可視化
への取り組み」，「DXの推進に対応したインフラ，環境整備への取り組み」，「学内業務の効率化へ
の取り組み」から構成される．DXの推進体制については「DX推進会議（仮称）」を設置し，全
体調整・進行管理をおこないつつ，各部署においてDXの取り組みを進めていくとしている．香
川大学は 2021年 5月にDX推進戦略「デジタルONE戦略」[46]を策定した．図 4.1は，香川大
学が策定した「デジタルONE戦略」を示している．「デジタルONE戦略」は，「『リアル世界がデ
ジタル世界に包含される（Online Merges with Offline:OMO）状況を香川大学で実現すること』
で，教職員学生の協働によりデジタル化をこれまでにないレベルにあげ，教育，研究，運営の質
的向上に加え，それぞれの業務の効率化を進める」ことを目指しており，「デジタルONEキャン
パス」，「デジタルONEラボ」，「デジタルONEオフィス（事務局）」の実現を全学の基本方針と
して定めたものである．
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2016年 6月に経済産業省が発表した「IT人材の最新動向と将来推計に関する調査」[47]によ
ると，IT需要が今後拡大する一方で，我が国の労働人口（特に若年人口）は減少が見込まれ，IT

人材の需要と供給の差（需給ギャップ）は需要が供給を上回り，その差は 2030年には最大で約 79

万人に拡大する可能性があることが報告された．このことは，DX推進に必要十分な IT人材を確
保することが困難であることを意味している．香川大学では，香川大学内のDXを推進する 7種
類のDX推進人材（DX推進マネージャ，DXデザイナ，テックリード，データサイエンティスト，
先端技術エンジニア，UI/UXエンジニア，エンジニア/プログラマ）を定義し，これら DX推進
人材の確保に努めた．
一般社団法人情報サービス産業協会要求工学実践部会は，DXを現場で推進するための指針とな

るガイドラインの策定を目指し，実践の場で得られた経験や技術を整理し体系化すべく，「デジタル
トランスフォーメーション（DX）の現状と動向」[48]を発表した．「デジタルトランスフォーメー
ション（DX）の現状と動向」では，「デザイン思考」は「共創」[49]，「データ駆動」[50]，「Business

Model Innovation（BMI） 」[51]と並んで「DXの実現技術」の 1つに位置づけられた．
香川大学情報メディアセンターは，2021年 5月に香川大学のDXの推進を目的に，上記で述べ

た 7種類の DX人材を中心に「DX推進部門」を設置した．また同メディアセンターは，「DXラ
ボ」と「DXプロジェクトチーム」も組織した．「DXラボ」は，情報技術を学ぶ香川大学の学生
を中心に構成され，香川大学のDX推進に資する業務システムの内製開発に取り組む．「DXプロ
ジェクトチーム」は，「デザイン思考」に基づいて「DX推進部門」，「DXラボ」と事業部門の「共
創」によりDXを推進するプロジェクトチームである．「DXプロジェクトチーム」では，「データ
駆動」によりDXを推進するために必要となるデータを収集するとともに，「BMI」により大学の
業務活動全体を俯瞰して現在の業務を正しく把握する活動もおこなう．
本研究では，香川大学の DX推進戦略「デジタルONE戦略」に基づき構築された DX推進体

制について述べる．また本研究では，「DX推進部門」，「DXラボ」，「DXプロジェクトチーム」に
ついて述べるとともに，「DXラボ」が実施している業務システムの内製開発の取り組み，「DXプ
ロジェクトチーム」の DX推進の活動についても述べる．本研究は，DX推進に取り組む多くの
教育機関に共通する組織整備や環境整備の方策や考え方を提案するとともに，教職学連携による
具体的なDXの取り組みから提案した方策や考え方の有効性を議論している．
情報技術を学ぶ学生（香川大学大学院工学研究科信頼性情報システム工学専攻，香川大学創造

工学部創造工学科情報システム・セキュリティコース）を中心に組織された「DXラボ」の学生が
参加する「DXプロジェクトチーム」による香川大学のDX推進活動は，「デザイン思考」や「共
創」，「データ駆動」，「BMI」など「DXの実現技術」の実践活動にも該当する．本研究では，「DX

ラボ」に所属する学生の「DXプロジェクトチーム」への参加による教育効果についても考察す
る．4.1.2項では，香川大学のDX推進戦略「デジタルONE戦略」について述べる．4.1.3項では，
香川大学の DX推進体制について述べる．4.1.4項では，考察を述べる．4.1.5項では，まとめを
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述べる．

4.1.2 DX推進戦略「デジタルONE戦略」

昨今，オンラインとオフラインの境界を意識せずユーザの購買意欲を創出するマーケティング
手法であるOnline Merges with Offline[52]（以降，OMO）が注目されている．OMOは，「ユーザ
がモバイル決済や IoTによって常時オンラインに接続しオフラインが存在しない世界を前提とし，
『リアル世界がデジタル世界に包含される』という考え方」である．香川大学は，DX推進に向け
た目標となる戦略として「デジタルONE戦略」を策定した．「デジタルONE戦略」とは，「『リア
ル世界がデジタル世界に包含される（OMO）状況を香川大学で実現すること』で，教職員学生の
協働によりデジタル化をこれまでにないレベルにあげ，教育，研究，運営の質的向上に加え，そ
れぞれの業務の効率化を進める」ことを目指しており，「デジタルONEキャンパス」，「デジタル
ONEラボ」，「デジタルONEオフィス（事務局）」の実現を全学の基本方針として定めたもので
ある．「2040年にむけた高等教育のグランドデザイン」[53]では，高等教育機関に対して，「多様な
価値観を持つ多様な人材が集まることにより新たな価値が創造する場」としての役割を求められ
ている．香川大学は，6学部 8研究科からなる総合大学であるが，キャンパスが分散され（幸町
キャンパス，林町キャンパス，三木町農学部キャンパスなど 7拠点），そのことが「多様な価値観
を持つ多様な人材が集まることによる価値創造の場」としての役割を果たすうえで大きな障壁と
なっていた．「デジタルONEキャンパス」，「デジタルONEラボ」では，「デジタル世界に香川大学
が有する多様な価値観を持つ多様な人材を集め，デジタル世界で価値創造を促す環境の構築」を
目指した取り組みを実施する．大学の本務は教育研究であり，大学には「教育研究の本務に専念
できる環境」の構築が求められる．香川大学の業務システムについては，クラウド化などの技術
的な遅れに加え，縦割り業務の情報管理に伴う重複した情報入力作業など，デジタル化の遅れが
指摘されているだけでなく，業務によって生成された情報が分散し，それら情報を大学/経営戦略
に活かせない状況が発生していた．「デジタル ONEオフィス（事務局）」は，「デジタル世界に大
学の事務局機能を構築することで大学業務の効率的運用を促し，教育研究の本務に専念できる環
境を構築する」ことを目指しており，それに即した取り組みを実施する．

4.1.3 香川大学のDX推進体制

情報処理推進機構の「デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進にむけた企業と IT人
材の実態調査」[54]によると， DX組織は「IT部門起点」と「事業部門起点」の 2種類に分類で
きることが報告され，特に IT部門起点による DX組織には，デジタル技術の積極的な活用の促
進が期待できることが報告された．図 4.2は，香川大学の DX推進体制を示している．香川大学
では，デジタル技術の積極的な活用を目指し，IT部門である情報メディアセンターに，DX推進
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図 4.2: 香川大学におけるDX推進体制

組織を 2021年 5月に設置した．「デジタル・トランスフォーメーション推進人材の機能と役割の
あり方に関する調査」[55]では，7種類のDX推進人材（プロダクトマネージャ，ビジネスマネー
ジャ，テックリード，データサイエンティスト，先端技術エンジニア，UI/UXエンジニア，エン
ジニア/プログラマ）を定義している．香川大学では同調査に基づいて，香川大学内の DXを推
進する 7種類のDX推進人材（DX推進マネージャ，DXデザイナ，テックリード，データサイエ
ンティスト，先端技術エンジニア，UI/UXエンジニア，エンジニア/プログラマ）と役割を定義
（表 4.1）し，これらDX推進人材の確保に努めた．表 4.1は，香川大学で定義したDX推進人材
を示している．DX推進マネージャは，DXの実現を主導するリーダーを担う人材，DXデザイナ
は，DXに関する企画・立案・推進等を担う人材と定義した．香川大学では，DX推進人材として
規定されたDX推進マネージャの役割を担う最高デジタル統括責任者（Chief Digital Officer）を
新たに設け，学内から必要な人材を併任として確保するとともに，事務部門に情報部情報企画グ
ループを新たに設置し，DXデザイナとなる人材を配置した．DX推進マネージャは，創造工学部
創造工学科情報システム・セキュリティコースに所属し，ソフトウェア工学，情報システム工学，
特にシステム設計を専門とする教員を併任で招聘した．DXデザイナについては，事務部門に情
報部情報企画グループを新たに設置し，システムエンジニアとしての勤務経験を有する職員と人
事，総務，会計など大学の業務経験もある人材をDXデザイナとして配置した．テックリードは，
AI，クラウド技術などの最新技術を用いたシステム設計から実装ができる人材，先端技術エンジ
ニアには機械学習，ブロックチェーンなどの先端的なデジタル技術を担う人材と定義した．香川
大学では，DX推進人材として規定されたテックリード，先端技術エンジニアを担う人材として，
株式会社リコーから客員教授，客員准教授，客員研究員を新たに招聘した．データサイエンティ
ストは，事業，業務に精通したデータ解析・分析ができる人材，UI/UXエンジニアは，DXに関
するシステムのユーザ向けデザインを担当する人材と定義した．香川大学では，データサイエン
ティストと UI/UXエンジニアは，それぞれの分野を専門とする香川大学創造工学部の教員を情
報メディアセンター併任とすることとした．エンジニア/プログラマについては，システムの実装
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表 4.1: 香川大学におけるDX推進人材
DX推進人材 人材像
DX推進マネージャ DXの実現を主導するリーダを担う人材
DXデザイナ DXに関する企画・立案・推進等を担う人材
テックリード 最新技術を用いたシステム設計から実装ができる人材
先端技術エンジニア 機械学習，ブロックチェーンなどの先端的なデジタル技術を担う人材
データサイエンティスト 事業，業務に精通したデータ解析・分析ができる人材
UI/UXエンジニア DXに関するシステムのユーザ向けデザインを担当できる人材
エンジニア/プログラマ システムの実装を担う人材

を担う人材として定義した．同調査では，企業のDXに関するシステム実装の多くは SIerが担っ
ていることが報告された．エンジニア/プログラマについては，情報技術を学ぶ学生（香川大学大
学院工学研究科信頼性情報システム工学専攻，香川大学創造工学部創造工学科情報システム・セ
キュリティコース）の中から必要なスキルを有する学生を招聘した．
2018年に設置された香川大学創造工学部では，時代の変化を捉え，社会や人々のニーズにフィッ

トしたイノベーションを創出する人材育成を目指し，「デザイン思考」能力育成にむけた様々な教
育プログラムを展開している [8]．香川大学の提唱する「デザイン思考（図 1.1）」は，「1．ユーザ
中心に物事を考え」，「2．チームメンバーやユーザとのコミュニケーションを重視」し，「3．試作，
テスト，改善を繰り返す」とともに，「4．問題解決の方法は 1つではなくてよい」を基本的な考
え方とし，「共感」，「問題定義」，「アイデア創出」，「具体化」，「検証」の 5つの段階から構成さ
れる．香川大学も「デザイン思考」をDX推進に必要な技術として採用した．香川大学では，「デ
ザイン思考プロセス」における「アイデア創出」から「具体化」を実現する手段として，エンド
ユーザコンピューティング（End-User Computing:EUC）[5]で注目されているMicrosoft Power

Platform[37]を導入するとともに，それらを用いた業務システムの内製開発に取り組むこととし
た．「共創」とは，ユーザなどのステークホルダが問題の発見と解決に参画することにより新たな
洞察，問題の発見，より良い解決方法の創出を図ることであり，多くの企業で「共創」の取り組
みがすすめられている [56]．「DX推進部門」は，「DXラボ」と事業部門の共創によりDXを推進す
る「DXプロジェクトチーム」を組織した．「DXプロジェクトチーム」は，「DX推進部門」，「DX

ラボ」のメンバーと事業部門のメンバーから構成され，2021年 10月 10日現在で 6つの DXプ
ロジェクトチーム（就職・学生支援DX，研究支援DX，学務関係DX，給与福利DX，知財管理
DX，旅費関係DX）が立ち上がっている．
「DXプロジェクトチーム」による香川大学のDXの取り組みは，「グロースハックフェーズ」と

「イノベーションフェーズ」の 2つに分けられ，「グロースハックフェーズ」では，現場主導のボト
ムアップによる既存業務や既存システムの改善，「イノベーションフェーズ」では，「グロースハッ
クフェーズ」で共有された問題から新しい取り組みを試行する．図 4.3は，香川大学の DX推進
のフェーズを示している．「グロースハックフェーズ」の取り組みの一部は，単なるデジタル化と
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図 4.3: DX推進フェーズ

なるケースも想定されるが，業務やシステムが抱えている問題を共有するためには必要なフェー
ズである．ユーザ視点で「グロースハック」によりカスタマージャーニーやユーザージャーニー
を磨き上げ，業務に習熟してから「イノベーションフェーズ」に移行するほうが成功する確率が
高いという報告 [52]も存在する．「デジタルトランスフォーメーション（DX）の現状と動向」で
定義された，「DXの実現技術」の「データ駆動」は，要求定義，意思決定，経営などにいわゆる
ビッグデータを活用して，従来できなかったユーザ特性の発見や合理的な意思決定をおこなうア
プローチを指す．「グロースハックフェーズ」では，「データ駆動」によりDXを推進するために必
要となるデータも収集する．また「BMI」とは，ビジネスモデルを設計し，革新する技術を指す．
「デザイン思考」がユーザを起点とする要求の獲得方法であるのに対し，「BMI」は企業活動全体
を俯瞰して，その構造変革を目的としている．「グロースハックフェーズ」では，大学の業務活動
全体を俯瞰すべく，いまの業務活動を正しく認識する活動もおこなう．

上記の理由から，「DXプロジェクト」では，DX推進を 2つのフェーズ（「グロースハックフェー
ズ」，「イノベーションフェーズ」）に分けて実施することとした．また，「DXプロジェクトチー
ム」による，香川大学のDXの取り組みは，反復型開発である「イテレーティブ開発手法」を採
用した．「グロースハックフェーズ」で，現場主導のボトムアップにより，既存業務や既存システ
ムの改善をおこなう際，現場から必要な要件をその重要度を含めて正しく抽出することは困難で
ある．「DXプロジェクトチーム」では，「デザイン思考」で必要な要件を定義するとともに，定義
された要件の中から重要だと思われる機能を最優先で開発し，それらを繰り返しながら反復的に
開発を進めた．開発したシステムの実運用判断は事業部門がおこなうこととした．
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4.1.4 考察

2021年 5月に「DX推進部門」，「DXラボ」を設置し，事業部門と連携して DX推進に取り組
む「DXプロジェクトチーム」を立ち上げた．2021年 10月 4日現在，6つの「DXプロジェクト
チーム」が立ち上げた業務システム内製開発プロジェクトは 25あり，そのうち 15のプロジェク
トが完了し，わずか 5ヶ月で 10の業務システムが開発された．
本研究では，「DXプロジェクトチーム」に参加している事業部門の職員 5名を対象にインタ
ビュー調査を実施した．インタビュー調査は，「設問 1：DXプロジェクト参加前の DXのイメー
ジを問う設問」，「設問 2：DXプロジェクトの活動に関する設問」，「設問 3：業務システムの内製
開発に関する設問」，「設問 4：香川大学の DXへの期待を問う設問」の 4つの設問から構成され
た．「設問 1：DXプロジェクトの立ち上げ前のDXのイメージを問う設問」では，「大変そう．やや
こしそう」，「業務改善というイメージ．軌道に乗ればスムーズに仕事ができるかもしれないけど
難しそう」など，DXに対して実際何をしていいかわからない不安感をもっていたことを示すコ
メントが寄せられた．「設問 2：DXプロジェクトの活動に関する設問」では，「業務は確実に楽に
なった」，「ユーザである教職員にとっては間違いなく利便性があがった」など，業務改善の効果
を感じているコメントが寄せられただけでなく，「システムから得られるデータが有用であると感
じた」，「（欠席届受付システムを担当したが，）こんなに多くの欠席届が出されるとは思わなかっ
た．あらたな気づきがあった」など，システムが生成するデータが有効であると感じていること
を示すコメントが寄せられた．さらに，「これまでおこなっていた業務を俯瞰してみることができ，
『本当にこの業務が必要なのかな』と思うきっかけになった」というコメントも寄せられた．「設
問 3：業務システムの内製開発に関する設問」では，「業務内容がある程度わかっている方と一緒
に開発できるので，『こういう風にしたい』などを伝えやすい」など内製開発にメリットを感じて
いることを示すコメントが寄せられた．一方，「通常業務に加えてDXプロジェクトに取り組まな
くてはならず，その両立が大変だった」とのコメントも寄せられた．DXプロジェクトの業務シ
ステム内製開発の取り組みは，「デザイン思考」や「共創」に基づいた「DXプロジェクトチーム」
の活動に一定の有効性を確認できただけでなく，「データ駆動」によるDX推進にむけた新たな展
開や，大学の業務活動全体を俯瞰し，構造変革にむけた取り組みである「BMI」による業務改善
への期待もうかがえた．
情報技術を学ぶ学生（香川大学大学院工学研究科信頼性情報システム工学専攻，香川大学創造

工学部創造工学科情報システム・セキュリティコース）を中心に組織された「DXラボ」が参加し
た「DXプロジェクトチーム」による香川大学のDX推進は，「デザイン思考」や「共創」の実践
活動にも該当する．本研究では，「DXプロジェクトチーム」に参加している，「DXラボ」に所属
する学生 5名を対象にインタビュー調査を実施した．インタビュー調査は，「設問 1：『DXラボ』
に参加した感想を問う設問」，「設問 2：『DXプロジェクトチーム』に参加した感想を問う設問」，
「設問 3：香川大学のDXに対する意見やコメントを問う設問」の 3つの設問から構成された．「設
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問 1：『DXラボ』に参加した感想を問う設問」では，「『DX推進部門』の方と一緒に活動でき，シ
ステム開発の実践の場になった」，「『DXラボ』のメンバー間で技術を高めあうことができた」，
「要件抽出，要件定義を体験できた．デザイン思考やプロジェクトマネジメントについても知識と
しては知っていたが，実際にそれら知識を活用できる場となった」など，「DXラボ」や「DXプロ
ジェクトチーム」の活動が，授業で獲得した知識を実践する場として機能していることを示すコ
メントが寄せられた．「設問 2：『DXプロジェクトチーム』に参加した感想を問う設問」では，「職
員さんとの活動を通じて，ユーザが求めるシステムを開発するのは本当に難しいと思った」，「プ
ログラミングは問題なかったが，要件抽出や要件定義がうまくいかず的が外れたシステムを提案
してしまった」など，「DXプロジェクトチーム」での「共創」の実践活動を通じて新たな知識や
気づきを得ていることを示すコメントが寄せられた．「設問 3：香川大学のDXに対する意見やコ
メントを問う設問」では，複数の学生が「主体的に学ぶことができた」とコメントした．インタ
ビュー調査で寄せられたコメントから，「DXラボ」や「DXプロジェクトチーム」の活動は，自身
の技術者としての能力向上に貢献するだけでなく，知識として獲得していた「デザイン思考」や
「共創」の実践活動の場としても機能していることが明らかとなった．

4.1.5 本節のまとめ

本章では，香川大学におけるDXの取り組みとして，香川大学のDX推進戦略「デジタルONE

戦略」および，DX推進体制について述べた．また本研究では，「DX推進部門」，「DXラボ」，「DX

プロジェクトチーム」について述べるとともに，「DXラボ」が実施している業務システムの内製
開発の取り組み，「DXプロジェクトチーム」のDX推進活動についても述べた．
「DXプロジェクト」に参加した職員に実施したインタビュー調査で寄せられたコメントから，

「デザイン思考」や「共創」に基づいた「DXプロジェクトチーム」の活動に一定の有効性を確認
できただけでなく，「データ駆動」によるDX推進にむけた新たな展開や，大学の業務活動全体を
俯瞰し，構造変革にむけた取り組みである「BMI」による業務改善への期待もうかがえた．一方
で，通常業務に「DXプロジェクトチーム」の活動が付加される形となるため，職員の業務工数
の確保についての課題も明らかとなった．「DXプロジェクトチーム」の活動に関する業務工数を
確保すべく，人事・労務担当部署と検討をはじめている．「DXプロジェクトチーム」に参加した
「DXラボ」の学生に実施したインタビュー調査で寄せられたコメントから，「DXラボ」や「DX

プロジェクトチーム」の活動は，自身の技術者としての能力向上に貢献するだけでなく，知識と
して獲得していた「デザイン思考」や「共創」の実践活動の場としても機能していることが明ら
かとなった．
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4.2 アイデア創出と要件抽出の取り組み
4.2.1 本研究の目的

平成 30年に香川大学は創造工学部 [8]を設置した．香川大学創造工学部は，時代の変化を的確
に捉え，社会や人々のニーズにフィットしたイノベーションを創出する人材育成を目指し，「デザ
イン思考」[30]能力育成にむけた様々な教育プログラムを展開している．香川大学において「デ
ザイン思考」とは，「製品に対する審美力を持ち，ユーザが潜在的に求めている価値等を追求する
ことで得られた抽象的なアイデアから，実現可能なプランに落とし込み，全く新しい価値を生み
出す思考プロセス（手順）」と定義している．香川大学の提唱する「デザイン思考プロセス（図
1.1）」では，「1．ユーザ中心に物事を考え」，「2．チームメンバーやユーザとのコミュニケーショ
ンを重視」し，「3．試作，テスト，改善を繰り返す」とともに，「4．問題解決の方法は 1つではな
くてよい」を基本的な考え方としている．富士通株式会社や日本電気株式会社などの IT企業で
は，「デザイン思考」をデジタル・トランスフォーメーション（Digital Transformation:DX）[1]推
進に必要なスキルとして定義しており，「デザイン思考」に基づくDX推進の取り組みが日本国内
では広がりをみせている [58, 59]．香川大学も「デザイン思考」をDX推進に必要な思考法として
採用した．香川大学では，「デザイン思考プロセス」における「アイデア創出」から「具体化」を
実現する手段として，エンドユーザコンピューティング（End-User Computing:EUC）[5]で注目
されているMicrosoft Power Platform[37]を導入するとともに，それらを用いた業務システムの
内製開発に取り組んでいる．
日本情報システム・ユーザー協会が実施した企業 IT動向調査報告書 [60]の「システム開発の品
質に関する満足度の調査」において，500人月以上のシステム開発プロジェクトでは，2017年か
ら 2019年にかけて品質は改善（2017年 23.3%，2018年 23.8%，2019年 21.2%）傾向にあったが，
2020年度は 25.6%のプロジェクトが品質に不満があるとされ，多くのシステム開発プロジェクト
で，発注者側がシステムの品質に不満を持っていることが報告された．情報処理推進機構（IPA）
が公表した「つながる世界のソフトウェア品質ガイド」[32]には，JIS X 25010:2011を参照して
「利用時品質」と「製品品質」の 2つの品質モデルが明示されている．製品（システムやソフト
ウェア）自体の品質を指す「製品品質」とは別に，「有効性」，「効率性」，「満足性（実用性，快楽
性，快適性）」，「リスク回避性」，「利用状況網羅性」を指す「利用時品質」が定義され，システ
ムやソフトウェアの品質を高めるためには，「製品品質」だけでなく，「利用時品質」も含めて検討
することが求められている．ユーザエクスペリエンス（User Experience:UX）[3]は，「利用時品
質」を高める概念として注目されており，「ある製品やサービスを利用，消費したときに得られる
体験の総体」を指し，個別の機能や使いやすさのみならず，ユーザが真にやりたいことを楽しく，
心地よく実現できるかを重視した概念である．製品やサービスの企画段階からユーザの体験であ

∗4.2節は，学術情報処理研究に掲載された共著論文「香川大学における学内業務システム内製開発にむけたアイ
デア創出と要件抽出の取り組み」[57]を基にしている．
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るUXを意識したサービスやシステムをデザインしていく手法をUXデザイン（User Experience

Design:UXD）[61]とよぶ．香川大学における業務システムの内製開発でも，UXを意識したシス
テムとすべく，本研究では大学業務を実施するユーザである教職員を対象とした調査（本研究で
は，業務UX調査とよぶ）を実施した．業務UX調査は，「デザイン思考」に基づくDX推進にお
ける「問題定義」を促す仕組みにも該当する．本研究では，業務UX調査について述べる．
アイデアソン（Ideathon）は，アイデア（Idea）とマラソン（Marathon）をかけ合わせた造語
で，特定のテーマについて多様なメンバーが対話を通じてアイデアを出し合い，それをまとめて
いく形式のイベントであり，新しいサービスやイノベーションを創出する手法として注目されて
いる [62]．アイデアソンは，2000年前後あたりからアメリカの ICT企業で盛んにおこなわれる
ようになり，2010年前後から日本でも開催され始めた．現在では，企業だけでなく自治体や教育
機関などで幅広く実施されており，実際に創出されたアイデアからシステムやサービス，アプリ
ケーションを開発するハッカソン [63]も開催される．本研究では，新たな大学業務システム開発
にむけたアイデアの創出を目指した業務改善アイデアソンを実施した．業務改善アイデアソンは，
「デザイン思考」に基づくDX推進における「アイデア創出」を実現する手段に該当する．
本研究では，業務改善アイデアソンについて述べるとともにその結果（アイデアスケッチ，プ

レスリリース）について述べる．4.2.2項では，業務UX調査について述べるとともにその結果に
ついて述べる．4.2.3項では，業務改善アイデアソンについて述べるとともにその結果（アイデア
スケッチ，プレスリリース）について述べる．4.2.4項では，考察を述べる．4.2.5項では，まとめ
を述べる．本研究は，DX推進に取り組む多くの教育機関に共通する方策や考え方を提案すると
ともに，その取り組みから提案した方策や考え方の有効性を議論している．

4.2.2 業務UX調査について

本研究では，大学業務を実施するユーザである教職員を対象に，業務UX調査を実施した．業
務UX調査は，「デザイン思考」に基づくDX推進における「問題定義」を促す仕組みに該当する．
業務 UX調査は，2021年 4月 27日に実施された．本研究で実施した業務 UX調査は，ペルソナ
法 [61]，ジャーニーマップ [61]の作成，参加者へのインタビューから構成され，教員 2名，職員
8名（情報グループ 2名，学務グループ 1名，経理グループ 1名，研究協力グループ 1名，地域
連携推進グループ 1名，共創人材養成グループ 1名，教育学部学務係 1名）の計 10名が参加して
実施された．
ペルソナ法は，典型的なユーザパターンを導出し，ユーザを代表するモデルとして仮想の個人

を作る手法である．ペルソナ法は，関係者相互のユーザイメージやユーザパターンの共通理解を
促すことを目的に実施され，UXに基づいてシステムやサービスを開発する際に用いられる．ペ
ルソナ法は，異なるゴールを持つユーザタイプごとにペルソナを設定すべきとの考え方に基づい
ており，一般的に提案するシステムやサービスに対して複数のペルソナを設定し，最優先のペル
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図 4.4: 設定された 3種類のペルソナ

ソナのニーズを満たすことを目標にシステムやサービスが検討される．業務 UX調査では，3種
類のペルソナを設定した．図 4.4は，業務 UX調査で設定されたペルソナを示している．関係者
相互のユーザパターンの共通理解を促すことを目的に，趣味や特技，ペルソナの心情を表す一言
まで細かく定義し，より具体的なペルソナ像をイメージできるように配慮してペルソナを設定し
た．「ペルソナ 1」は，16年目の職員で，学務・学生系，総務・人事系，部局など一通りの経験を有
しており，学内にも多くの知り合いがいる職員を想定しており，今後管理職試験を受けてステッ
プアップを目指す，中間管理職的な位置づけの職員とした．「ペルソナ 2」は，8年目で大学全体
の理解ができてきた職員を想定しており，特定の技能を有する（英語）職員とした．「ペルソナ 3」
は，3年目の若手職員で，部局と総務系しか経験しておらず，部署ごとの文化の違いに戸惑って
いる職員を想定しており，様々な業務の中から自分自身の適性を見極めようとしている職員とし
た．ジャーニーマップは，人々と製品やサービスとの関わりを時間軸で表現したものであり，複
数のタッチポイント（ユーザとサービスの接点）をまたぐ体験の連続性に着目し，その過程で起
きるさまざまな出来事について，行動，感覚，認識，思考・感情などを明らかにする手法である．
ジャーニーマップは，複数のタッチポイントをまたいだ一連のユーザ体験の全体像を，プロセス

だけでなくユーザの行動や感情を含め視覚化することを目的として作成される．ジャーニーマッ
プを作成することで，時間軸の観点でユーザ体験を関係者間で共有できる．また，ユーザ体験の全
体像を示すことで，改善すべきポイントを考慮したユーザ体験の概要も検討できる．ジャーニー
マップにおける横軸のフェーズと縦軸の項目は，一般的にサービスやプロジェクトによって異な
り，実際のユーザ行動からフェーズを定義し，フェーズに伴う要素として，縦軸に必要な項目を
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図 4.5: 一日単位のジャーニーマップ

図 4.6: ジャーニーマップ（学生教員対応に関する課題）

設定する．業務UX調査では，「出勤前」や「学内会議」，「学生教員対応」などをフェーズとした
1日単位のジャーニーマップと，「学内業務」，特に職員が意識している年度初めの「予算措置」
や「科研費などの外部研究費獲得支援業務」，「年末調整業務」などをフェーズとした 1年単位の
ジャーニーマップの 2種類のジャーニーマップを作成した．それぞれの縦軸の項目は，「行動，思
考・感情，課題，解決策」とした．参加者には，各フェーズの「行動，思考・感情，課題，解決
策」についてその内容を付箋に記入してもらった．図 4.5は，1日単位のジャーニーマップを示し
ている．図 4.6は，「学生教員対応」フェーズの課題を示している．「学生教員対応」フェーズでは
課題として「学生に情報が伝わらない」，「学生はスマホなのにまだ紙である」，「利用者の視点で
窓口サービスがおこなわれていない」が課題として抽出された．
参加者へのインタビューは，参加者全員でジャーニーマップの各項目の内容を確認しつつ実施

された．図 4.7は，インタビューの様子を示している．インタビューでは，「行動，思考・感情，課
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図 4.7: インタビューの様子

表 4.2: 業務改善アイデアソンの内容
時間 内容
10:00-10:05 オープニング
10:05-10:15 自己紹介＆アイスブレイク
10:15-10:35 エモグラフィー
10:35-11:05 スピードストーミング
11:05-11:25 アイデアスケッチ
11:25-11:35 ハイライト
11:35-11:45 ベスト 5の発表
11:45:12:00 クロージング

題，解決策」について参加者間で議論・共有することを目的に実施され，インタビューを通じて，
付箋に記載された内容が共感できる内容であるかどうかなどが確認される．インタビューでは，
「残業時間が長い人が評価される文化がある」，「上司や先輩が残っていると，定時後でも帰りにく
い雰囲気がある」，「学内にスキルアップを促すような手段がない」という意見に多くの賛同が寄
せられ，「残業が本当に必要な業務以外では残業がおこなえない仕組みやシステムの構築」，「実績
に基づいて正しく評価をおこなう仕組みやシステム」や，「学内スキルアップ研修プログラムの構
築」などを求める意見があがった．

4.2.3 業務改善アイデアソンについて

業務改善アイデアソンは，2020年 8月 18日に香川大学情報メディアセンターにて開催され，教
員 1名，職員 8名（情報グループ 2名，学務グループ 1名，経理グループ 1名，研究協力グルー
プ 1名，地域連携推進グループ 1名，共創人材養成グループ 1名，教育学部学務係 1名），学生 2
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図 4.8: 作成されたエモグラフィー（一部抜粋）

名，計 11名が参加して実施された．業務改善アイデアソンのテーマは，「”地域に愛される”，”い
きいき働ける”香川大学を実現する」とした．業務改善アイデアソンでは，「ユーザ（教職員）の課
題が明確になっている」アイデアかつ，「課題の解決法が適切である」アイデアを，良いアイデア
であると定義した．業務改善アイデアソンでは，アイデアワークとして，宮川ら [56]が報告した
各手法，「エモグラフィー」，「スピードストーミング」[64]，「アイデアスケッチ」，「ハイライト」，
「ダーティプロトタイプ（プレスリリース作成）」を採用した．表 4.2は，業務改善アイデアソン
の内容を示している．
「エモグラフィー」は，エモーション（emotion／感情）とグラフィー（graphy／記法）を合
わせた造語で，感情を表現する記法である．図 4.8は，エモグラフィーで作成されたワークシート
を示している．左上の笑顔から想像される感情として，新しく建てられたオリーブスクエア（香
川大学内の学生スペース）の建物に対してポジティブな感情「オリーブスクエアの建物新しくて
ワクワクする！」を表している．また右下段の泣き顔から想像される感情として，点字ブロック
の上に障害物があることに対してネガティブな感情「バリアフリーとかいっているのに，点字ブ
ロックの上に障害物（植木）」を表している．「スピードストーミング」は，カリフォルニア大学
バークレー校で開発された手法で，異なる人同士がペアでディスカッション（ブレインストーミ
ング）することでアイデアを創出する手法である．業務改善アイデアソンでは，4分間のペアディ
スカッションを，ペアを変えながら 4回実施した．
「アイデアスケッチ」は，「スピードストーミング」で創出されたアイデアを絵で表現するワー
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図 4.9: 作成されたアイデアスケッチ
（Q＆A，事例集の共有）

図 4.10: 作成されたアイデアスケッチ
（電話の利用禁止）

クである．図 4.9，図 4.10は，「アイデアスケッチ」で用いたワークシートと，実際に参加者が作
成した「アイデアスケッチ」を示している．図 4.9の「アイデアスケッチ」は，業務系統ごとに
業務に関する知識が蓄積されてしまうので，大学全体で業務知識が蓄積共有されないという課題
に対するアイデアで，Wikipediaのように追加補足をおこなえるサイトを構築するアイデアを表
現している．図 4.10の「アイデアスケッチ」は，業務中に自身の業務の状況の如何に問わず電話
がかかってくることで，業務が中断され生産性が低下してしまう課題に対するアイデアで，電話
の利用を禁止するアイデアを表現している．
「ハイライト」は，参加者が「面白い」「実現したい」と感じた「アイデアスケッチ」の左上に
☆マークを記載するワークで，参加者相互で「アイデアスケッチ」の評価をおこなう．図 4.9の
左上に記載された☆マークは，参加者が記載した評価を示しており，5人の参加者がこの「アイ
デアスケッチ」を「面白い」「実現したい」と感じたことを意味している．
「ダーティープロトタイピング」は，アイデアに基づいて新サービスを創出し，簡易的なプロ
トタイプサービスの概要をまとめたワークシート（プレスリリース）を作成するワークである．
図 4.11，図 4.12は，作成されたプレスリリースを示している．図 4.11は，図 4.9の「アイデアス
ケッチ」をベースに，業務知識を蓄積・共有させるだけでなく，教職員間で相互に業務の困り事
を解決し，困っている人を互助会的に助ける仕組み（KadaBukuro）を提案している．図 4.9で表
現されたアイデアスケッチ以外でも，わからないことを教わるコーチングを求めるアイデア（図
4.13）なども作成された．KadaBukuroは，それらアイデアを組み合わせたものである．図 4.12

は，図 4.10の「アイデアスケッチ」をベースに，電話を用いた連絡ではなく，相手の状況を可視
化して事前にプロフィールを見ることで，連絡する際の課題を解決する仕組み（KadaTalk）を提
案している．電話については，電話を受ける側の課題が報告されたが，電話をかける側にも一定
のハードルがある（図 4.14）ことがアイデアスケッチからわかった．現在KadaBukuroについて
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図 4.11: ダーティプロトタイプ
（KadaBukuroプレスリリース）

図 4.12: ダーティプロトタイプ
（KadaTalkプレスリリース）

図 4.13: 作成されたアイデアスケッチ
（チュータ制度）

図 4.14: 作成されたアイデアスケッチ
（相手の状況を可視化）

は，Microsoft Teamsを用いて業務知識を共有する仕組みを構築し，実際に試行が開始されてい
る．KadaTalkについても，Microsoft Teamsのプロフィール欄の記載項目の追加や組織構造可視
化により，電話中心業務からビジネスチャットの利用を促す仕組みを構築し，実際に試行が開始
されている．

4.2.4 考察

業務UX調査では，「残業時間が長い人が評価される文化がある」，「上司や先輩が残っていると，
定時後でも帰りにくい雰囲気がある」，「学内にスキルアップを促すような手段がない」という意見
に多くの賛同が寄せられ，「残業が本当に必要な業務以外では残業がおこなえない仕組みやシステ
ムの構築」，「実績に基づいて正しく評価をおこなう仕組みやシステム」や，「学内スキルアップ研
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図 4.15: 勤務時間報告システム（出勤登録画面） 図 4.16: 残業申請システム（残業申請画面）

修プログラムの構築」などを求める意見があることがわかった．香川大学では，業務UX調査の
結果に基づいて，「勤務時間報告システム」と「残業申請システム」を開発した．図 4.15は「勤務
時間報告システム」，図 4.16は「残業申請システム」の残業申請画面，図 4.17は「残業申請シス
テム」の勤務管理者の決裁画面を示している．「勤務時間報告システム」は，チャットボットをベー
スに開発され，出勤，退勤などのキーワードを入力することで出勤時間と退勤時間を報告するこ
とができる．また「勤務時間報告システム」と「残業申請システム」は連携しており，「勤務時間
報告システム」は，終業時間になると退勤するか残業するかどうかを問う質問を自動的に投げか
けるとともに，残業が必要な場合は「残業申請システム」で勤務管理者の決裁を仰ぐことで，残
業が本当に必要な業務以外では残業がおこなえない仕組みを実現した．現在一部部署での評価実
験をおこなっており，2021年度中に全学で運用する方向で検討をすすめている．他にも業務UX

調査の結果に基づいて，「人事評価可視化ダッシュボード」，「学内DX推進人材育成プログラム」な
どについても検討をおこなっている．業務改善アイデアソンでは，業務知識を蓄積・共有させる
だけでなく，教職員間で相互に業務の困り事を解決し，困っている人を互助会的に助ける仕組み
（KadaBukuro）や，相手の状況を可視化して事前にプロフィールを見ることで，連絡する際の課
題を解決する仕組み（KadaTalk）が提案された．KadaTalkについては，Microsoft Teamsのプ
ロフィール欄の記載項目の追加や組織構造可視化により，電話中心業務からビジネスチャットの
利用を促す仕組みを構築し，実際に試行が開始されている．図 4.18は，Microsoft Teamsのプロ
フィール欄を示している．香川大学では，ビジネスチャットの利用を奨励しており，2021年 7月
は 33,861件のチャットメッセージの送信が報告されるなどビジネスチャットの利用がすすんでい
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図 4.17: 残業申請システム
（勤務管理者決裁画面） 図 4.18: Microsoft Teamsのプロフィール欄

る．本研究で実施した業務UX調査は，ペルソナ法，ジャーニーマップ作成，インタビューなど
一般的に用いられる手法から構成されているため，事務系や教育系など特定のドメインを対象と
せず，他の教育機関においても適用可能である．業務改善アイデアソンも，エモグラフィー，ス
ピードストーミング，アイデアスケッチなど一般的に用いられるアイデアワークから構成されて
いるため，業務改善のみならず教育などにも適用可能であり，業務UX調査と同じく他の教育機
関でも適用可能である．

4.2.5 本節のまとめ

本節では，アイデア創出と要件抽出の取り組みとして，香川大学で実施した業務UX調査とそ
の結果について述べるとともに，業務改善アイデアソンについて述べた．業務UX調査では，「残
業時間が長い人が評価される文化がある」，「上司や先輩が残っていると，定時後でも帰りにくい
雰囲気がある」，「学内にスキルアップを促すような手段がない」という意見に多くの賛同が寄せ
られ，「残業が本当に必要な業務以外では残業がおこなえない仕組みやシステムの構築」，「実績に
基づいて正しく評価をおこなう仕組みやシステム」や，「学内スキルアップ研修プログラムの構築」
などを求める意見があることがわかった．業務UX調査の結果に基づいて，「勤務時間報告システ
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ム」と「残業申請システム」を開発した．業務改善アイデアソンでは，KadaBukuroとKadaTalk

の二つのアイデアが創出された．いずれのアイデアもMicrosoft Teamsを用いて業務知識を共有
する仕組み，電話中心の業務からビジネスチャットの利用を促す仕組みを構築し，実際に試行が
開始されている．業務 UX調査の結果は，「『香川大学型業務システム内製モデル』による『出退
勤記録システム』の開発」（4.3節），および「『休暇申請システム』の開発」（4.4節）へと発展
し，業務改善アイデアソンの結果は，「科研費申請問い合わせチャットボットの内製開発とその効
果」[65]に発展している．

信頼性情報システム工学専攻



第 4 章 内製モデルに基づく開発事例 51

4.3 「香川大学型業務システム内製モデル」による「出退勤記録システ
ム」の開発

4.3.1 本研究の目的

With/After COVID-19の世界的な社会構造変化に対応するデジタル・トランスフォーメーショ
ン（Digital Transformation:DX）が求められている．平成 30年に経済産業省がまとめたDXに関
するレポート「DXレポート～ITシステム『2025年の崖』克服とDXの本格的な展開～」[66]は，
「DXを本格的に展開するため，DXの基盤となる，変化に追従できる ITシステムとすべく，既存
の情報システムの刷新が必要である」と述べている．特に，情報システムの開発において，ユー
ザ企業側には「ベンダ企業に要件定義を丸投げ」，「要件定義が不明瞭なまま開発を始める」など
の課題があり，「『アジャイル開発』など新しい開発手法への転換が必要」との指摘がなされた．
2018年に設置された香川大学創造工学部では，時代の変化を捉え，社会や人々のニーズにフィッ

トしたイノベーションを創出する人材育成を目指し，「デザイン思考」能力育成にむけた様々な教
育プログラムを展開している [8]．香川大学の提唱する「デザイン思考（図 1.1）」は，「1．ユーザ
中心に物事を考え」，「2．チームメンバーやユーザとのコミュニケーションを重視」し，「3．試作，
テスト，改善を繰り返す」とともに，「4．問題解決の方法は 1つではなくてよい」を基本的な考え
方とし，「共感」，「問題定義」，「アイデア創出」，「具体化」，「検証」の 5つの段階から構成される．
一般社団法人情報サービス産業協会要求工学実践部会は，DXを現場で推進するための指針となる
ガイドラインの策定を目指し，実践の場で得られた経験や技術を整理し体系化すべく，「デジタル
トランスフォーメーション（DX）の現状と動向」[48]を発表した．「デジタルトランスフォーメー
ション（DX）の現状と動向」では，「デザイン思考」は「共創」[49]，「データ駆動」[50]，「Business

Model Innovation（BMI）」[51]と並んで「DXの実現技術」の 1つに位置づけられた．
「リーン・スタートアップ（lean startup）」[9]は，不確実性の高い状況で事業を創出するための
方法論として提案された．「リーン・スタートアップ」では，実用最小限の製品（Minimum Viable

Product:MVP）[67]を開発する．仮説に基づいてMVPをユーザに提供し，「構築（Build）-計測
（Measure）-学習（Learn）」のサイクルを経て，ユーザとの共創による「検証」から価値を定義
する．「デザイン思考」は「人間中心」の価値提供を実現するのに対し，「リーン・スタートアップ」
は仮説に基づいた事業性の検証に重きを置いている．
香川大学は，「人間中心（大学のユーザである教員や職員，学生）」の価値の実現を目指す「仮

説」を定義するだけでなく，「仮説」をユーザ（教員，職員，学生）と共創で「検証」することを
目指し，「デザイン思考」と「リーン・スタートアップ」を組み合わせたモデル（以降，香川大学
型業務システム内製モデル）を提案するとともに，同モデルに基づく業務システムの内製に取り
組んでいる．本論文では，香川大学型業務システム内製モデルと同モデルに基づく業務システム
の内製について述べる．
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また本研究で提案する香川大学型業務システム内製モデルは，アジャイル開発のイテレーティ
ブモデル [31]をベースとしており，運用を踏まえ段階的に開発がすすめられる．アジャイル開発
のイテレーティブモデルは，システムの製品品質 [32]を高めることを主たる目的としているが，
本研究で提案する香川大学型業務システム内製モデルは，ユーザに提供する価値を実現する「仮
説」を定義するとともに，「仮説」をユーザ（教員，職員，学生）自身が共創により「具体化」と
運用による「検証」を繰り返してシステムを開発している点で，製品品質を高めるアジャイル開
発のイテレーティブモデルとは狙いが異なる．「デザイン思考」など仮説を定義する手法はいくつ
か提案されているが，本研究では「仮説」を定義する手法は特定の手法に限定しないこととした．
4.3.2項では，関連研究と関連技術について述べる．4.3.3項では，香川大学型業務システム内

製モデルについて述べる．4.3.4項では，香川大学におけるDX推進体制と，DX推進事例となる
香川大学型業務システム内製モデルで開発された「出退勤記録システム」について述べる．4.3.5

項では，考察を述べる．4.3.6項では，まとめを述べる．

4.3.2 関連研究と関連技術

中所 [33]は，変化が激しい時代では業務知識を有するエンドユーザ（本研究ではユーザと定義）
が主導でシステムやソフトウェアを開発し，その保守についてもユーザ主導でおこなうことが重
要であると述べている．中所は，ユーザ自身が自ら必要とするシステムやソフトウェアを開発す
るために 3段階のアプローチ（「ビジネスレベル」，「サービスレベル」，「ソフトウェアレベル」）を
提案した．中所が提案した 3段階のアプローチは，「ビジネスレベル」，「サービスレベル」，「ソフ
トウェアレベル」と段階的に詳細化するアプローチである．図 4.19は，中所が提案したユーザ主
導型開発のアプローチを示している．「ビジネスレベル」では，業務知識を有するユーザがビジネ
スモデルを作成する．「サービスレベル」で，「ビジネスモデル」に基づいたドメインモデルを作成
し，作成されたドメインモデルから「ソフトウェアレベル」において必要なソフトウェアを開発
する．中所は，「ビジネスレベルとサービスレベルの間には意味的なギャップが生まれる．意味的
ギャップを補完する技術として『ドメイン知識補完技術』がある」と述べている．加藤ら [34]は，
THEOREEと名づけた要求獲得方法を提案した．加藤が提案した手法はドメイン知識をシソーラ
スによって体系化し，ドメイン知識を十分に持たない分析者に対して体系化したシソーラスを提
供することにより要求分析の効率化を支援している．加藤の研究は「ドメイン知識補完技術」に
該当する．「ソフトウェアレベル」では，コンポーネント等を活用してシステムやサービスを開発
する．また中所は，「サービスレベルとソフトウェアレベルの間にも粒度的なギャップが生まれる．
粒度的ギャップを補完する技術として『ビジネスオブジェクト』[35]，『デザインパターン』[22]，
『フレームワーク』[36]があり，プログラムの記述粒度を小さくするとプログラム言語に近い表現
ができるため適用範囲は大きくなるが，粒度を大きくして業務に近い表現を取るとユーザが利用
しやすくなるが適用範囲が限定される」と述べている．
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図 4.19: 中所 [33]が提案したユーザ主導型開発のアプローチ

情報通信技術の発展により，高度なプログラミング知識がなくてもシステムやソフトウェアが開
発できる「ローコード，ノーコードツール」[6]によるエンドユーザコンピューティング（End-User

Computing:EUC）[5]が注目されている．「ローコード，ノーコードツール」はシステムやソフト
ウェアの開発に対して「ニーズの曖昧さ」，「短期間で変化する要求」に対応するための手段とし
て，DX推進での活用も紹介されている [6]．また「ローコード，ノーコードツール」による開発
は，開発工数を大幅に削減し，MVPの「検証」までの時間短縮が見込めることから，要件と成果
物の粒度的ギャップが生じにくく，MVPを特定したシステムやソフトウェアの開発に有効である
との報告 [7]も存在する．

4.3.3 香川大学型業務システム内製モデル

図 4.20は，本論文で提案する香川大学型業務システム内製モデルを示している．中所は，ユー
ザ自身が自ら必要とするシステムやソフトウェアを開発するためには業務知識が重要であること
を示し，3段階（「ビジネスレベル」，「サービスレベル」，「ソフトウェアレベル」）を段階的に詳
細化するアプローチを提案した．香川大学では，中所らが提案した 3段階のアプローチをベース
に，「ローコード，ノーコードツール」などを活用することで「サービスレベル」を「ソフトウェ
アレベル」に統合させ，「人間中心」の価値の実現に対する「仮説」の定義やMVPの「検証」を
重視するために，開発したシステムやソフトウェアを「評価」する「検証レベル」を設けた 3段
階のアプローチ（「ビジネスレベル」，「ソフトウェアレベル」，「検証レベル」）を定義する．この
アプローチをイテレーティブに複数回繰り返すことで，ユーザ自身が自ら必要とするシステムや
ソフトウェアを開発する．本研究では，「サービスレベル」と「ソフトウェアレベル」を統合させ
るために「ローコード，ノーコードツール」を用いたが，「サービスレベル」と「ソフトウェアレ
ベル」で粒度的ギャップを生じさせることなくソフトウェアを開発できる体制が構築できている
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図 4.20: 香川大学型業務システム内製モデル

場合は，「ローコード，ノーコードツール」を必ずしも用いる必要なない．
香川大学型業務システム内製モデルでは，「ビジネスレベル」で業務定義をおこなう．「ビジネス

レベル」では，業務知識を有するユーザ（教員，職員，学生）との共創により，業務システムに
対する「仮説」を定義し，MVPを特定する．「ソフトウェアレベル」では，業務定義に基づいて
システムやソフトウェアを開発する．「ソフトウェアレベル」は，「ビジネスレベル」で定義された
「仮説」に基づき，「ローコード，ノーコードツール」などを活用してMVPを開発する．開発され
たシステムやソフトウェアは，「検証レベル」で評価される．「検証レベル」では，「ビジネスレベ
ル」で定義された業務定義に基づいてシステムやソフトウェアの製品品質の評価だけでなく，「ビ
ジネスレベル」で定義されたユーザ価値に対する「仮説」やMVPの妥当性も評価される．「検証
レベル」では，開発継続についても審議される．「検証レベル」で開発継続の判断がなされた場合，
「ビジネスレベル」で業務定義の修正や追加などの見直しがなされ，見直された業務定義に基づ
いて「ソフトウェアレベル」において改善されたシステムやソフトウェアを開発する．「検証レベ
ル」で，開発終了の判断がなされた場合は開発が終了される．本論文で提案する香川大学型業務
システム内製モデルでは，システムやソフトウェア開発を通じて別のシステム開発のニーズや新
たな業務課題が顕在化される可能性がある．システム開発終了後は，顕在化されたニーズや業務
課題に基づいて，必要に応じて派生開発等の新しい開発プロジェクトが立ち上げられる．本研究
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では，「ビジネスモデル」での業務定義の手法や，「ソフトウェアレベル」での業務モデルの生成方
法，「検証レベル」での評価方法については取り扱わない．本研究では，対象となる業務や開発さ
れるシステムやソフトウェアなどに応じて，必要な手法を選択する方法を採用する．

4.3.4 「出退勤記録システム」の開発

香川大学は，提案モデルに基づいた業務システムの内製に取り組んでいる．本項では，提案モ
デルに基づく開発実践について述べる．
香川大学では，デジタル技術の積極的な活用を目指し，IT部門である情報メディアセンターに，

DX推進組織である「DX推進部門」を 2021年 5月に設置した．また香川大学情報メディアセン
ターは，DX推進人材で構成される「DXラボ」と「DXプロジェクトチーム」も設置した．「DX

ラボ」は，情報技術を学ぶ香川大学の学生を中心に構成され，香川大学のDX推進に資する業務
システムの内製に取り組んでいる．「DXプロジェクトチーム」は，「DX推進部門」，「DXラボ」と
事業部門の「共創」によりDXを推進するプロジェクトチームである．「DXプロジェクトチーム」
では，「業務UX調査」や「業務改善アイデアソン」[57]などを通じて「仮説」を定義するととも
に，MVPを特定する．「DXラボ」は，特定されたMVPに基づいてシステムを内製する．内製さ
れた業務システムは，実証実験で有効性が評価される．
香川大学で勤務する職員は，毎月末に出勤時間等報告書を作成し，それを人事労務部門に提出

することが求められている．それぞれの部署には職員毎に紙形式の出勤時間等報告書が用意され，
毎日手書きにて出勤時間と退勤時間をそれに記入する．新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
拡大の影響により実施された入講制限措置に伴うリモートワークでは，Microsoft Excelで作成さ
れた出退勤時間等報告書を各自で保管し，それに出勤時間と退勤時間を各自で入力するとともに，
月末にそれを人事労務部門にメールで送付する方式の運用がなされた．出勤時間等報告書作成に
ついては，多くの職員が月末にまとめてそれを作成しており，人事労務部門からも「正確な出勤
時間と退勤時間を記録する仕組みが必要」との指摘がなされていた．DXプロジェクト「人事労
務DX」は，事業部門である人事労務担当職員と情報メディアセンターの「DX推進部門」，「DX

ラボ」のメンバーから構成され，「出退勤記録システム」は，DXプロジェクト「人事労務DX」の
メンバーにより，香川大学型業務システム内製モデルに基づいて開発がおこなわれた．
「出退勤記録システム」では，「ビジネスレベル（1回目）」において業務定義としてワークフ

ロー図を作成した．本研究では，ワークフロー図はMicrosoft　 Power　Automateのフローの
表記法に従って作成された．「ソフトウェアレベル（1回目）」では，ワークフロー図に基づいてシ
ステム「出退勤記録システム v0.1」が開発された．「出退勤記録システム v0.1」は，チャットボッ
トへのメッセージによって「出勤」，「退勤」時間を報告し，その時間をMicrosoft SharePointで
実装されたDBに格納するシステムである．図 4.21は，チャットボットによる出勤，退勤時間の
報告画面，図 4.22は，出退勤時間報告データ一覧を示している．「検証レベル（1回目）」で，開
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図 4.21: 出退勤時間報告画面

発した「出退勤記録システム v0.1」が評価された．「検証レベル（1回目）」での評価で，特定の部
署（香川大学情報部）での実運用化が決定された．また「1日に重複して出勤を登録できないよ
うにしてほしい」，「退勤時間については，重複して登録できるようにしてほしい」，「残業申請に
ついても対応可能なシステムとしてほしい」との要件も新たに追加された．
「ビジネスレベル（2回目）」において業務定義を見直しワークフロー図を修正するとともに，「ソ
フトウェアレベル（2回目）」でワークフロー図に基づいてシステム「出退勤記録システム v0.2」
が開発された．「出退勤記録システム v0.2」は，「出勤時重複登録排除機能（出勤時は，同日の登録
状況を確認し，重複して記録する場合はその旨を返答する機能）」，「退勤時重複登録機能（退勤時
は，2回目以降の登録でも更新して登録する機能）」，「残業申請機能（『残業』メッセージを入力
すると，残業申請画面の URLを通知する機能」を追加実装するとともに，新たに「残業申請シ
ステム」がサブシステムとして開発された．「残業申請システム」は，残業申請を受け付け，申請
に基づいて勤務時間管理者の決裁を仰ぎ，その結果をMicrosoft SharePointで実装されたDBに
格納するとともに，申請者にその結果をメールで通知するシステムである．図 4.23は残業申請シ
ステムの画面，図 4.24は残業申請システムの勤務時間管理者の決裁メール，図 4.25は残業時間
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図 4.22: 出退勤時間報告データ一覧

申請データ一覧を示している．「検証レベル（2回目）」での評価で，追加機能についても香川大学
情報部で実際に運用されることが決定された．また，香川大学全学での利用にむけて，「休暇につ
いても申請できるようにしてほしい」という要件が追加された．
「ビジネスレベル（3回目）」において業務定義を見直しワークフロー図を修正するとともに，「ソ
フトウェアレベル（3回目）」でワークフロー図に基づいてシステム「出退勤記録システム v0.3」
が開発された．「出退勤記録システム v0.3」は，「休暇申請機能（『休暇』メッセージが送信される
と，休暇申請画面のURLを通知する機能）」を追加実装するとともに，新たに「休暇申請システ
ム」がサブシステムとして開発された．「休暇申請システム」は，休暇申請を受け付け，申請に基
づいて勤務時間管理者の決裁を仰ぎ，その結果をMicrosoft SharePointで実装されたDBに格納
するとともに，申請者にその結果をメールで通知するシステムである．また「休暇申請システム」
には，職員の休暇日を共有カレンダに表示する「休暇日共有カレンダ通知機能」も実装された．図
4.26は休暇申請システムの画面，図 4.27は休暇数管理データ一覧，図 4.28は休暇申請データ一
覧を示している．2021年 10月 29日現在，香川大学では「出退勤記録システム v0.3」が稼働して
いる．香川大学では，働き方改革を推進すべく，定時退社を促す仕組みや，休暇取得を促す仕組
みの導入が求められている．DXプロジェクト「人事労務DX」のメンバーからは，それらを促す
システムの開発を期待する要望が寄せられている．
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図 4.23: 残業申請システム 図 4.24: 決裁者の決裁メール

図 4.25: 残業時間登録データ一覧
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図 4.26: 休暇申請システム

図 4.27: 休暇数管理データ一覧
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図 4.28: 休暇申請データ一覧
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4.3.5 考察

本研究では，香川大学型業務システム内製モデルに基づいて業務システムを内製した大学職員
4名を対象にインタビュー調査を実施した．インタビュー調査は，「設問 1：本研究で提案した 3段
階アプローチの『ビジネスレベル』から『ソフトウェアレベル』への意味的なギャップがあった
かどうかとその理由を問う設問」，「設問 2：本研究で提案した 3段階アプローチの『ソフトウェ
アレベル』における粒度的ギャップがあったかどうかとその理由を問う設問」，「設問 3：本研究で
提案した香川大学型業務システム内製モデルに基づいた業務システムの内製の感想を問う設問」，
「設問 4：香川大学型業務システム内製モデルにおける『デザイン思考』や『共創』による業務シ
ステム内製の取り組みの感想を問う設問」，「設問以外の感想を問う設問」から構成された．
「設問 1：本研究で提案した 3段階アプローチの『ビジネスレベル』から『ソフトウェアレベ

ル』への意味的なギャップがあったかどうかを問う設問」では，4人全員が「なかった」と回答し
た．理由については，「業務内容がわかっている（業務知識がある）人たちでフローを作るので，
意味的なギャップは生じなかった」とのコメントが寄せられた．「設問 2：本研究で提案した 3段
階アプローチの『ソフトウェアレベル』における粒度的ギャップがあったかどうかとその理由を
問う設問」でも，4人全員が「なかった」と回答した．その理由として，「『ソフトウェアレベル』
ではフローがそのままシステムになるので，粒度的なギャップは感じなかった」とのコメントが
寄せられた．「設問 3：本研究で提案した香川大学型業務システム内製モデルに基づいた業務シス
テムの内製の感想を問う設問」では，「これまではベンダに発注しなくてはシステムが導入できな
かったが，スピード感をもってシステムが導入できた」や「自分たちが本当に必要だと思うシス
テムが導入できた」などのコメントが寄せられたが，「システムの規模が大きくなるとユーザ主導
では開発できないと思った」など内製の課題に関するコメントも寄せられた．「設問 4：香川大学型
業務システム内製モデルに基づく業務システム内製の取り組みへの感想を問う設問」では，「具体
的な課題を共有しやすくやりやすかった」など取り組みを評価するコメントが寄せられたが，「事
業部門（対象となる業務を実施している部門）のやる気如何で，結果に差が出てしまった」など
の課題も報告された．また「設問以外の感想を問う設問」では，「システムから得られるデータが
有用であると感じた」，「データに基づいてシステムを改良しようと思った」，「自分の業務を俯瞰
してみることができ，『本当にこの業務が必要なのかな』と思うきっかけとなった」などのコメン
トも寄せられた．インタビュー調査から，提案した香川大学型業務システム内製モデルが意味的
ギャップや粒度的ギャップの解消に貢献するとともに，「デザイン思考」や「リーン・スタートアッ
プ」に基づいて業務システムが内製されている実態が明らかとなった．
DevOpsは，開発（Development）と運用 （Operations）を組み合わせた混成語であり，開発
者と運用者が連携する開発手法を意味する [68]．香川大学型業務システム内製モデルは，ユーザ企
業である大学内の開発担当者と同じく大学内の運用担当者が連携してスピーディーにシステムを
開発し，それを運用を通じて検証している点と，運用データに基づいて追加開発などをおこなっ
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ている点で，大学におけるDevOpsの実践にも該当する．

4.3.6 本節のまとめ

本節では，「人間中心」の価値の実現を目指す「仮説」を定義し，定義された「仮説」をユーザ
との共創で「検証」しながら業務システムを内製するモデル「香川大学型業務システム内製モデ
ル」と，同モデルに基づき内製された「出退勤記録システム」について述べた．同モデルは，「ロー
コード，ノーコードツール」を用いた EUCによる業務システムの内製を主たる対象とし，「ビジ
ネスレベル」，「ソフトウェアレベル」，「検証レベル」の 3段階アプローチを経て，実用最小限の製
品要件を明らかにする．香川大学型業務システム内製モデルは，モデルに基づいた「出退勤記録
システム」の内製から，DX推進に取り組むユーザ企業側の「ベンダ企業に要件定義を丸投げ」，
「要件定義が不明瞭なまま開発を始める」などの課題を解決できる可能性が示された．
ユーザ主導による開発では，一般的に意味的ギャップや粒度的ギャップが生じる可能性が指摘さ

れていた．本研究では，香川大学型業務システム内製モデルにより開発された「出退勤記録シス
テム」や，同モデルに基づいて業務システムを内製した大学職員に対するインタビュー調査の結
果から，意味的ギャップや粒度的ギャップの低減に対しても一定の有効性を確認できた．
香川大学型業務システム内製モデルは，「デザイン思考」と「リーン・スタートアップ」などを

組み合わせることで，情報部門と事業部門の「共創」により「人間中心」の価値の実現に対する
「仮説」やMVPを特定し，MVPに基づいて業務システムを内製する．業務システムを内製した
大学職員に対するインタビュー調査で寄せられたコメントから，「デザイン思考」や「リーン・ス
タートアップ」に基づいて業務システムが内製されていることがわかった．
業務システムを内製した大学職員に対するインタビュー調査では，「ユーザ主導で開発できるも

のと，できないものの判断が難しい」とのコメントが寄せられた．香川大学型業務システム内製
モデルに基づいて開発に着手した開発プロジェクトの中には，「検証レベル」でユーザ主導では開
発できないと判断し，プロジェクトを終了させたものも存在する．ユーザ主導で開発できる範囲
を規定するとともに，その判断を支援する仕組みについても現在検討をおこなっている．ユーザ
主導による業務システム内製を広く展開するために，業務システムの内製に必要となるスキルを
獲得するだけでなく，自身のDX推進の機運を高めることも目指した「業務システム内製開発ハ
ンズオン」（5.1節）の取り組みも実施している．
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4.4 「休暇申請システム」の開発
4.4.1 本研究の目的

日本は，「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」，「育児や介護との両立など，働く方のニーズ
の多様化」などの状況に直面しており，「投資やイノベーションによる生産性向上」とともに，「就
業機会の拡大や意欲・能力を存分に発揮できる環境を作ること」が重要な課題となっている．「働
き方改革」は，この課題の解決のため，働く方の置かれた個々の事情に応じ，多様な働き方を選
択できる社会を実現し，働く方一人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすることを目指
している [70]．2019年 4月に「働き方改革」の一環として「労働基準法」が一部改正され，年 5

日の年次有給休暇の取得義務化など，労働環境の改善に向けた様々な取り組みの実施が使用者に
は求められた [71]．
香川大学では，教員の休暇状況については部局の庶務担当が紙の休暇簿を用いてそれを管理し

ていた．また休暇の申請については，教員からの申請に基づいて部局の庶務担当が決裁書類を作
成し，勤務時間管理者である部局長の押印の決裁を経て本人にはその結果を通知するとともに，
休暇簿を更新する運用となっていた．教員が自身の残り休暇日数を確認するためには，部局の庶
務担当への照会が必要なことに加え，休暇申請処理の事務工数の多さなどから，教員の一部には
「休暇を申請すると担当職員に迷惑がかかる」といった間違った理解を与えてしまっているケース
も報告されており，適切に休暇を取得させる仕組みが構築できていなかった．香川大学でも，2019

年に改正された「労働基準法」に併せて全ての教職員が年 5日の年次有給休暇を取得すべく，メー
ルでの通知や対面会議の機会等で働きかけを実施してきたが，それら通知や働きかけの業務工数
負荷が高いことに加え，「働き方改革」の目指す「就業機会の拡大や意欲・能力を存分に発揮でき
る環境を作ること」を目指し，主体的に休暇を取得させる仕組みは構築できず，ただ「法律を守
る」運用しか実施することできなかった．
香川大学は，DXを推進すべくDX推進戦略「デジタルONE戦略」を策定した [46]．香川大学

情報メディアセンターは，DX推進戦略「デジタルONE戦略」の実現にむけて「DX推進部門」
を組織した．また同メディアセンターは，「DXラボ」も組織した [42]．「DXラボ」は，情報技術
を学ぶ香川大学の学生を中心に構成され，「ローコード，ノーコードツール」[6]として注目されて
いるMicrosoft Power Platform[37]を導入し，香川大学のDX推進に資する業務システムの内製
に取り組んでいる．「ローコード，ノーコードツール」は，システム開発に対して「ニーズの曖昧
さ」，「短期間で変化する要求」に対応するための手段として，DX推進での活用も広がっている
[6]．「ローコード，ノーコードツール」による開発は，開発工数を大幅に削減し，MVPの「検証」
までの時間短縮が見込めることから，要件と成果物の粒度的ギャップが生じにくく，MVPを特定
したシステムやソフトウェアの開発に有効であるとの報告 [7]も存在する．

∗4.4節は，学術情報処理研究に掲載予定の同著者による「休暇の主体的な取得を促す休暇申請システムの内製開
発とその効果」[69]を基にしている．
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図 4.29: 休暇申請システムのユースケース図

香川大学は，休暇の主体的な取得を促す休暇申請システムをMicrosoft Power Platformを用い
て内製した．香川大学が開発した休暇申請システムは，これまで部局の庶務担当がおこなってい
た休暇申請に伴う決裁書類の作成などの事務作業を自動化する機能（休暇申請機能），申請した
休暇を取り消す機能（休暇取り消し機能），毎月 1日に現在の休暇申請状況を通知するメールを
教員に自動通知する機能（休暇取得状況通知機能），勤務時間管理者に対して使用者の休暇取得
状況を表示する機能（休暇取得状況表示機能）を有している．
本節では，休暇申請システムについて述べるとともに，休暇申請システムの開発や実運用で得

られたデータから，システムを内製すること，ならびに開発した休暇申請システムについてその
有効性を考察する．4.4.2項では，休暇申請システムの内製について述べる．4.4.3項では，考察
について述べる．4.4.4項では，まとめを述べる．

4.4.2 休暇申請システムの内製

本項では，休暇申請システムの内製について述べる．図 4.29は，休暇申請システムのユース
ケース図を示している．休暇申請システムは，教員や庶務担当が利用する「休暇申請機能」，教員
が利用する「休暇取り消し機能」，「休暇取得状況通知機能」，勤務時間管理者が利用する「休暇取
得状況表示機能」を有している．図 4.30は，休暇申請システムの概要図である．休暇申請システ
ムは，Microsoft Forms，Microsoft SharePoint，およびMicrosoft Outlookから構成され，各々
のサービスはMicrosoft Power Automateを用いて連携される．休暇に関する情報は，Microsoft

SharePointで実装されたデータベースに格納されている．図 4.31は，Microsoft SharePointで実
装された休暇データベースを示している．香川太郎は，前年度繰越の有給休暇が 17日間，本年
度の有給休暇が 20日間，本年度は 3日の有給休暇を申請しており，34日の有給休暇が残ってい
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図 4.30: 休暇申請システムの概要図

図 4.31: 休暇データベース

ることがわかる．また香川大学は有給休暇とは別に 3日の夏季休暇の取得も義務付けられている
が，夏季休暇が 0日であることから香川太郎はまだ 1日も夏季休暇を申請していないことがわか
る．香川大学では，有給休暇や，夏季休暇などの特別休暇に加え，病気休暇や職務従事義務免除
（人間ドック，健康診断）等での休暇も規定の範囲で認められている．休暇申請システムはそれら
休暇についての申請も受け付けることができる．
休暇申請機能は，これまで部局の庶務担当がおこなっていた休暇申請に伴う決裁書類の作成な

どの作業を自動化する機能である．休暇申請機能は，Microsoft Formsと，Microsoft SharePoint

に加え，Microsoft Outlookを連携させて開発された．図 4.32は，Microsoft Formsで実装された
休暇申請機能の休暇申請画面を示している．休暇申請画面では，氏名と休暇の種類，休暇日，決
裁担当者への連絡事項を記載する自由記述欄から構成される．休暇申請画面から申請された休暇
申請は，部局の庶務担当にメールで通知される．図 4.33は，部局の庶務担当に通知された部局庶
務担当確認メールを示している．部局の庶務担当は，申請内容に問題がないかどうかを確認する．
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図 4.32: 休暇申請機能の休暇申請画面 図 4.33: 部局庶務担当確認メール

記載内容に不備があるなど問題がある場合は，申請者に再申請を促すこともできる．図 4.34は，
庶務担当者の申請内容の確認を経て，勤務時間管理者に送られた休暇申請決裁メールを示してい
る．勤務時間管理者は，申請内容に基づいて休暇申請について決裁をおこなう．図 4.35は，勤務
時間管理者の決裁に基づいて，申請者に通知された休暇申請結果通知メールを示しており，通知
内容に加え残年次有給休暇数も併せて通知される．
休暇取り消し機能は，申請した休暇を取り消す機能である．図 4.35に記載された申請受付番号に
基づいて申請が取り消される．休暇取り消し機能は，Microsoft Formsと，Microsoft SharePoint

を連携させて開発された．図 4.36は，Microsoft Formsで実装された休暇取り消し機能の休暇取
り消し画面を示している．休暇取り消し画面では，申請受付番号を入力することで，申請した休
暇申請が取り消され，休暇データベースの内容が更新される．
休暇取得状況通知機能は，毎月 1日に現在の休暇申請状況を通知するメールを教員に自動通知

する機能である．休暇取得状況通知機能は，ゲーミフィケーション [72]に基づいて開発された．
ゲーミフィケーションとは，ゲームデザインやゲームの原則をゲーム以外に応用する活動を指す．
タスクの進行状況を示すプログレスバーは，ユーザに目標要素を提示し，目標要素に対する進行
状況を可視化することで，タスク進行を促す仕組みであり，ゲーミフィケーションの応用例の 1

つである．休暇取得状況通知機能は，ユーザに目標要素である残休暇数を提示し，目標要素に対
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図 4.34: 勤務時間管理者に送られた休暇申請
決裁メール

図 4.35: 申請者に通知された休暇申請結果通
知メール

する進行状況（自身の休暇取得数）を可視化することで，タスクとなる休暇の取得を促す仕組み
を提供している点で，ゲーミフィケーションを応用した機能である．休暇取得状況通知機能は，
Microsoft SharePointと，Microsoft Outlookを連携させて開発された．図 4.37は，休暇取得状
況通知機能によって通知された有給取得状況通知メールを示している．有給取得状況通知メール
には，年次有給休暇の取得日数，残日数に加え，休暇申請画面へのリンクと休暇取り消し画面へ
のリンクが通知される．
休暇取得状況表示機能は，勤務時間管理者に対して使用者の休暇取得状況を可視化する機能で

ある．休暇取得状況表示機能は，毎日の休暇取得者をカレンダー形式で表示するカレンダー表示

図 4.36: 休暇取り消し画面 図 4.37: 有給取得状況通知メール
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図 4.38: カレンダー表示機能の画面

機能と，使用者の全体の休暇取得状況をグラフ形式で可視化するグラフ可視化機能の 2つの機
能を有している．図 4.38は，カレンダー表示機能の画面を示している．カレンダー表示機能は，
Microsoft SharePointとMicrosoft Outlookを連携させて開発された．これまで教員の休暇の取得
状況は，紙の休暇簿から確認するしか方法がなく，休暇申請を出して休暇しているにもかかわら
ず，メールや電話で教員に対し様々な問い合わせをおこなうケースが多発していた．カレンダー
表示機能で，休暇の教員が一覧で確認できるため，休暇中の教員への問い合わせ等を最低限に減
らすことが可能となった．
休暇申請システムは，優先的に必要な機能から開発するアジャイル開発によって開発がすすめ

られた．2021年 6月初旬に開発が開始され，2021年 7月末には休暇データベースと休暇申請機
能を有する v1.1をリリースした．数人の教員と庶務担当職員のヒアリングから，申請を取り消
す休暇取り消し機能と休暇取得状況通知機能が追加実装された v1.2を 2021年 8月にリリースし
た．2021年 10月から香川大学創造工学部の教員を対象に，開発した休暇申請システムの実運用
が開始されたが，実運用に並行して追加機能の開発もおこなわれ，休暇取得状況表示機能を有す
る v1.3を 2021年 11月にリリースした．2022年 7月現在，v1.3が香川大学創造工学部で実運用
されている．

4.4.3 考察

休暇申請システムは，休暇の主体的な取得を促すためゲーミフィケーションに基づいて開発さ
れた．本論文では，休暇の主体的な取得にむけて，開発したシステムがどのように作用したかにつ
いて考察する．図 4.39は，休暇取得状況表示機能のグラフ可視化機能の画面を示している．2021

年 10月から実施された香川大学創造工学部の教員を対象にした実運用では，休暇申請システムを
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図 4.39: 休暇取得状況表示機能のグラフ可視化機能の画面

介して，687件の休暇が申請された．特に有給取得状況通知メールが送信された 2月 1日，3月 1

日と 6月 28日（夏季休暇に備え，例外的に 7月 1日の通知を 3日間前に実施）には多くの教員が
休暇申請していることがわかった．休暇取得状況通知機能は，ゲーミフィケーションに基づいて
開発されたが，ゲーミフィケーションがうまく作用し，タスクとなる休暇の取得が促されている
実態が明らかとなった．
システム運用を踏まえ，休暇を申請する教員からは「気軽に休暇申請できるようになった」，「毎

月の休暇残数が確認できるので計画した休暇取得がしやすい」など，システムによって休暇の主
体的な取得が促されていることを示す意見がよせられた．また勤務時間管理者からも「休暇の取
得状況が把握しやすい」などの意見も寄せられた．
休暇申請システムは，「ローコード，ノーコードツール」として注目されているMicrosoft Power

Platformを用いて内製された．これまでの紙の休暇簿を用いた休暇処理業務を単にデジタル化
するだけでなく，ゲーミフィケーションに基づいて休暇の取得が促されるであろう機能を設計し
（仮説立案），わずか 2ヶ月あまりで機能を検証するための必要最低限のシステムであるMVPを，
ユーザ企業である大学が開発し，その効果を実運用で測定して評価している点で，リーン・スター
トアップと「ローコード，ノーコードツール」の親和性についてもあらためてその有効性が示さ
れた．
また休暇申請システムは，必要な機能を段階的に開発するアジャイル開発の手法を用いて内製

で開発された．2021年 6月初旬に開発が開始され，実運用に必要な機能はわずか 2ヶ月あまりで開
発された．必要最低限の機能に加えて，申請を取り消す休暇取り消し機能と適切な労務管理につな
げるべく休暇取得状況表示機能を追加で開発した．休暇申請システムは，ユーザ企業である大学内
の開発担当と運用担当が連携し，迅速にシステムを開発している点で，大学におけるDevOps[6]
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の実践にも該当する．運用データに基づいて適切な追加開発要件なども寄せられており，今後も
段階的にそれら機能を開発する予定である．
休暇申請に関するシステム [73]は，既に多くのベンダによりシステムが開発され，それらには

有効かつ，有用な様々な機能が実装されている．本研究で開発した休暇申請システムは，香川大
学で求められる必要最低限の機能のみを有し，休暇の主体的な取得を促すことを目的としたシス
テムを「ローコード，ノーコードツール」により内製した点で，上記で述べたベンダが開発した
それらシステムとは開発の狙いが異なる．
本研究で開発した休暇申請システム v1.2は，1日単位で休暇を申請する仕様となっており，長
期休暇（たとえば夏休み，冬休み）の直前は，複数日の休暇を一斉に申請する教員が多数いた．そ
のため開発者に対し，「休暇申請をまとめて確認や，承認できる機能がほしい」や，「複数の休暇申
請を一度に提出することができる機能がほしい」など，追加の開発依頼が数件寄せられた．いず
れも技術的には開発可能であったが，MVPとして必要な機能ではないと判断し，追加機能とし
ての開発はおこなわなかった．

4.4.4 本節のまとめ

香川大学は，休暇の主体的な取得を促す休暇申請システムを内製した．香川大学が開発した休
暇申請システムは，これまで部局の庶務担当がおこなっていた休暇申請に伴う決裁書類の作成な
どの作業を自動化することで，休暇の主体的な取得を促す機能（休暇申請機能），申請した休暇
を取り消す機能（休暇取り消し機能），毎月 1日に現在の休暇申請状況を通知するメールを教員
に自動通知する機能（休暇取得状況通知機能），勤務時間管理者に対して使用者の休暇取得状況
を表示する機能（休暇取得状況表示機能）を有している．
休暇申請システムは，アジャイル開発によって開発がすすめられ，2021年 7月末に休暇データ
ベースと休暇申請機能を有する v1.1，2021年 8月に申請を削除する機能と休暇取得状況通知機能
を追加実装した v1.2をリリースした．香川大学創造工学部の教員を対象に 2021年 10月から実
運用がスタートしたが，実運用に並行して追加機能の開発もおこなわれ，休暇取得状況表示機能
を有する v1.3を 2021年 11月にリリースした．2021年 10月から実施された香川大学創造工学部
の教員を対象にした実運用では，休暇申請システムを介して，687件の休暇が申請された．特に
ゲーミフィケーションに基づいて開発された休暇取得状況通知機能によって，毎月 1日に多くの
教員が休暇申請をしていることが明らかとなった．
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第 5 章

ユーザ主導により情報システムを開発するための
スキルを獲得する取り組み

本章では，「ユーザ主導により情報システムを開発するためのスキルを獲得する取り組み」につ
いて述べる．5.1節では，「ローコード，ノーコードツール」を用いた業務システム開発を体験し，
業務システムを内製するための初歩的なスキルの獲得や，自身のDX推進の機運を高めることを
目指した「業務システム内製開発ハンズオン（初級編）」について述べる．5.2節では，非 IT分
野を専攻する学生でも IoTシステムの「具体化」を実現させ，「デザイン思考」の「共感」，「問題
定義」，「アイデア創出」，「具体化」，「検証」を繰り返す問題解決の手法を学ぶことができる「非
IT分野を専攻する学生を対象とした『IoTデザイン教育プログラム』」について述べる．5.3節で
は，ユーザとの共創により価値を定義するための「新たなスキルの獲得」を目的とした「産学連
携による大学DX推進共創活動を用いた社会人リスキリング」について述べる．

5.1 業務システム内製開発ハンズオン

5.1.1 本研究の目的

平成 28年 6月に経済産業省が発表した「IT人材の最新動向と将来推計に関する調査」[47]に
よると，IT需要が今後拡大する一方で，我が国の労働人口（特に若年人口）は減少が見込まれ，
IT人材の需要と供給の差（需給ギャップ）は需要が供給を上回り，その差は 2030年には最大で
約 79万人に拡大する可能性があることが報告された．このことは，DX推進に必要十分な IT人
材を確保することが困難であることを意味している．

∗5.1節は，学術情報処理研究に掲載予定の共著論文「香川大学における業務システム内製開発ハンズオン（初級
編）の実施とその効果」[74]を基にしている．
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エンドユーザコンピューティング（End-User Computing:EUC）[5] は，プログラマや技術者で
なくてもシステムやアプリケーションが開発できるシステム，或いは情報システム部門や開発部
門の担当者ではない，業務部門のエンドユーザがシステムの構築や運用管理に携われるようにす
るための一連のアプローチのことを指し，IT 人材の不足を補う手段として期待されている．「ロー
コード，ノーコードツール」[6] は，EUCを実現するためのプラットフォームである．IDC Japan

の報告 [75]によると，2024年には社員 1000人以上の企業において，社員の 30%が「ローコード，
ノーコードツール」を用いてシステムやアプリケーションの内製，業務の自動化を担うようにな
ると予測されており，「ローコード，ノーコードツール」は，DX推進に必要な IT人材不足を解決
する手段として注目されている．
平成 30年に香川大学は創造工学部 [8]を設置した．香川大学創造工学部は，時代の変化を的確

に捉え，社会や人々のニーズにフィットしたイノベーションを創出する人材育成を目指し，「デザイ
ン思考」[30]能力育成にむけた様々な教育プログラムを展開している．香川大学の提唱する「デ
ザイン思考プロセス」では，「1．ユーザ中心に物事を考え」，「2．チームメンバーやユーザとのコ
ミュニケーションを重視」し，「3．試作，テスト，改善を繰り返す」とともに，「4．問題解決の方法
は 1 つではなくてよい」を基本的な考え方としている．本研究では，「デザイン思考」をDX推進
に必要な思考法として採用し，「デザイン思考プロセス」における「アイデア創出」から「具体化」
を実現する手段として，EUCで注目されている「ローコード，ノーコードツール」の Microsoft

Power Platform[37] を導入するとともに，それらを用いた業務システムの内製に取り組んだ．
情報処理推進機構の「デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進にむけた企業と IT人
材の実態調査」[54]では，DX推進で顕著な実績をあげている組織では，一過性ではなく，継続的
に，かつ全社を対象に，勉強会や啓発のための研修などがおこなわれていることが報告され，「『経
営層』向けの定期勉強会，『全社員』向けの啓発研修会，『DXメンバー』の自発的な最新技術把握・
実践の取組」が必要であると述べている．
そのような状況のもと，「業務システム内製開発ハンズオン（初級編）」を実施した．「業務シス

テム内製開発ハンズオン（初級編）」は，「ローコード，ノーコードツール」のMicrosoft Power

Platformを用いて業務システム開発を体験することで，ローコード，ノーコードで業務システム
を内製するための初歩的なスキルを獲得するだけでなく，自身のDX推進の機運を高めることも
目指しており，上記で述べた「デジタル・トランスフォーメーション （DX）推進に向けた企業
と IT人材の実態調査」で定義された勉強会や啓発のための研修会における「『全社員』向けの啓
発研修会」に該当する．
本節では，香川大学情報メディアセンターが実施した「業務システム内製開発ハンズオン（初

級編）」について述べるとともに，ハンズオン参加者に実施した質問紙調査の結果などからその
有効性について考察する．5.1.2項では，香川大学で実施した「業務システム内製開発ハンズオン
（初級編）」について述べる．5.1.3項では，考察を述べる．5.1.4項では，まとめを述べる．
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5.1.2 業務システム内製開発ハンズオン（初級編）

「業務システム内製開発ハンズオン（初級編）」は，Microsoftの提供する「ローコード，ノー
コードツール」のMicrosoft Power Platformを用いて実施される．Microsoft Power Platformは，
Microsoftが提供するデータの収集から解析，予測までをローコード，ノーコードで実装できるプ
ラットフォームであり，Microsoft Power Apps[38]，Microsoft Power Automate[39]，Microsoft

Power BI[40]，Microsoft Power Virtual Agents[41]の 4つのサービスから構成される．Microsoft

Power Automateは，同サービスがサポートしている「コネクタ（Microsoft製品等を含む様々な
アプリケーション）」を組み合わせて，様々なタスクを自動化するサービスである．「コネクタ」は，
Microsoft Teams，Microsoft Excel などのMicrosoft製品だけでなく，Gmailや Twitterなどの
外部のサービスに加え，SQL Serverなどのデータベースもサポートしている．Power Automate

で様々な「コネクタ」を連携させる機能を「フロー」と呼び，「フロー」は，システム全体を指す．
「フロー」は，「トリガー」と「アクション」から構成される．「トリガー」は，「アクション」を開
始する合図であり，「アクション」は，自動化された個々の作業を指す．
「業務システム内製開発ハンズオン（初級編）」は，2021年 5月 10日に実施され，「ローコー

ド，ノーコードツール」を用いて業務システムを開発するための初歩的なスキルの獲得および，参
加者のDX推進の機運を高めることを目的に，教員 8名，事務職員 28名，計 36名が参加して実
施された．「業務システム内製開発ハンズオン（初級編）」は，「Microsoft Formsを用いた『アン
ケート集計システム』」，「Microsoft Forms，Microsoft Power Automate，Microsoft Outlookを
用いた『オンラインセミナー受付システム』」，「Microsoft Forms，Microsoft Power Automate，
Microsoft Outlook，Microsoft SharePointを用いた『欠席届受付システム』」から構成され，段
階的に難易度が上昇する内容とした．また必要に応じて，「アンケート集計システム」のみや，「ア
ンケート集計システム」と「オンラインセミナー受付システム」など，受講者のレベルに合わせ
て，受講する内容を受講者自身が選択できる構成とし，実際の業務において「これは自分の業務
で応用できるな」と参加者が感じられるような内容になるよう配慮した．
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大によるオンライン授業では，Microsoft Excel形

式のアンケート用紙をLearning Management System（LMS）へアップロードし，受講生に入力さ
せる方式などを採用して多くのアンケートが実施された．この場合，提出されたMicrosoft Excel

形式のアンケートを手作業で集計する必要があった．「アンケート集計システム」は，Microsoft

Forms用いて開発される．「アンケート集計システム」の開発は，「作成済みのアンケートを実際に
利用する内容」，「Microsoft Formsを用いてアンケートシステムを開発する内容」，「アンケート
回答結果を確認する内容」から構成され，最終課題は参加者がそれぞれ任意のアンケートを作成
し，参加者で共有する課題とした．
あわせて，各種セミナーやイベントの参加受付をメールでおこなっており，参加者へのオンラ

インセミナーへの参加用 URLや関連資料の送付など，オンラインセミナー開催業務にかかる工
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図 5.1: 「オンラインセミナー受付システム」
申請画面

図 5.2: 「オンラインセミナー受付システム」
受付完了メール

数も問題視されていた．「オンラインセミナー受付システム」は，Microsoft Power Automateを用
いてMicrosoft FormsとMicrosoft Outlookを連携させることで開発をおこなう．図 5.1は，「オン
ラインセミナー受付システム」の申請画面，図 5.2は，「オンラインセミナーの受付システム」の
受付完了メール，図 5.3は，「オンラインセミナー受付システム」の「フロー」，「トリガー」，「アク
ション」を示している．「オンラインセミナー受付システム」の開発は，「『オンラインセミナー受付
システム』を実際に利用する内容」，「システムの概要を理解する内容」，「Power Automate を用い
て『オンラインセミナー受付システム』を開発する内容」から構成され，最終課題は「Microsoft

Formsからの問い合わせを受け付け，問い合わせ者に受付完了メールを送信するとともに，担当
者に受付内容をメールで通知する内容」とした．
欠席届は，負傷または疾病その他の事由によって，授業を欠席することを，当該授業担当教員

に連絡するためのものである．PDF形式の欠席届を学生自身が印刷し，必要事項を入力後，指導
教員などの押印による承認を経て，必要な証明書類とあわせて開講科目分野を所掌する事務部門
から当該授業担当教員に送付される．
「欠席届受付システム」は，Microsoft Power Automate により．Microsoft Forms とMicrosoft

Outlook，Microsoft SharePointを連携させることで開発する．図 5.4は，「欠席届受付システム」
の申請画面，図 5.5は，申請内容通知メール，図 5.6は，申請者への申請結果通知メール，図 5.7

は，「欠席届受付システム」の「フロー」，「トリガー」，「アクション」，図 5.8は，システムのデータ
ベース（Microsoft SharePoint）を示している．「欠席届受付システム」の開発は，「システムの概
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図 5.3: 「オンラインセミナー受付システム」の「フロー」，「トリガー」，「アクション」

図 5.4: 「欠席届受付システム」申請画面

要を理解する内容」，「Microsoft SharePointデータベースを構築する内容」，「Microsoft Power

Automateを用いて『欠席届受付システム』を開発する内容」から構成された．
本研究では，香川大学が実施した「業務システム内製開発ハンズオン（初級編）」の効果を確

認すべく，参加者に対して質問紙調査を実施した．参加者 28 人の内，22 人から有効回答が得ら
れた．図 5.9にアンケートの内容を示している．アンケートは，所属，氏名に加えて，ハンズオ
ン参加の動機を問う設問（Q3），ハンズオンセミナーの難易度に関する設問（Q4），ハンズオン
セミナーの達成度に関する設問（Q5），ハンズオンセミナーへの参加を踏まえて，自身で業務シ
ステムが内製できるかどうかを問う設問（Q6，Q7），ハンズオンセミナーへの参加を踏まえて，
DX推進の機運が高まったかどうかを問う設問（Q8，Q9）から構成される．図 5.10は，Q4（ハ
ンズオンセミナーの難易度に関する設問）の回答結果を示している．アンケート回答者 22人の
内，19人が「わかりやすかった」，「ややわかりやすかった」と回答しており，アンケート回答者
の多くが「業務システム内製開発ハンズオン（初級編）」の内容をわかりやすいと感じていたこと
がわかった．図 5.11は，Q5（ハンズオンセミナーの達成度に関する設問）の回答結果を示して
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図 5.5: 「欠席届受付システム」申請内容通知
メール

図 5.6: 「欠席届受付システム」申請結果通知
メール

いる．ハンズオンの内容は，段階的に難しくなるような構成としたが，参加者も段階的に難しく
なっていると感じていたことがわかる．図 5.12は，Q6（自身で業務システムが内製できるかど
うかを問う設問）の回答結果を示している．アンケート回答者 22人の内，18人が「とてもそう
思う」，「ややそう思う」と回答しており，アンケート回答者の多くが「業務システム内製開発ハ
ンズオン（初級編）」を通して，Microsoft Power Platformを用いて業務システムの内製が出来
そうだと思っていることがわかる．Q7（自身で業務システムが内製できるかどうかを問う設問）
の自由記述においては，「Microsoft Formsと他システムとの関連性が理解できなかった」，「まだ

図 5.7: 「欠席届受付システム」の「フロー」，「トリガー」，「アクション」
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図 5.8: 「欠席届受付システム」データベース（Microsoft SharePoint）

まだ勉強不足で，勉強の必要がある」などの意見も寄せられた．図 5.13は，Q8（セミナーを通じ
て，ご自身の業務改善や，ご自身の所属部局の業務改善のために作ってみたいと思うアプリはあ
りますか）の回答結果を示している．アンケート回答者 21人の内，16人が「ある」と回答して
おり，自分の業務改善や自組織の業務改善のために開発したいシステムがあると考えていること
がわかる．「業務システム内製開発ハンズオン（初級編）」により，システム開発に対する理解が
深まり，参加者自身による業務課題の発見やアプリ開発意欲につながっていることがうかがえた．
Q9（開発したい業務システムはありますか）の自由記述形式の設問では，「諸手当等申請アプリ」，
「質問回答アプリ」，「公用車の予約申請」，「企業からのインターンシップ登録票受付の自動化」な
どの業務システムを開発したいという回答が寄せられた．

5.1.3 考察

香川大学では，ハンズオン実施後に参加者から業務システム開発のアイデアが複数寄せられ，
実際に業務システムを開発する取り組みも実施された．香川大学産学連携・知的財産センターは，
香川大学に寄せられる技術相談を受け付ける「技術相談受付システム」を情報メディアセンター
と連携して開発した．「技術相談受付システム」は，ハンズオン参加者からの要望に基づいて開発
が進められ，2021年 10月から実際に産学連携・知的財産センターで運用が開始された．このこ
とから「業務システム内製開発ハンズオン（初級編）」は，ローコード，ノーコードで業務システ
ムを内製するための初歩的なスキルを獲得するだけでなく，自身のDX推進の機運を高めること
に対しても有効に作用する可能性があることが示された．
ハンズオンの参加者からは，「もうすこし高度な内容も加えてほしい」や，「データ分析や可視化

についても学習したい」との要望が寄せられた．情報メディアセンターはそれら要望から，チャッ
トボットを内製する内容のプログラムを開発し，開発されたプログラムに基づいたハンズオンを
2022年 8月 3日に実施した．多くの教職員が参加し，学内のDX推進の機運の高まりを示す結果
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図 5.9: 香川大学教職員向けに実施したアンケートの内容

図 5.10: 香川大学教職員向け Q4の回答結果 図 5.11: 香川大学教職員向け Q5の回答結果

となった．
機運の高まりにあわせて，ハンズオンに参加した職員を中心とした自主的な勉強会も立ち上がっ

た．ハンズオンでは扱わなかった Power Automate Desktopを自主的に勉強し，財務システムへ
のデータ入力を自動化させる仕組みを構築する職員も現れた．勉強会は広がりを見せ，現在 19人
のメンバーが勉強会に参加している．

5.1.4 本節のまとめ

本節では，香川大学が実施した「業務システム内製開発ハンズオン（初級編）」について述べ
るとともに，ハンズオン参加者に実施した質問紙調査などの結果からその有効性について述べた．
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図 5.12: 香川大学教職員向け Q6の回答結果 図 5.13: 香川大学教職員向け Q8の回答結果

ハンズオン実施後に参加者から業務システム開発のアイデアが複数寄せられ，実際に業務システ
ムを開発する取り組みも実施した．香川大学では，2021年に計 3回の「業務システム内製開発ハ
ンズオン（初級編）」が開催され，150名を超える教職員が参加した．2022年度は「業務システ
ム内製開発ハンズオン（中級編）」を開催すべく現在検討を進めている．
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5.2 非 IT分野を専攻する学生を対象とした「IoTデザイン教育プログ
ラム」

5.2.1 本研究の目的

経済産業省の「IT人材育成の状況等について」[77]は，日本国内において「ビッグデータ」，
「IoT」，「人工知能」を活用できる「先端 IT人材」の不足は深刻化しており，「2019年をピークに
IT関連産業への入職者は退職者を下回り IT人材は減少に向かう」，「2030年には 40～80万人の
規模の IT人材不足が生じる懸念がある」と述べている．教育機関には，「先端 IT人材」の不足を
補うべく「IT分野を専攻する学生」を対象とした教育プログラムを高度化させるとともに，その
裾野を広げるべく「非 IT分野を専攻する学生」でもそれら知識の獲得を目指した教育プログラ
ムの実施が求められている．
「IT人材」とは，「ITサービスやソフトウェア等の提供を担う人材」，「ITを活用するユーザ企
業の人材」，「ITを利用する一般ユーザ」[78]とされ，「IT人材」が備える「IT知識」[79]として
は，「アルゴリズムとプログラミング」，「コンピュータ構成要素」，「システム構成要素」，「ソフト
ウェア」，「ハードウェア」，「ヒューマンインタフェース」，「マルチメディア」，「データベース」，
「ネットワーク」，「セキュリティ」などが挙げられる．本研究では，それら「IT知識」を網羅的
に学んでいない学生を「非 IT分野を専攻する学生」と定義した．
香川大学は，時代の変化を的確に捉え，社会や人々のニーズにフィットしたイノベーションを

創出する人材育成を目指し，「デザイン思考」[8] 能力育成にむけた様々な教育プログラムを展開し
ている．株式会社リコーと香川大学は，「デザイン思考」プロセスに基づき「具体化」となる「IoT

システム」を開発することを「IoTデザイン」と定義し，「非 IT分野を専攻する学生」を対象とし
た「IoTデザイン教育プログラム」（以下，「IoT教育プログラム」）を共同開発した．香川大学の
「デザイン思考」教育では，「問題定義」から「アイデア創出」については様々な取り組みがおこな
われてきたが，「アイデア創出」から「具体化」については技術的な課題から実現できないケース
も報告され，効果的に「具体化」を実現する「場」や「機会」の創出が求められていた．
本研究では，「非 IT分野を専攻する学生」を対象に香川大学が提唱する「デザイン思考」プロ

セスを実践し，「具体化」となる「IoTシステム」を開発できる「IoT教育プログラム」を提案す
るとともに，「非 IT分野を専攻する学生」である香川大学創造工学部創造工学科造形・メディアデ
ザインコースの学生を対象に開講された「サービス・イノベーション創造演習」における実践を
通じてその効果を測定する．「IoT教育プログラム」は，「デザイン思考」に基づいて「具体化」と
なる「IoTシステム」を開発するとともに，その「検証」をおこなうことで一連の「デザイン思
考」プロセスを実践するために必要なスキルや知識を獲得することと，「IoTシステム」を開発す

∗5.2節は，「第 8回 実践的 IT教育シンポジウム rePiT2022」で発表した「非 IT分野の学生を対象とした IoTデ
ザイン教育プログラムの開発とその実践」[76]を発展させたものである．
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るために必要な「具体化」に関するスキルや知識の獲得を目的に開発された．本研究では，「非 IT

分野を専攻する学生」で構成されるすべてのチームが「具体化」となる「IoTシステム」を開発
できた．またすべてのチームが開発した「IoTシステム」を用いて「検証」をおこない，開発し
た「IoTシステム」を改善できた．この結果から，「デザイン思考」プロセスを実践する「場」が
創出されただけでなく，「非 IT分野を専攻する学生」でも「具体化」となる「IoTシステム」が開
発できる「機会」が創出されたことが確認できた．
5.2.2項では，関連研究について述べる．5.2.3項では，関連技術として，「具体化」の手段とし

て採用した ifLink[80]について述べる．5.2.4項では，開発した「IoT教育プログラム」について
述べる．5.2.5項では，「IoT教育プログラム」の実践について述べる．5.2.6項では，考察につい
て述べる．5.2.7項では，まとめを述べる．

5.2.2 関連研究

IoT(Internet of Things)とは，モノ (Things)をインターネット (Internet)と接続することで新
たな価値を提供する手段である．IoTは「1．1つの『モノ』を世界共通のユニークな識別子で識
別し，いつでも，どこからでもアクセスできる」，「2．『モノ』を一意に識別し，インターネットと
接続してアクセスできる」の 2つを満たすことが重要であると定義されている [81]．IoTは，従
来インターネットに接続されていなかったモノを含めてインターネットに接続することで，モノ
から収集できるデータをインターネット上で集約し，データ分析による予測，遠隔監視，業務の
自動化などの便益を提供する仕組みに該当する．本項では，「IoTシステム」の開発を扱った演習
の実践やそのためのツール，「デザイン思考」などの創造性を養うことを目的とした演習の実践や
そのためのツールについて述べる．また，プログラミングのスキルや思考が不足している「非 IT

分野を専攻する学生」に対する演習の実践やそのためのツールについても述べる．
「IoTシステム」の開発を扱った演習の実践やそのためのツールについて述べる．角樋ら [82]

は，情報教育におけるロボット教材を活用した「IoTシステム」構築実習の授業実践を報告して
おり，「プログラミング，ネットワーク，データベースの基礎やデータサイエンス等」をソフトウェ
ア・ハードウェアにわたって学習可能な演習を実践した．角樋らの実践は「IoTシステム」（ロボッ
ト）を開発するために必要な知識が不足している学生を対象として，演習の範囲をロボットに限
定している．近江谷ら [83]は，サイバー攻撃による被害の増加に伴い，セキュリティ人材不足が
問題視されていることを受け，サイバーセキュリティゲーム演習ツール「IoT・ポリー」を提案し
た．「IoT・ポリー」は，「IoTカード」，「アタックサーフェスカード」，「脅威カード」，「対策カード」
を用いながらゲームにより「IoTシステム」のリスクアセスメントプロセスが学習できる．角樋
や近江谷らの取り組みは，「IoTシステム」開発に必要となる技術的なスキルやリスクを学ぶこと
に重きをおいている．
「デザイン思考」などの創造性を養うことを目的とした演習の実践やそのためのツールについ
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て述べる．木崎ら [84]は，IT分野を専攻する学生を対象としたソフトウェア開発 PBLにおいて，
アイデアソンを利用した要求獲得・分析手法を提案し，「モバイルを起点にサービスを作り上げる」
概念であるモバイルファースト開発に応用した．木崎らの取り組みは，「創造性を身に付けた技術
者」の育成を目指す取り組みとして，「IT分野を専攻する学生」を対象とした「アイデア創出」に
重きをおいている．浜田ら [85]は，創造性への自信を高める（クリエイティブコンフィデンス）
醸成を目指してアイデアソン・ハッカソンを開催し，学生と社会人が様々なワークに取り組んだ
事例を報告している．浜田らの取り組みは，「具体化」については発泡スチロールやおもちゃのブ
ロック，紙，100円均一のグッズなどの身近なものを使った簡易的な試作（ダーティプロトタイ
プ）でアイデアを検証した．浜田の取り組みは，「非 IT分野を専攻する学生」も対象としている
が，木崎らの取り組みと同じく「アイデア創出」に重きをおいている．北村ら [86]は，IT分野
を専攻する高校生に対するモノづくりハッカソンを実施している．北村らが実施したモノづくり
ハッカソンでは，プログラミング言語として Processing[87]を用いること，シングルボードコン
ピュータとセンサ，レーザーカッター，UVプリンタ，3Dプリンタ等を活用することが決められ
ており，IT分野を専攻する学生を対象とし，ハッカソンを通じて「具体化」となるもモノづくり
における注意喚起と知識付与を目的としている．
プログラミングのスキルや思考が不足している「非 IT分野を専攻する学生」に対する演習の

実践やそのためのツールについて述べる．竹田ら [88]は，Scratch[89]に技術分野の教材として不
足している「センサ技術を用いた計測，制御をおこなえる機能」を実装すべくNode-RED[90]を
組み合わせた「学習者の創造性を重視した問題解決学習につながるシステム」を提案している．
竹田らの取り組みは，演習の範囲をセンサ技術と Scratchによるプログラミングに限定している．
宮崎ら [91]は Scratchを用いて，ビジュアルプログラミングにより，AIを用いた画像認識をおこ
ない，デバイスやインターネット上のプログラムと連携させることが可能な「プログラミング教
材システム」を提案した．宮崎らの取り組みは，小学校でのプログラミング教育の必須化を受け
て，プログラミング初学者が「プログラミング的思考により，自らが社会の問題点を考え，それ
を解決する」ことに重きをおいている．竹田ら，宮崎らの取り組みは，「プログラミング的思考」
を学ぶことを支援するための教材を開発している点で共通している．

5.2.3 関連技術

本項では，本研究で「具体化」の手段として採用した ifLink[80]について述べる．ifLinkは，
ifLinkオープンコミュニティが開発した IoTプラットフォームである．ifLinkは，2021年度時点
でAndroid OSが搭載されたスマートフォンやタブレットで動作するアプリケーションとして提
供される．ifLinkは，「1．様々な IoTデバイスやWebサービスをモジュール化することで，ユー
ザが自由に組み合わせて IoTシステムを簡単に開発できる」，「2．IoTシステムの開発にプログラ
ミングは必要としない」，「3．IFとTHENのルールを設定し，その設定に基づいて IoTシステム
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図 5.14: ifLink[80]で利用可能な「IoTデバイス」と「モジュール」の例（一部抜粋）

を開発する」，「4．メーカ，業界を横断して，さまざまなデバイスやサービスとの連携が可能」と
いう特徴を有している．ifLinkオープンコミュニティには，2021年 12月時点で 133社が参加し
ている．
参加企業はAndroid OS上で動作する ifLinkアプリケーションから呼び出される「モジュール」

を開発しそれを提供することで，自社の IoTデバイスを ifLinkで動作させることができるととも
に，他の企業が開発した「モジュール」と組み合わせた「IoTシステム」を開発できる．図 5.14

は，ifLinkで利用可能な「IoTデバイス」と「モジュール」を示している．ifLinkは，「『IF(もし
～ならば)』という条件を満たしたときに『THEN(～する)』」というルールを設定し，そのルー
ルに基づいて IoTシステムを開発する．「モジュール」は，「IF（もし～ならば）」として動作する
「IFモジュール」と，「THEN（～する）」として動作する「THENモジュール」に分類される．
図 5.15は，ifLinkのシステム概要を示している．ifLinkは，「IF」と「THEN」を組み合わせた

「ルールセット」を作成し，それを保存する「ルールセット配信サーバ」，スマートフォンにイン
ストールされた「ifLinkアプリケーション」と「IFモジュール・THENモジュール」，「IoTデバ
イス」から構成される．「ifLinkアプリケーション」は，「ルールセット配信サーバ」で作成された
「ルールセット」に基づいて実行される「IF-THENルール実行エンジン」を有している．「IFモ
ジュール」と「THENモジュール」は「IoTデバイス」ごとに必要となる．図 5.14の「GPSト
ラッカーの IFモジュール」や「スイッチ用のTHENモジュール」は，「IFモジュール」と「THEN

モジュール」に該当する．ifLinkにおいて「ルールセット」の作成は，一般的なシステム開発に
おけるプログラミングに相当する．IoTシステム開発者は，「ルールセット配信サーバ」において
「IF」と「THEN」からなる「ルールセット」を作成する．「ルールセット」は，GUI(グラフィカル
ユーザインターフェイス)を用いて作成される．図 5.16は，「ルールセット配信サーバ」の「ルール
セット」の作成画面であり，音声発話の「THENルール」である発話時の「セリフ」と，声質や
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図 5.15: ifLink[80]の IoTシステム概要

読み上げ速度の設定画面を示している．「ルールセット配信サーバ」で作成された「ルールセット」
内には「IFルール」（IFの条件設定値，利用する IFモジュール名称），「THENルール」（THEN

時の動作設定値，利用する THENモジュールの名称）が保存される．
IoTデバイスメーカが提供していない独自の IoTデバイスを利用したい場合には，独自の IoT

デバイスを制御するための「IFモジュール」や「THENモジュール」を新たに開発する．開発に
あたっては Java言語などのプログラミングスキルに加えて，スマートフォンアプリを開発するた
めの Android Frameworkなどの開発知識も必要となる．本研究の「IoT教育プログラム」では，
デバイスメーカが提供している「IFモジュール」と「THENモジュール」のみを用いて「IoTシ
ステム」を開発した．
成田ら [92]は工学部の学生を対象に実践した，ifLinkを用いた創造性教育を報告している．成

田らは，「問題を解決するために創造性を育むトレーニングが必要である」，「問題解決のためには

信頼性情報システム工学専攻



第 5 章 ユーザ主導により情報システムを開発するためのスキルを獲得する取り組み 85

図 5.16: 「ルールセット」の作成画面

図 5.17: 香川大学が提唱 [8]する「デザイン思考」プロセスに基づいた「IoT教育プログラム」の
構成

IoT，ICTを使いこなす必要があるが，プログラミングの知識や技能の習熟度は学生によって異
なるため，プログラミングを使わずに創造性のトレーニングができるツールが求められており，
ifLinkはその条件を満たしている」と述べている．

5.2.4 IoT教育プログラム

本項では，香川大学が提唱する「デザイン思考」プロセスを基に開発された「IoT教育プログ
ラム」について述べる．「IoT教育プログラム」は，「非 IT分野を専攻する学生」を対象とし，「デ
ザイン思考」を実践し「IoTシステム」を開発するうえで必要な基礎的な考え方を実践により身
に付けること，特に「デザイン思考」を実践して「IoTシステム」を開発する上で「非 IT分野を
専攻する学生」には難しい「具体化」に取り組み，「具体化」に基づいて「検証」がおこなえるこ
とを目標とした．また，「デザイン思考」の基本的な考え方については理解しているが，一般的な
「IoTシステム」の開発に必要なプログラミングの知識がないため，「IoTシステム」の「具体化」
を敬遠していた学生の興味や関心を喚起することも狙いとした．「IoT教育プログラム」では，「【到
達目標 1】『非 IT分野を専攻する学生』でも『IoTシステム』が開発できる」，「【到達目標 2】創出
したアイデアから，『具体化』となる動作可能な『IoTシステム』のプロトタイプが開発できる」，
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「【到達目標 3】開発した『IoTシステム』のプロトタイプを『検証』できる」，「【到達目標 4】検
証結果に基づきアイデアを修正し，『IoTシステム』のプロトタイプが改善できる」の 4つの到達
目標を定めた．
図 5.17は，香川大学が提唱する「デザイン思考」プロセスに基づいた「IoT教育プログラム」

の構成を示している．「アイデアソンパート」は，「デザイン思考」における「共感」，「問題定義」，
「アイデア創出」に該当し，任意のアイデア創出手法（本研究では，浜田ら [85]，宮川ら [56]が報
告した各手法）を用いる．また，「ハッカソンパート」は，「デザイン思考」の「具体化」，「検証」
に該当し，ifLinkを教材として用いる．

5.2.5 IoT教育プログラムの実践

本項では，5.2.4項で示した「IoT教育プログラム」の実践について述べる．「IoT教育プログラ
ム」は，2020年 11月 14日から 2021年 1月 23日にかけて，香川大学創造工学部創造工学科造形・
メディアデザインコースの「サービス・イノベーション創造演習」において後期集中講義の選択
科目として実施された．「サービス・イノベーション創造演習」は，「非 IT分野を専攻する学生」に
該当する香川大学創造工学部創造工学科造形・メディアデザインコースの学生 15名，および香川
大学経済学部地域社会システム学科の学生 9名と，受講を希望した「IT分野を専攻する学生」で
ある香川大学創造工学部創造工学科情報システム・セキュリティコースの学生 1名の受講も許可
し，計 25名の学生が受講した．今回の実践に参加したすべての学生が，香川大学の「デザイン思
考」教育を受けている．グループワーク形式でおこなわれるため，同じ学部やコースの学生が 1

つのグループに集中しないよう，4つのグループ（チーム 1（6名），チーム 2（7名），チーム 3

（6名），チーム 4（6名））を形成した．
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表 5.1: 「サービス・イノベーション創造演習」の内容
1コマ 90分 内容

1 インプット 1

2 インプット 2

3 【アイデアソンパート 1】
共感・問題定義・アイデア創出
(エモグラフィー，スピードストーミング，
ハイライト，アイデアスケッチ，
プレスリリース作成）

4 発表会 1

5 【ハッカソンパート 1】
具体化（IoTシステムを ifLinkで開発）

6 【ハッカソンパート 1】
具体化（IoTシステムを ifLinkで開発）

7 【ハッカソンパート 1】
検証（デモ・グループ間共有）

8 発表会 2

9 【アイデアソンパート 2】
共感・問題定義・アイデア創出
(エモグラフィー，スピードストーミング，
ハイライト，アイデアスケッチ，
プレスリリース作成）

10 【ハッカソンパート 2】
具体化（IoTシステムを ifLinkで開発）

11 【ハッカソンパート 2】
検証（デモ・グループ間共有）

12 発表会 3

13 最終発表準備 1

14 最終発表準備 2

15 最終発表会 1

16 最終発表会 2

信頼性情報システム工学専攻



第 5 章 ユーザ主導により情報システムを開発するためのスキルを獲得する取り組み 88

図 5.18: 「エモグラフィー」の例

表 5.1は，「サービス・イノベーション創造演習」の内容を示している．「サービス・イノベーショ
ン創造演習」は，1コマ 90分の全 16回で構成され，香川大学では演習科目であることから 1単
位としてカウントされる．「サービス・イノベーション創造演習」では，学生が私事として取り組
めるよう，演習テーマを「With COVID-19時代に学生である皆さんが豊かな生活を実現する仕
組みや仕掛けを考えよう」とした．演習は「アイデアソンパート 1」，「ハッカソンパート 1」，「ア
イデアソンパート 2」，「ハッカソンパート 2」，「最終発表会」から構成された．「サービス・イノ
ベーション創造演習」における実践では，「アイデアソンパート」のアイデア創出手法として浜田
ら [85]，宮川ら [56]が報告した各手法（「エモグラフィー」，「スピードストーミング」[64]，「アイ
デアスケッチ」，「ハイライト」，「プレスリリース作成」）を採用した．
また，演習では，「アイデアソンパート」で用いる「エモグラフィーのシート」，「アイデアスケッ

チのシート」，「プレスリリースのシート」，「スピードストーミング用のメモ」，「筆記用具（マー
カー）」，「付箋紙」などを用意した．「ハッカソンパート」では，「IF-THENアイデアシート」，「IoT

デバイス」（図 5.14）のイラストが書かれた「IFカード」，「THENカード」，IoTデバイスとし
て，「スマートフォン (Android)」，「温湿度センサ」，「開閉センサ」，「ビーコン」，「LED点灯デバ
イス」，「押しボタン式スイッチ」，「360度カメラ」などを準備した．
「エモグラフィー」は，エモーション（emotion/感情）とグラフィー（graphy/記法）を合わ
せた造語で，感情を表現する記法である．図 5.18は，エモグラフィーで作成されたワークシート
を示している．左上の笑顔から想像される感情として，Withコロナの状況において「リモート○
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図 5.19: 「スピードストーミング」の様子

図 5.20: 「アイデアスケッチ」の例

○がたくさん増えてきて楽しい」を表している．また右下段の泣き顔から想像される感情として，
「新入生で一度もコースの皆と合ったことがない」を表している．
「スピードストーミング」は，カリフォルニア大学バークレー校で開発された手法で，異なる
人同士がペアでディスカッション（ブレインストーミング）することでアイデアを創出する手法
である．「IoT教育プログラム」では，4分間のペアディスカッションを，ペアを変えながら 4回
実施した．図 5.19は，「サービス・イノベーション創造演習」で実施された「スピードストーミン
グ」の様子を示している．
「アイデアスケッチ」は，「スピードストーミング」で創出されたアイデアを絵で表現するワー
クである．図 5.20は，「アイデアスケッチ」で実際に参加者が作成した「アイデアスケッチ」を示
している．図 5.20の「アイデアスケッチ」は，コロナ前は「通勤や通学の手間」が行動の「スイッ
チ」になっていたが，コロナの影響により，在宅で過ごす時間が増えたことで「スイッチ」がな
くなり，「代わりの『やる気スイッチ』を入れる」アイデアを表現している．
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図 5.21: 「プレスリリース」の例

図 5.22: IF-THENアイデアシート

「ハイライト」は，参加者が「面白い」「実現したい」と感じた「アイデアスケッチ」の左上に
☆マークを記載するワークで，参加者相互で「アイデアスケッチ」の評価をおこなう．図 5.20の
左上に記載された☆マークは，参加者が記載した評価を示しており，9人の参加者がこの「アイ
デアスケッチ」を「面白い」「実現したい」と感じたことを意味している．
「プレスリリース作成」は，アイデアに基づいて新しいシステムやサービスを創出し，サービ
スの概要をまとめたプレスリリースを作成するワークである．図 5.21は，作成された「プレスリ
リース」の例を示している．図 5.21は，図 5.20の「アイデアスケッチ」をベースに，自己管理能
力が低下している人に「やる気スイッチを入れる」仕組みを提案している．
図 5.22は，「ハッカソンパート」で用いた「IF-THENアイデアシート」を示している．「IF-THEN

アイデアシート」は，「アイデアソンパート」で作成した「エモグラフィー」，「アイデアスケッチ」，
「プレスリリース」を参照しながら作成される．図 5.23は，作成された「IF-THENアイデアシー
ト」を示している．「IF-THENアイデアシート」は，演習テーマ「Withコロナ時代に学生である
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図 5.23: 「IF-THENアイデアシート」の作成例

皆さんが豊かな生活を実現する仕組みや仕掛けを考えよう」に基づいたアイデアを実現する「IF」
および「THEN」を記載する．その際に「IF」および「THEN」に対応する「IFカード」，「THEN

カード」が存在する場合は，併せてその「IFカード」，「THENカード」を「IF-THENアイデア
シート」に貼り付ける．複数の「IF」，「THEN」の組み合わせができた場合は，授業時間の制約
で IoTシステム開発の対象として「最も実現したいアイデア」をグループで 1つ選定することと
した．
図 5.24は，「ルールセット配信サーバ」で「ルールセット」を作成している様子を示している．

「ルールセット」は，先述の「IF-THENアイデアシート」を基として各グループが選定した 1つ
の「IF-THEN」の組み合わせから作成される．
図 5.25，図 5.26は，チーム 2が「ハッカソンパート 1」「ハッカソンパート 2」で開発した IoT

システムのデモの様子を示している．図 5.25は「ハッカソンパート 1」で開発した「IoTシステ
ム」である．プロテインシェーカを模したペットボトルに「加速度センサ」を取り付け，ペット
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図 5.24: 「ルールセット配信サーバ」で「ルールセット」を作成している様子

図 5.25: IoTシステム 1のデモ
（ハッカソンパート 1）

図 5.26: IoTシステム 2のデモ
（ハッカソンパート 2）

ボトルを振ると「加速度センサ」が反応して，「音声合成ソフトウェア」がトレーニングを褒める
音声メッセージ（「相変わらずかっこいいね」）を通知する．図 5.26は，「ハッカソンパート 2」で
開発した「IoTシステム」である．タブレットに表示された「笑顔ボタン」を押すことで，励ま
しのメッセージ（「今日も一日頑張りましょう」）と，事前に設定された「お気に入りの音楽」が
流れる．
最終発表会では各チームが「プレスリリース」と「IoTシステム」を用いた「デモ動画」を作

成してアイデアの発表がおこなわれ，審査員（企業から 2名，教員から 1名）によってアイデア
の審査がおこなわれた．審査基準は「サービス・イノベーション創造演習」のシラバスで学生に
示された演習目的から「1．今回のテーマ課題に対する着眼点がユニークかどうか」，「2．今まで
の例にとらわれない『若者らしい』柔軟性や斬新さがあるか」，「3．課題解決のアイデアに実効性
や継続的な展開が見込めるか」の 3つとし，開発した「具体化」となる「IoTシステム」に対す
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表 5.2: 「カーク・パトリックの効果測定レベル」[93]による「IoT教育プログラム」の評価項目
レベル 評価方法 評価項目
1．反応レベル アンケート調査 評価対象：満足度

・グループワーク満足度
・アイデアソンパート満足度
・ハッカソンパート満足度

2．学習レベル レポート提出 評価対象：意識を変える（意識）
・「具体化」の実践を通じた気づき（設問 1）
・「検証」の実践を通じた気づき（設問 2）
・デザイン思考プロセスの実践を通じた気づき（設問 3）

3．行動変容レベル レポート提出 評価対象：行動を起こしたいと思うこと（意欲）
・「具体化」に対するの実践意欲（設問 1）
・「検証」に対するの実践意欲（設問 2）
・デザイン思考プロセスの実践意識（設問 3）

る「検証」を主たる目的に実施された．審査員からは「現場のリアルな課題を捉えている」，「ア
イデアの応用範囲が広い．より深堀りすることでビジネスが生まれる可能性がある」，「学生らし
い発想がよい．サブスクリプションビジネスの可能性がある」，「課題がタイムリーで良い．さら
に工夫を加えることで実用化できる可能性がある」などの意見が寄せられた．

5.2.6 考察

本項では，「IoT教育プログラム」が「プログラミングの知識がなくても『IoTシステム』の『具
体化』および『検証』に取り組むことを促す『場』や『機会』の創出」に対する考察をおこなう．
本研究では，「IoT教育プログラム」が，「デザイン思考」を実践し，「具体化」となる IoTシステ

ムを設計，開発する「場」や「機会」を創出するとともに，創出された「場」や「機会」の創出
に対する効果を測定する目的で「カーク・パトリックの効果測定レベル」[93]を用いた．小清水
ら [94]は，「カーク・パトリックの効果測定レベル」を用いて小・中学校の情報担当教員に対して
「ICT活用推進に関する研修」の効果を測定した結果を報告している．学生教育では，近江谷ら
[83]は「カーク・パトリックの効果測定レベル」を用いて「IoTシステム」のリスクアセスメン
トプロセスを学習するツール「IoT・ポリー」の評価をおこなった．開発されたツールは，学習
者に動機づけを与えつつ，セキュリティ人材に必要な能力を獲得させるうえで有用なツールであ
ることが示された．また，木村ら [95]は，「カーク・パトリックの効果測定レベル」を用いて看護
基礎教育における患者急変対応シミュレーション教材の効果検証をおこなった．開発したシミュ
レーション教材には，演習への興味や，やりがいなどで高い学習効果が認められた．
「カーク・パトリックの効果測定レベル」は「1．反応レベル」，「2．学習レベル」，「3．行動変
容レベル」，「4．成果レベル」の 4つに分類される．「1．反応レベル」では，アンケート等により
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表 5.3: 「1．反応レベル」の評価結果 [N=19]

評価項目 平均値 標準偏差
グループワーク満足度 3.68 0.22

アイデアソンパート満足度 3.57 0.24

ハッカソンパート満足度 3.05 0.79

表 5.4: 「2．学習レベル」の評価結果 [N=15]

評価項目 平均値 標準偏差
「具体化」の実践を通じた気づき 3.9 0.25

「検証」の実践を通じた気づき 3.73 0.2

デザイン思考プロセスの実践を通じた気づき 3.8 0.16

学習者の教育プログラムに対する満足度を測定する．「2．学習レベル」では，「意識を変える」，「知
識を増やす」，「スキルを向上させる」のうち，一つ以上の具体的な目標を設定する．「3．行動変容
レベル」では，教育後の「行動を起こしたいと思うこと（意欲）」，「何をするべきか，どうやって
するべきか知っている」，「行動を起こす環境が適切である（環境）」，「起こした行動が報われるこ
と（報い）」などを測定する．「4．成果レベル」では，組織に対する学習の効果を測定する．
表 5.2は，「カーク・パトリックの効果測定レベル」による「IoT教育プログラム」の評価項目を

示している．本研究では，「1．反応レベル」の評価方法として，演習終了時に実施したアンケート
調査を対応させ，「グループワーク」，「アイデアソンパート」，「ハッカソンパート」の各満足度を
学生が 4段階（「4．満足」，「3．やや満足」，「2．やや不満」，「1．不満」）で主観評価したものを
用いた．「2．学習レベル」では，「意識を変える（意識）」，また「3．行動変容レベル」では，「行
動を起こしたいと思うこと（意欲）」を測定対象として，演習終了後に提出されたレポートを評価
した．レポートは，「設問 1．『アイデア』を『具体化』した『IoTシステム』の開発を通じて得た
気づきを問う設問（200文字以内）」，「設問 2．開発した『IoTシステム』の『検証』を通じて得
た気づきを問う設問（200文字以内）」，「設問 3．『デザイン思考』のプロセスを実践し，『具体化』
となる『IoTシステム』を開発，それを『検証』し，開発した『IoTシステム』を改善するなど，
一連の『デザイン思考』のプロセスの実践を通じて得た気づきを問う設問（200文字以内）」，「設
問 4．本授業に対する要望や意見などを問う設問（200文字以内）」の 4つの設問から構成され，
設問 1から 3の回答内容に対して，授業担当教員が 4段階（「4．できている」，「3．ややできてい
る」，「2．ややできていない」，「1．できていない」）で評価をおこなった．また今回は学生を対象
とした演習であるため「3．行動変容レベル」の「環境」と「報い」および「4．成果レベル」は
評価の対象外とした．
表 5.3は「1．反応レベル」に対する評価結果を示している．ハッカソンパートの満足度は 3.05，

標準偏差 0.79でややばらつきが大きい結果となった．ハッカソンパートで用いた ifLinkの評価に
関しては「簡単なアプリ開発の経験が必要 (N=1)」，「初心者プログラマーレベルのスキルが必要
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表 5.5: 「3．行動変容レベル」の評価結果 [N=15]

評価項目 平均値 標準偏差
「具体化」に対する実践意欲 3.8 0.29

「検証」に対する実践意欲 3.53 0.38

デザイン思考プロセスの実践意欲 3.87 0.12

(N=4)」という回答もあったが大半は，「一般の人でも使用することができる (N=14)」という回
答だった．表 5.4は「2．学習レベル」に対する評価結果を示している．すべての項目で「実践に
よる気づき」を得たことが示された．設問に対する回答として，「アイデアの具体化により，アイ
デアの良い点や改善点を発見し，アイデアの研鑽と修正ができる」，「自分たちがつくったものを
評価することは改善点を見つけ，質を高める意義のある行為に感じた」という意見が寄せられた．
表 5.5は「3．行動変容レベル」に対する評価結果を示している．すべての項目で実践意欲が喚起
されたことを示す結果が示された．設問に対する回答として，「社会人で仕事をするときに必要な
スキルであり，磨いて活かしたい」，「プロトタイプによる『具体化』はテーマが何になっても活
かせる」，「アイデア検証するために ifLink以外も用いて UI設計をおこないたい」という意見が
寄せられた．
本研究では，「非 IT分野を専攻する学生」で構成されるすべてのチームが「具体化」となる「IoT

システム」を複数開発した．またすべてのチームが開発した「IoTシステム」を用いて「検証」を
おこない，開発した「IoTシステム」を改善できた．本研究では，開発された「IoT教育プログ
ラム」によって「非 IT分野を専攻する学生」が，「デザイン思考」の「具体化」となる「IoTシス
テム」を開発し，「具体化」に基づいた「検証」に取り組むための「場」や「機会」を得ているこ
とを確認した．最終発表会のみ，審査員により「検証」がおこなわれたが，審査の結果はほぼ同
じであった．また各チームの審査結果と演習後におこなったアンケート調査，演習後に提出され
たレポートとの相関関係も認められなかった．
演習期間中は，チームの活動状況はコミュニケーションツールのMicrosoft Teamsで共有され，
すべてのチームが演習のすべての成果物や他のチームの進捗状況を確認できる状況にあった．開
発された「IoTシステム」はすべて異なるものであったことから，他のチームのアイデアを真似
して「IoTシステム」を開発したチームはなかったが，チーム間で相互に刺激しあうことが，学
習効果に影響を与えた可能性がある．
本教育プログラムでは，「デザイン思考」における「問題定義」や「アイデア創出」のために「エ

モグラフィー」や「アイデアスケッチ」，「プレスリリース作成」など様々なアイデアワークに取り
組み，アイデアワークでは多くの成果物が生成された．本教育プログラムは，「デザイン思考」に
基づいて「具体化」となる「IoTシステム」を開発するとともに，その「検証」をおこなうことで
一連の「デザイン思考」プロセスを実践するために必要なスキルや知識を獲得することと，「IoT

システム」を開発するために必要な「具体化」に関するスキルや知識の獲得を目的に開発された
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ため，アイデアワークに関する成果物の分析はおこなわなかった．「デザイン思考」プロセス全体
を実践できるスキルや知識の獲得ができたかを評価する場合には，これらの成果物がその評価の
ための重要なエビデンスとなる可能性がある．「IoT教育プログラム」が，「アイデアワーク」も含
めた「デザイン思考」プロセス全体の実践に必要なスキルや知識の獲得をできるかについても検
討すべく生成された成果物を含めた評価をおこないたいと考えている．

5.2.7 本節のまとめ

本節では，株式会社リコーと香川大学が共同開発した「IoT教育プログラム」を香川大学創造
工学部創造工学科造形・メディアデザインコースの「サービス・イノベーション創造演習」で実
践し，その効果について述べた．本研究で開発された「IoT教育プログラム」によって「非 IT分
野を専攻する学生」が，「デザイン思考」の「具体化」となる「IoTシステム」を開発し，「具体化」
に基づいた「検証」に取り組めることが，香川大学の実践から明らかになった．また「カーク・
パトリックの効果測定レベル」の「1．反応レベル」，「2．学習レベル」，「3．行動変容レベル」に
対する評価結果から，「IoT教育プログラム」には「意識を変える」効果が確認できたが，「3．行動
変容レベル」に関して，実際に「行動変容」が促されたかどうかについては測定することができ
なかった．今後，実際に「行動変容」が促されたかどうかを確認する実践をおこなう予定である．
「サービス・イノベーション創造演習」は必修科目ではなく，後期の集中講義の選択科目とし
て開講された．そのため，受講しなくても卒業単位は取得できるため，ITに対する関心が高い学
生が受講したことが想定されるが，その点について本研究では分析することはできなかった．ま
た今回の実践に参加したすべての学生は，香川大学の「デザイン思考」教育を受けている．本研
究では，「デザイン思考」教育の成果がうまく作用した可能性がある．今後「IoT教育プログラム」
実施に必要な前提となる「IT知識」や「デザイン思考」のスキルや知識についても，検討をおこ
なう予定である．
審査員から「課題がタイムリーで良い．さらに工夫を加えることで実用化できる可能性がある」

とコメントが寄せられたチームには「IT分野を専攻する学生」が参加していた．後日実施したこ
の学生に対するインタビュー調査から，自身がクラウド技術を活用することで「IoTシステム」の
実用性を高める方法を提案したことがわかった．この結果から本研究では，「IT分野を専攻する学
生」をチームに参加させることにより，開発できる「IoTシステム」の範囲を広げ，より高い学
習効果が期待できる可能性が示された．「IT分野を専攻する大学院生」を各チームにメンターとし
て参加させるなどの取り組みについて，現在検討を進めている．
「IoT教育プログラム」では，「アイデアソンパート」で用いる手法として，一般的なアイデア
創出手法を用いた．また「ハッカソンパート」で用いた ifLinkは，「IoTシステム」の開発手段と
して採用したものであり，「非 IT分野を専攻する学生」に対して，他の「IoTシステム」を開発す
る手段がある場合には，「具体化」の手段は ifLinkに限定されるものではない．従って，「IoT教育
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プログラム」は，他大学への展開も可能であるが，香川大学と同様に「デザイン思考」教育を実
施している大学では，「IoTシステム」を設計，開発する「場」や「機会」を創出するという点に
おいて，高い教育効果が期待できる．
5.2.5項で示した「ハッカソンパート 1」で「具体化」されたプロテインシェーカを模したペッ
トボトルに「加速度センサ」を取り付け，ペットボトルを振ると「加速度センサ」が反応して，「音
声合成ソフトウェア」がトレーニングを褒める音声メッセージ（「相変わらずかっこいいね」）を
通知する IoTシステムは，デザイン思考に基づき，「アイデアソンパート」でアイデアを創出し，
「ハッカソンパート」で「具体化」された事例として ifLinkオープンコミュニティでも「斬新な
IoTシステム」として紹介された．
「IoT教育プログラム」は，プログラミングの知識がなくても「IoTシステム」の「具体化」お
よび「検証」に取り組むことを目指したため，デバイスメーカが提供している「IFモジュール」
と「THENモジュール」のみで「IoTシステム」を開発している．そのため，開発できる「IoTシ
ステム」の範囲が限定された．学生からは，「IFモジュール」として存在しない，「どこを見ている
かわかるセンサがほしい」という要望が寄せられた．寄せられた要望については，ifLinkオープ
ンコミュニティ，および同コミュニティに参画するデバイスベンダにも共有された．ifLinkオー
プンコミュニティには，2021年 12月時点で 133社が参加しており，利用可能な「IoTデバイス」
と「モジュール」は徐々に増えている．今後，増加した「IoTデバイス」と「モジュール」にも
対応させ，教育プログラムを拡充させたい．
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5.3 産学連携による大学DX推進共創活動を用いた社会人リスキリング

5.3.1 本研究の目的

株式会社リコーは，「製造業からデジタルサービス会社への変革」を目指し，既存事業領域の強
化に加え，ユーザの環境変化に追従したタイムリーな商品提供を実現する「企画開発手法への転
換」と「新規事業の創出」を目指している．「企画開発手法への転換」では，「デザイン思考」[30]

などの「人間中心」の価値提供手法を用いること，「新規事業の創出」では，「リーン・スタートアッ
プ」[9]などの手法を用いることを求めており，株式会社リコーではそれら能力を獲得した人材の
育成が急務となっている．
「リスキリング（Reskilling）」とは，「新しい職業に就くために，あるいは，今の職業で必要と
されるスキルの大幅な変化に適応するために，必要なスキルを獲得すること，若しくはさせるこ
と」とされ，ビジネスモデルや事業戦略の変化へ対応する人材戦略の一つである [12]．リスキリ
ングには，「1．共通の目的」，「2．孤立させない」，「3．互いに学ぶ」，「4．社外での学習環境整備」，
「5．大学との連携」の 5つの要素が必要であることも示された [13]．
香川大学と株式会社リコーは，産学連携により大学 DXを推進する共創活動（以下，大学 DX

推進共創活動とよぶ）を実施している．大学DX推進共創活動では，株式会社リコーの技術系社
員と香川大学の教職員，学生により，香川大学の大学DX推進に資する様々な取り組み（業務UX

調査，業務改善アイデアソン，業務システム開発ハンズオン，業務システム内製開発）[42, 57]が
おこなわれており，株式会社リコーの技術系社員のリスキリングの「場」や「機会」に位置づけ
られる．大学DX推進共創活動は，「デザイン思考」に基づいて「人間中心（大学のユーザである
教員や職員，学生）」の価値の実現を目指す仮説を立てるだけでなく，仮説をユーザ（教員，職員，
学生）と共創で「検証」することを目指し，「デザイン思考」と「リーン・スタートアップ」を組
み合わせて実施されている．「デザイン思考」や「リーン・スタートアップ」の取り組みはユーザ
の存在が必要になるだけでなく，ユーザとの共創により価値が定義されることから，それらに必
要な技能の獲得は，企業内の On the Job Training（OJT）では困難であった．大学 DX推進共
創活動では，それら必要な技能の獲得を目指している．
本節では，香川大学と株式会社リコーの産学連携による大学DX推進共創活動を用いた社会人

リスキリングの実践について述べるとともに，その効果について論じる．5.3.2項では，関連研究
について述べる．5.3.3項では，大学DX推進共創活動における「社会人リスキリング」の設計に
ついて述べる．5.3.4項では，大学DX推進共創活動による「社会人リスキリング」の実践につい
て述べる．5.3.5項では，考察を述べる．5.3.6項では，まとめを述べる．

∗5.3節は，「日本工学教育協会 第 70回年次大会・工学教育研究講演会（2022年度）」で発表した「産学連携によ
る大学 DX推進共創活動を用いた社会人リスキリング」[96]を発展させたものである．
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5.3.2 関連研究

平野ら [62]は，「製品やサービス開発において，社会的な意味合いを共通項として価値観を共有
する共創のプロセスが開発の現場において必要である」ことを述べている．また，「真に利用者に
とって価値のある製品や社会課題の解決に近づけるイノベーション創出のためには，社会と企業，
企業同士，利用者（個人）と企業といった立場を超えた枠組みで取り組む必要があり，共創には，
需要や問題点や課題が明確なときの解決方法と異なり，価値観や問題点，課題が不明瞭な場合，デ
ザイン思考による『共感』や，対話を通じた価値の共有が重要である」とも述べている．
2018年に設置された香川大学創造工学部では，時代の変化を捉え，社会や人々のニーズにフィッ

トしたイノベーションを創出する人材育成を目指し，「デザイン思考」能力育成にむけた様々な教
育プログラムを展開している．香川大学の提唱する「デザイン思考」は，「1．ユーザ中心に物事を
考え」，「2．チームメンバやユーザとのコミュニケーションを重視」し，「3．試作，テスト，改善
を繰り返す」とともに，「4．問題解決の方法は 1つではなくてよい」を基本的な考え方とし，「共
感」，「問題定義」，「アイデア創出」，「具体化」，「検証」の 5つの段階から構成される．「デザイン思
考」は新しい価値を生み出すための必要な概念として注目されており，多くの企業が「デザイン
思考」に基づく取り組みを実施している．
リーン・スタートアップ [9]は，デジタル技術を活用して，不確実性の高い状況で事業を創出
するための方法論として提案された．リーン・スタートアップでは実用最小限の製品（Minimum

Viable Product:MVP）を開発する．実用最小限の製品を顧客に提供することで「構築（Build）-

計測（Measure）-学習（Learn）」のサイクルを経て，ユーザとの共創による「検証」から価値を
定義する．
情報通信技術の発展により，高度なプログラミング知識がなくてもシステムやソフトウェアが

開発できる「ローコード，ノーコードツール」によるエンドユーザコンピューティング（End-User

Computing:EUC）[5]が注目されている．「ローコード，ノーコードツール」はシステムやソフト
ウェアの開発に対して「ニーズの曖昧さ」，「短期間で変化する要求」に対応するための手段とし
て，DX推進での活用も紹介されている [6]．また「ローコード，ノーコードツール」による開発
は，開発工数を大幅に削減し，MVPの「検証」までの時間短縮が見込めることから，MVPを特
定したシステムやソフトウェアの開発に有効であるとの報告 [7]も存在する．
「デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進に向けた企業と IT人材の実態調査」[54]

では，DX推進組織の設置形態として，IT部門にDX推進組織を設置する「IT部門拡張型」，事
業部門，もしくは独立した組織としてDX推進組織を設置する「事業部門拡張型」が示され，IT

部門に DX推進組織を設置する「IT部門拡張型」では，ITの積極的な活用が期待できると述べ
ている．また，DX推進の形態として，DX推進部門が主導する「主導型」，DX推進部門が実現
可能性を検証し事業の道筋が見えた段階で，事業部門に移行させる「移行型」，DX推進部門と事
業部門が伴走する「伴走型」の 3つが示され，「組織や機能の狙いに基づき，組織体制のパターン
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表 5.6: 大学DX推進共創活動の場で獲得が期待できる「想定スキル」
スキル領域 リーン・スタート

アップ
デザイン思考 想定獲得スキル

スキル領域 a 構築 共感，問題定義，アイ
デア創出

人間中心の価値によるMVP特定

スキル領域 b 構築 具体化 ローコード，ノーコードツールを活
用した開発技法

スキル領域 c 計測 検証 データ分析（BIツール）
スキル領域 d 計測 検証 客観データの評価，仮説の検証
スキル領域 e 学習 MVPから「気づき」や「新たな方

向づけ」

を決定する」必要があることが述べられた．

5.3.3 「社会人リスキリング」の設計

本研究では，大学DX推進共創活動を「社会人のリスキリング」環境であると定め，「1．MVP

として，『人間中心の価値』を定義するスキルを獲得させる」，「2．システムから得られるデータ
を軸に分析をおこなうスキルを獲得させる」，「3．検証による『新たな気付き』，『新たな方向づ
け』に関するスキルを獲得させる」の 3つの指針を立てた．また，「獲得させたい」5つのスキル
を株式会社リコーで独自に定め，対応づけた（表 5.6）．表 5.6は，「獲得させたい」5つのスキル
と，「デザイン思考」，「リーン・スタートアップ」の各プロセスとの関係を示している．スキル領
域 aは，「人間中心の価値によるMVP特定」を，「デザイン思考」の「共感，問題定義，アイデア
創出」を中心にしておこなう「アイデア創出」に関するスキルを相当させた．スキル領域 bは，
「ローコード，ノーコードツール」を活用し，「人間中心の価値」をMVPとして短期間で開発をお
こなうためのスキルに相当し，本研究では，「ローコード，ノーコードツール」として，Microsoft

Power Platform[37]を用いることとした．スキル領域 c，dは，開発したシステムから取得すべき
データの設計，および，主にBIツール [40]等を活用したデータ分析，取得されたデータから客観
的な評価，仮説の検証をおこなうスキルに相当させた．スキル領域 eは，「人間中心の価値による
MVP」から事業性を加味しながら「気づき」や「新たな方向づけ」を導くためのスキルを相当さ
せた．これら 5つのスキルは，情報システムのセキュリティ方針等で「ローコード，ノーコード
ツール」や BIツールの利用が制限されている環境では，OJTによる技能の獲得や，業務での実
践が困難なものが多い．そのため，大学DX推進共創活動のようなユーザとの共創ができる実践
的な活動の「場」や「機会」が求められている．
大学 DX推進共創活動を「社会人のリスキリング」の場として活用すべく，3つの指針に基づ
き，「スキル領域」を定義し，その領域ごとの効果を測定した．
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5.3.4 「社会人リスキリング」の実践

香川大学では，2021年 5月にデジタル技術の積極的な活用を目指し，IT部門である情報メディ
アセンターにDX推進組織を設置した．香川大学のDX推進は組織体制として，情報システム部
門にDX組織を設置する「IT部門推進型」とし，DX推進の形態は「DX組織が前半に技術面で
伴奏し，徐々に事業部門主導に移行する伴走型」を採用 [54]することで ITの積極的な活用を図
り，事業部門との連携により全学的な取り組みを目指した．「デジタル・トランスフォーメーショ
ン推進人材の機能と役割のあり方に関する調査」[55]では，7種類のDX推進人材（プロダクトマ
ネージャ，ビジネスマネージャ，テックリード，データサイエンティスト，先端技術エンジニア，
UI/UXエンジニア，エンジニア/プログラマ）を定義している．香川大学では同調査に基づいて，
香川大学内のDXを推進する 7種類のDX推進人材（DX推進マネージャ，DXデザイナ，テック
リード，データサイエンティスト，先端技術エンジニア，UI/UXエンジニア，エンジニア/プログ
ラマ）と役割を定義し，これらDX推進人材の確保に努めた．
DX推進マネージャは，DXの実現を主導するリーダーを担う人材，DXデザイナは，DXに関
する企画・立案・推進等を担う人材と定義した．香川大学では，DX推進人材として規定された
DX推進マネージャの役割を担う最高デジタル統括責任者（Chief Digital Officer）を新たに設け，
学内から必要な人材を併任として確保するとともに，事務部門に情報部情報企画グループを新た
に設置し，DXデザイナとなる人材を配置した．DX推進マネージャは，創造工学部創造工学科情
報システム・セキュリティコースに所属し，ソフトウェア工学，情報システム工学，特にシステ
ム設計を専門とする教員を併任で招聘した．DXデザイナは，事務部門に情報部情報企画グルー
プを新たに設置し，システムエンジニアの勤務経験と，人事，総務，会計など，大学の業務経験
を有する職員を配置した．テックリードは，AIやクラウド技術などの最新技術を用いたシステ
ム設計から実装ができる人材，先端技術エンジニアには機械学習，ブロックチェーンなどの先端
的なデジタル技術を担う人材と定義した．香川大学では，DX推進人材として規定されたテック
リード，先端技術エンジニアを担う人材として，株式会社リコーから特命教授，特命准教授を新
たに招聘した．データサイエンティストは，事業，業務に精通したデータ解析・分析ができる人
材，UI/UXエンジニアは，DXに関するシステムのユーザ向けデザインを担当する人材と定義し
た．香川大学では，データサイエンティストとUI/UXエンジニアは，それぞれの分野を専門とす
る香川大学創造工学部の教員を情報メディアセンター併任とした．エンジニア/プログラマは，情
報技術を学ぶ学生（香川大学大学院工学研究科信頼性情報システム工学専攻，香川大学創造工学
部創造工学科情報システム・セキュリティコース）の中から必要なスキルを有する学生と，株式会
社リコーから客員研究員として招聘された技術系社員 7名（中堅ソフトウェア技術者 2名，中堅
機械系技術者 1名，若手ソフトウェア技術者 4名）から構成される．本研究では株式会社リコー
の客員研究員をリスキリング対象者とした．招聘された主目的である「エンジニア/プログラマ」
として参画するだけではなく「DXプロジェクト」の活動を通じて「DXデザイナ，データサイエ
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図 5.27: 「DXプロジェクトチーム」が分析に用いる「案件シート」の例

ンティスト，UI/UXエンジニア」に必要なスキルの獲得も目指した．香川大学情報メディアセン
ターは，DX推進人材で構成される「DXラボ」と「DXプロジェクトチーム」も組織した．2021

年 10月時点で 6つのプロジェクトチーム（就職・学生支援DX，研究支援DX，学務関係DX，給
与福利DX，知財管理DX，旅費関係DX）が立ち上がっている．
「DXプロジェクトチーム」では事業部門の職員と DXラボのメンバーが共同で「デザイン思

考」の「共感，問題定義，アイデア創出」に関する手法 [57]を用いてMVPの特定をおこなう（表
5.6:スキル領域 a）．特定されたMVPは「テックリード，先端技術エンジニア，UI/UXエンジ
ニア，エンジニア/プログラマ」を中心としてMicrosoft Power Platformにより業務システムの
内製開発をおこなう（表 5.6:スキル領域 b）．開発された業務システムは，運用先である事業部
門において実証実験（表 5.6:スキル領域 c）がおこなわれ，実証実験から得られた新たな課題は
「データサイエンティスト」が中心となり「DXプロジェクトチーム」で分析（表 5.6:スキル領域
d）される．新たに発見された課題を次バージョンの業務システムとして開発する方針は「DX推
進マネージャ，DXデザイナ」を中心に方向性を決定する（表 5.6:スキル領域 e）．このとき「DX

推進マネージャ，DXデザイナ」が決定する開発方針は常に開発の継続が保証されるものではな
い．「DXラボ」が定めた「プロジェクトルール」と，事業性の 2つの観点から（表 5.6:スキル領
域 e），「追加開発の実行」もしくは「追加開発の保留」「方向性の見直し」「プロジェクトの中止」
が判断される場合もある．これらの活動内容は「案件シート（図 5.27）」に記録され，反復開発を
通じて適宜更新される．
図 5.27は，「DXプロジェクトチーム」が業務システム内製開発の際に，分析と定義に用いる

「案件シート」を示している．「案件シート」は，リーン・スタートアップの考えに基づき作成され
る．「現在の状況」には「DXプロジェクト」を実施する前の現状を記載する．「誰が困っている」
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には，想定ユーザに関する内容を記載する．1つのシステムに対して複数のユーザが異なる困り
ごとを抱えている場合には，複数の想定ユーザを記載する．「何に困っている」には，想定ユーザ
の困りごとに関する内容を記載する．「解決方法」には，システムでの解決方法に関する内容を記
載する．「効果（KPI）」には，「構築（Build）-計測（Measure）-学習（Learn）」における「計測
（Measure）」に関する内容を記載する．この「案件シート」はプロジェクトの進行に合わせて適
宜更新される．また初期段階で記載した内容も見直しをおこない「違う方向性になってもよい」
としている．

5.3.5 考察

本研究では，大学DX推進共創活動が，「デザイン思考」や，「リーン・スタートアップ」を実践
し，「社会人のリスキリング」の「場」や「機会」を創出しているとし，その効果を測定する目的
で「カーク・パトリックの効果測定レベル」[93]を用いた．「カーク・パトリックの効果測定レベ
ル」は「『1．反応レベル』，『2．学習レベル』，『3．行動変容レベル』，『4．成果レベル』」に分類
される．「カーク・パトリックの効果測定レベル」は，「『1．反応レベル』で，アンケート等により
学習者の教育プログラムに対する満足度を測定する」，「『2．学習レベル』で，『意識を変える（意
識）』，『知識を増やす（知識）』，『スキルを向上させる（スキル）』のうち，一つ以上が必要であ
り，具体的な目標設定をおこなう」，「『3．行動変容レベル』で，教育後の『行動を起こしたいと
思うこと（意欲）』『何をするべきか，どうやってするべきか知っている（方策）』『行動を起こす
環境が適切である（環境）』『起こした行動が報われること（報い）』を測定する」，「『4．成果レ
ベル』は，組織に対する学習の効果を測定する」ことが示されている．
本研究では，大学 DX推進共創活動に参加した株式会社リコーの技術系社員に対して，2回の

調査を実施した．2022年 3月末に 5名（特命准教授 1名，客員研究員 4名），2022年 8月末に 7

名（特命准教授 1名，客員研究員 6名）を対象とし，それぞれ「1．反応レベル」には，大学DX

推進共創活動への参加に対する満足度を対応させた．「2．学習レベル」には，「意識が変わったか
（意識）」，「内容を理解したか（知識）」，「実践できたか（スキル）」を問う設問．「3.行動変容レベ
ル」には，実務での「実践意欲」，「実践計画」，「実践課題の認識」を問う設問，「4．成果レベル」
では，実務での「実務での実践」，「他者への指導，伝搬」を問う設問を対応させ，表 5.6で示し
た 5つのスキル領域ごとの効果を「カーク・パトリックの効果測定レベル」により測定した．「1．
反応レベル」の評価基準は「4．満足」，「3．やや満足」，「2．やや不満」，「1．不満」の 4段階と
し，「2．学習レベル」，「3．行動変容レベル」，「4．成果レベル」の評価基準は「4．できている」，
「3．ややできている」，「2．ややできていない」，「1．できていない」の 4段階とした．
表 5.7は，スキル領域 aに対する測定結果を示している．1回目と 2回目の測定結果から，「1．

反応レベル」の「満足度」，「2．学習レベル」の「知識」，「3．行動変容レベル」の「実践計画」，
「4．成果レベル」の「実務での実践」の値が 1回目と比較して，2回目の方が高くなっている（∗1）．
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表 5.7: スキル領域 aの測定結果
レベル 評価内容 1回目 (N=5) 2回目 (N=7)

平均 標準偏差 平均 標準偏差
1．反応レベル 満足度 3.6 0.24 3.86∗1 0.12

2．学習レベル 意識 4.0 0 3.6 0.12

知識 3.2 0.16 4.0∗1 0

スキル 3.8 0.16 3.71 0.2

3．行動変容レベル 実践意欲 4.0 0 3.71 0.12

実践計画 3.4 0.24 3.8∗1 0.78

実践課題の認識 3.2 0.16 2.85 0.12

4．成果レベル 実務での実践 2.6 0.24 3.0∗1 1.14∗2

他者への指導，伝搬 3.2 0.16 2.85 0.4

表 5.8: スキル領域 bの測定結果
レベル 評価内容 1回目 (N=5) 2回目 (N=7)

平均 標準偏差 平均 標準偏差
1．反応レベル 満足度 3.6 0.24 3.85∗3 0.12

2．学習レベル 意識 4.0 0 3.86 0.12

知識 3.4 0.24 3.86∗3 0.12

スキル 設問なし
3．行動変容レベル 実践意欲 3.6 0.24 3.86∗3 0.12

実践計画 2.8 0.56 2.71 0.7

実践課題の認識 3.4 0.24 3.86∗3 0.12

4．成果レベル 実務での実践 3.0 1.2 2.57 1.1∗4

他者への指導，伝搬 3.2 0.16 3.28∗3 0.49

しかし，「4．成果レベル」の「実務での実践」に対する標準偏差が 1.14（∗2）と大きく，実務での
実践に関しては，「できている」と感じる社員と，「できていない」と感じる社員のばらつきが多い
ことを示している．「学んだことを実践するための阻害要因」を問う設問では，「発言等をしづらい
環境である．DXラボ活動では感じない．その差を埋めることで実践しやすい環境になる」（1回
目），「デザイン思考の考え方が社内教育となっていないため，言葉だけで理解しているつもりの
人と意見が合わない．教育や啓蒙の場がない」（2回目）などのコメントが寄せられた．
表 5.8は，スキル領域 bに対する測定結果を示している．1回目と 2回目の測定結果から，「1．
反応レベル」の「満足度」，「2．学習レベル」の「知識」，「3．行動変容レベル」の「実践課題の認
識」，「4．成果レベル」の「他者への指導，伝搬」の値が 1回目と比較して，2回目の方が高くなっ
ている（∗3）．しかし，「4．成果レベル」の「実務での実践」に対する標準偏差が 1.1（∗4）と大きく，
スキル領域 aと同様の傾向を示している．「学んだことを実践するための阻害要因」を問う設問で
は，「社内の Power Platform利用のための権限がない」（1回目），「所属メンバー全員が，ある程
度は道具（ローコード，ノーコード開発）に対する理解を得ることが必要」（1回目），「Microsoft

Power Platform特有の使い方や制約が難しく，TeamsやExcelなどの使い慣れたアプリを利用し
てしまう」（2回目）などのコメントが寄せられた．
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表 5.9: スキル領域 c,dの測定結果
レベル 評価内容 1回目 (N=5) 2回目 (N=7)

平均 標準偏差 平均 標準偏差
1．反応レベル 満足度 3.6 0.24 3.8∗5 0.12

2．学習レベル 意識 4.0 0 4.0 0

知識 3.0 0.4 3.42∗5 0.24

スキル 2.6 0.64 3.29∗5 0.49

3．行動変容レベル 実践意欲 3.6 0.24 3.86∗5 0.12

実践計画 2.2 0.56 2.29∗5 0.78

実践課題の認識 2.4 0.24 2.71∗5 0.49

4．成果レベル 実務での実践 2.4 1.04 2.28 1.06∗6

他者への指導，伝搬 2.6 0.24 2.42 0.53

表 5.10: スキル領域 eの測定結果
レベル 評価内容 1回目 (N=5) 2回目 (N=7)

平均 標準偏差 平均 標準偏差
1．反応レベル 満足度 設問なし
2．学習レベル 意識 3.4 0.24 3.71∗7 0.2

知識 3.4 0.24 3.4 0.53

スキル 設問なし
3．行動変容レベル 実践意欲 4.0 0 4.0 0

実践計画 2.8 0.96 3.0∗7 1.14∗8

実践課題の認識 3.2 0.56 2.57 0.53

4．成果レベル 実務での実践 3.2 0.56 2.57 0.82

他者への指導，伝搬 2.6 0.64 3.0∗7 0.29

表 5.9は，スキル領域 c,dに対する測定結果を示している．1回目と 2回目の測定結果から，「1．
反応レベル」の「満足度」，「2．学習レベル」の「知識，スキル」，「3．行動変容レベル」の「実
践意欲」，「実践計画」，「実践課題の認識」の値が 1回目と比較して，2回目の方が高くなってい
る（∗5）．しかし，「4．成果レベル」の「実務での実践」に対する標準偏差が 1.06（∗6）と大きく，ス
キル領域 a，スキル領域 bと同様の傾向を示している．スキル領域 c,dに関しては，1回目の調査
（2022/3末）の結果を受けて，「DXラボ」の体制を「データ分析」の機会創出を狙い，データ分
析環境を強化した．2回目の調査は，この対策を受けて改善の傾向を示している．「学んだことを
実践するための阻害要因」を問う設問では，「実務環境では検証環境を見つけることが難しい」（1

回目），「課題設定が自分で出来ていない」（2回目）などのコメントが寄せられた．
表 5.10は，スキル領域 eに対する測定結果を示している．1回目と 2回目の測定結果から，「2．
学習レベル」の「意識」，「3．行動変容レベル」の「実践計画」，「4．成果レベル」の「他者への
指導，伝搬」の値が 1回目と比較して，2回目の方が高くなっている（∗7）．しかし，「3．行動変容
レベル」の「実践計画」に対する標準偏差が 1.14（∗8）と大きく，改善傾向は示しているが，一方
でばらつきも多いことがわかった．「学んだことを実践するための阻害要因」を問う設問では，「正
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しく実践できている人が少なく，理解が得られにくい」（1回目），「データ駆動のためには多くの
データを取るための環境が必要だがそうはなっておらず少ないデータで検証するしかない」（2回
目）などのコメントが寄せられた．
フリーコメントでは，「大学DX推進共創活動を通じて，DXに必要な思考や実践方法について

学ぶことができた．今後は自業務においてもDXを活用したお客様の課題解決を実践していきた
い」（1回目），「普段よりも現場に近い開発ができ，非常に満足している」（1回目），「リスキリン
グの必要性を実体験できる環境」（1回目），「キャリア形成において，良いきっかけとなった．自
社及び社会全体においても同じような活動や風土が生まれて欲しい」（2回目）などのコメントが
寄せられた．大学DX推進共創活動に参加した株式会社リコーの技術系社員からは「企画仕様通
りに作ってもユーザのほしいものとは限らない」，「ユーザと共創しながら人間中心の価値を考え
てものづくりをする」，「社内OJTでは得られないリスキリングの効果があった」などのコメント
も寄せられた．また「大学DX推進共創活動が，リスキリングの機能を有しているか」を問う設
問には，1回目の調査で，N=4（できている），N=1（ややできている），2回目の調査で，N=6

（できている），N=1（ややできている）との回答がなされ，「4.成果レベル」の調査で示すように，
実務環境で学んだことを実践するための課題はあるものの，大学DX推進共創活動自体は，高い
満足度とリスキリングの実感を参加者に与えており，一定の効果があることが明らかとなった．

5.3.6 本節のまとめ

本節では産学連携による大学 DX推進共創活動を用いた社会人リスキリングについて述べた．
大学DX推進共創活動は，「デザイン思考」と「リーン・スタートアップ」を組み合わせて実施さ
れ，株式会社リコーの技術系社員のリスキリングの「場」や「機会」にも位置づけられる．また
「カーク・パトリックの効果測定レベル」を用いて，大学 DX推進共創活動の 3つの指針に基づ
き設定された 5つのスキル領域を評価したところ，実務環境での実践に対する課題があるものの，
大学DX推進共創活動自体は，高い満足度とリスキリングの実感を参加者に与えていることが明
らかになり，リスキリングに必要な 5つの要素「1．共通の目的」，「2．孤立させない」，「3．互い
に学ぶ」，「4．社外での学習環境整備」，「5．大学との連携」を含むことが明らかになった．
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第 6 章

まとめ

本章では，本論文の統括，産業における貢献，および今後の展望について述べる．

6.1 本論文の統括
本論文では，ユーザ主導開発における技術の提供方法，デザイン思考やリーン・スタートアッ
プを組み合わせ，ユーザ主導でユーザが本当に必要な情報システムを設計・開発する手法につい
て述べた．また，ユーザ主導で情報システムを設計・開発するためのスキルを獲得する取り組み
についても述べた．
「プリンタ制御プラットフォーム『DeviceTags』」（2章）では，プリンタ制御に関する専門的

な知識をほぼ必要とせずに複合機・プリンタを用いた情報システムを開発できる「プリンタ制御
プラットフォーム『DeviceTags』」について述べた．「DeviceTags」は，印刷システムの開発工数
を削減するとともに，印刷システム開発の敷居を下げる効果があり，プリンタメーカの開発者で
はないシステムベンダやユーザでも印刷システムを開発できることから，大量生産品であるプリ
ンタを「マス・カスタマイゼーション」させ，小規模多品種の市場における製品開発に貢献でき
る可能性を有している．よって，ユーザ企業においてベンダ企業が開発した技術を活用した効率
的なカスタマイズを実現させるための技術を明らかにしている．
「香川大学型業務システム内製モデル」（3章）では，「ローコード，ノーコードツール」を用い
たEUCによる業務システムの内製を主たる対象とし，「ビジネスレベル」，「ソフトウェアレベル」，
「検証レベル」の 3段階アプローチを経て，「デザイン思考」と「リーン・スタートアップ」を組み
合わせて，情報部門と事業部門の「共創」により「人間中心」の価値の実現に対する「仮説」や
MVPを特定する「香川大学型業務システム内製モデル」について述べた．「香川大学型業務システ
ム内製モデル」は，アジャイル開発のイテレーティブモデル [31]をベースとしており，開発は段
階的におこなわれ，ユーザ企業の課題として挙げられた「ベンダ企業に要件定義を丸投げ」，「要
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件定義が不明瞭なまま開発を始める」の課題を「デザイン思考」に基づいて「人間中心」の価値
と，「リーン・スタートアップ」に基づいた事業性の検証により，ユーザ企業自身が「自らが本当
に必要とする情報システム」の要件を明らかにする設計法を提案している．

「内製モデルに基づく開発事例」（4章）では，「香川大学における DXの取り組み」（4.1節），
「アイデア創出と要件抽出の取り組み」（4.2節），「『香川大学型業務システム内製モデル』による
『出退勤記録システム』の開発」（4.3節），「『休暇申請システム』の開発」4.4節について述べた．
「香川大学におけるDXの取り組み」（4.1節）では，香川大学におけるDXの取り組みとして，香
川大学のDX推進戦略「デジタルONE戦略」および，DX推進体制について述べた．香川大学に
おけるDXの取り組みは，「単なるシステム導入による IT化やデジタル化とは別物」であるDXの
概念に沿って，「デザイン思考」や「共創」に基づいた活動であり，自身の技術者としての能力向
上に貢献するだけでなく，知識として獲得していた「デザイン思考」や「共創」の実践活動の場
としても機能させる方法を明らにしている．「アイデア創出と要件抽出の取り組み」（4.2節）では，
アイデア創出と要件抽出の取り組みとして，香川大学で実施した業務UX調査，業務改善アイデ
アソンについて述べた．これらの設計法は，ユーザ企業の課題である「ベンダ企業に要件定義を
丸投げ」，「要件定義が不明瞭なまま開発を始める」などの現状に対して，ユーザ企業自身が，情報
システムの要件を明らかにするための設計法を提案している．「『香川大学型業務システム内製モ
デル』による『出退勤記録システム』の開発」（4.3節）では，「香川大学型業務システム内製モデ
ル」により内製された「出退勤記録システム」について述べた．「香川大学型業務システム内製モ
デル」に基づいて業務システムを内製した大学職員に対するインタビュー調査の結果から，意味
的ギャップや粒度的ギャップの低減に対しても一定の有効性があることを明らかにしている．「『休
暇申請システム』の開発」（4.4節）では，休暇の主体的な取得を促す「休暇申請システム」の内製
について述べた．「休暇申請システム」は，これまで部局の庶務担当がおこなっていた休暇申請に
伴う決裁書類の作成などの事務作業を自動化する機能を備え，かつ「デザイン思考」や，ゲーミ
フィケーションを活用することで，主体的な休暇の取得を促す機能の設計法を明らかにしている．

「ユーザ主導により情報システムを開発するためのスキルを獲得する取り組み」（5章）では，
「業務システム内製開発ハンズオン」（5.1節），「非 IT分野を専攻する学生を対象とした『IoTデ
ザイン教育プログラム』」（5.2節），「産学連携による大学DX推進共創活動を用いた社会人リスキ
リング」（5.3節）について述べた．「業務システム内製開発ハンズオン」（5.1節）では，「ローコー
ド，ノーコードツール」により業務システムを内製するための初歩的なスキルと，自身のDX推
進の機運を高めることを目的とした「業務システム内製開発ハンズオン（初級編）」について述べ
た．「業務システム内製開発ハンズオン（初級編）」は，「デザイン思考」，「リーン・スタートアップ」
などの手法や，「ローコード，ノーコードツール」の活用など，既存業務の延長上で習得や実践が
困難な「新たなスキルの獲得」に対して，一過性ではなく，継続的に，かつ全社を対象に，勉強
会や啓発のための研修をおこなう方法を明らかにしている．「非 IT分野を専攻する学生を対象と
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した『IoTデザイン教育プログラム』」（5.2節）では，非 IT分野を専攻する学生でも「デザイン
思考」による IoTシステムの開発を可能とし「アイデア創出」から「具体化」の実現を支援する
仕組みとして「IoT教育プログラム」の実践について述べた．「IoT教育プログラム」は，ユーザ
が潜在的に求めている価値等を追求することで得られた抽象的なアイデアから，実現可能なプラ
ンに落とし込み，全く新しい価値を生み出すデザイン思考プロセスの実践方法を明らかにしてい
る．「産学連携による大学DX推進共創活動を用いた社会人リスキリング」（5.3節）では，「デザイ
ン思考」と「リーン・スタートアップ」を組み合わせて実施された大学DX推進共創活動につい
て述べた．大学DX推進共創活動は，リスキリングに求められる「1．共通の目的」，「2．孤立さ
せない」，「3．互いに学ぶ」，「4．社外での学習環境整備」，「5．大学との連携」の 5つの要素が含
まれていることが示唆され，リスキリングに対する「場」や「機会」の創出方法を明らかにして
いる．

6.2 産業における本論文の貢献

「サブスクリプション」を実現するための環境整備（開発手法，人材の育成）方法の提示
「ハードウェアの売り切りモデル」を中心として市場拡大，成長してきた製造業は，「1．製造事業そ
のものでは差別化が難しくなってきている」，「2．ICT技術が大きく進化してきている」，「3．顧客
はハードウェアの性能そのものではなく，購入前，購入後の顧客体験（Customer Experience:CX）
を重視している」の 3つの大きな変化に対応する必要があり，「ハードウェアの売り切りモデルは，
ハードウェアの品質のみでは十分な差別化が図れずに，限界にきており，リカーリングビジネス
への転換が必要」との見解が示された [97]．「リカーリング」とは，「繰り返される」，「循環する」
の意味を持ち，「顧客とのつながりを強め，販売後も取引を継続できるビジネスモデル」のことで
あり，「サブスクリプション」は，リカーリングビジネスの 1つである．
「サブスクリプション」は，顧客と定額で契約をおこない，契約期間内は提供されるサービス
を利用し放題にするモデルである．近年では Software as a Service（SaaS）として，多くのサー
ビスが「サブスクリプション」として提供されている．「サブスクリプション」は，顧客に長期間
利用してもらい，顧客生涯価値（Customer Lifetime Value:CLV）[98]を最大化させる必要があ
り，サービスの「解約率，離脱率」を示すチャーンレート（Churn Rate）は重要な事業の指標に
なっている．CLVを最大化するためには，顧客からサービスを解約されないために，サービス提
供後も継続的な価値の向上が求められる．そのためには，顧客の課題を理解し，気づいていない
課題の発見と問題定義を継続的に実施し，提供するサービスの価値を向上（バージョンアップ）さ
せ続け，常にチャーンレートをモニタリングしながら，サービスの機能改善の方向性を決定する．
従来の「ハードウェアの売り切りモデル」を軸とした事業モデルを支える方法とは異なる「サブ
スクリプション」を実現するための環境整備（技術や設計法，人材の育成）が求められている．
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本論文の産業に対する貢献は，「顧客の課題を理解する，もしくは気づいていない課題の発見，
問題定義」を継続的に実施し，提供するサービスの価値を向上（バージョンアップ）させ続け，「サ
ブスクリプション」を実現するための技術や設計法（2章，3章，4.1節，4.2節，4.3節，4.4節）
と人材の育成（5.1節，5.2節，5.3節）を実践を通じて明らかにした点にある．
ユーザ企業の変化に対応した，ベンダ企業の姿勢や取り組み方に対する提案

「DXレポート 2 中間取りまとめ」[99]では，ユーザ企業とベンダ企業との新たな関係として，「1．
対等なパートナーシップを体現できる拠点を作る」，「2．その拠点でユーザ企業と，ベンダ企業が
アジャイルの考え方を共有しながらチームの能力を育てる（共育）」，「3．内製開発を協力して実
践する（共創）」の 3つの取り組みが必要であるとの見解が示された．これらは，「1．激しい環境
変化に対して，迅速に仮説，検証を繰り返す必要があるコラボレーション情報システム（System

of Engagement:SoE）[48]領域の大規模ソフトウェア開発において，従来の受発注形態では対応
が困難」，「2．仮説，検証を俊敏に実施するためのアジャイル開発体制をベンダ企業側に構築する
ことが必要」の 2つが背景にあるとし，「ユーザ企業の変化を起点として，ベンダ企業自身も変革
の必要がある」との指摘がなされた．
本論文の産業に対する貢献は，「1．対等なパートナーシップを体現できる拠点を作る」（4.1節），

「2．その拠点でユーザ企業と，ベンダ企業がアジャイルの考え方を共有しながらチームの能力を
育てる（共育）」（5.1節，5.2節，5.3節），「3．内製開発を協力して実践する（共創）」（3章，4.1

節，4.2節，4.3節，4.4節）の 3つの取り組みに対する方策を実践に基づき明らかにした点にある．
「市民開発」の目的と効果の明確化

「市民開発」とは，主に「サブスクリプション」の形態で提供される開発環境（本論文では，Microsoft

Power Platformを用いた事例を示した）を利用して，アプリケーションを，「『市民』（一般の人）
でも『開発』できる」という概念や考え方を示す言葉である．「市民開発」は，企業が新たな事業
機会として注目する一方で，学術的な定義は明確ではない．一般的に「市民開発」は，「ローコー
ド，ノーコードツール」を用いたWebアプリケーション開発や，Robotic Process Automation

（RPA）による作業の自動化を指すことが多いが，「自分たちの要求，要件に沿ったものができる」，
「要求，要件を幅広くカバーできる」など，単なる「プログラミングの代替となる実装手段」に留
まらない利用目的や意図も存在する [100]．
本論文の産業に対する貢献は，「市民開発」における「開発行為」が，「どのような目的を達成す

るための手段なのか」という方向性に対し，「デザイン思考」や，「リーン・スタートアップ」などの
手法を用いて「ユーザ主導で明らかになった要件の具体化，検証をおこなう手段」として「ロー
コード，ノーコードツール」を活用することによる効果を明らかにし，従来の「プログラミング
の代替となる実装手段」という概念とは異なる方策（2章，3章，4.1節，4.2節，4.3節，4.4節）
を提示している点にある．
「ローコード，ノーコードツール」を活用した「プロトタイプ開発と検証」手法の明確化
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日本情報システム・ユーザー協会が実施した企業 IT動向調査報告書 [60]の「システム開発の品
質に関する満足度の調査」において，500人月以上のシステム開発プロジェクトでは，2017年か
ら 2019年にかけて品質は改善（2017年 23.3%，2018年 23.8%，2019年 21.2%）傾向にあったが，
2020年度は 25.6%のプロジェクトが品質に不満があるとされ，多くのシステム開発プロジェクト
で，発注者側がシステムの品質に不満を持っていることが報告された．
1.1節では，「高信頼化ソフトウェアのための開発手法」として，「システム要件定義の段階で『プ

ロトタイプ開発と評価』をおこなうことで，開発プロジェクト全体のリスクを低減させる」効果
が期待できることを示し，V字モデル（ウォータフォールモデル）により開発をおこなう際に，シ
ステム要件定義の段階で，小さなV字モデル（ウォータフォールモデル）により「プロトタイプ
開発と検証」をおこなっている事例を示した．また，「デザイン思考」は「人間中心」の価値提供
を実現するのに対し，「リーン・スタートアップ」は仮説に基づいた事業性の検証に重きを置いて
いる．「デザイン思考」や「リーン・スタートアップ」を用いて，ユーザ主導で情報システムの要
件を明らかにする行為は，ユーザ企業の「ベンダ企業に要件定義を丸投げ」，「要件定義が不明瞭
なまま開発を始める」という課題を解消できることが期待できることも示した．
産業における本研究の貢献は，「デザイン思考」や「リーン・スタートアップ」を用いて，ユー

ザ主導で情報システムの要件を明らかにするためのプロトタイプ開発と検証の手段として「ロー
コード，ノーコードツール」を活用することで，多くの資源（時間，コスト，人員）により開発
される情報システムの「使い勝手の悪い」，「利用されないシステム」などの不満を低減させる設
計法（3章，4.2節，4.3節，4.4節，5.2節，5.3節）を明らかにしている点にある．

6.3 今後の展望

ユーザ主導で開発された情報システムのDevOpsに関する研究
DevOpsは，開発（Development）と運用（Operations）を組み合わせた混成語であり，開発者
と運用者が連携する開発手法を意味する [68]．ユーザ主導で開発された情報システムを DevOps

するためには，ユーザ主導に適した運用のサービスレベルを定義する手法が必要となる．一般的
にサービスレベルは，Service Level Agreement（SLA）と，Service Level Objective（SLO）の
2種類がある．SLAは情報システムを提供するベンダ企業と，情報システムを利用するユーザ企
業との間で締結され，「サービス基準を満たさない場合の罰則規定」を含む内容が合意される．一
方，SLOは「サービスレベルの目標」として，「可用性（Availability）」，「セキュリティ」，「作業
手順」，「報告方法」，「サポート体制」に対する目標値を定める．ユーザ主導により開発された情
報システムをユーザ企業自身でDevOpsするためには，SLOとして，「高いサービスレベル」を定
義するのではなく，「実用最小限のサービスレベル」（サービスレベルのMVP）を定義することが
望ましい．「サービスレベルのMVP」は，「香川大学におけるDXの取り組み（4.1節）」や，「アイ
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デア創出と要件抽出の取り組み（4.2節）」で用いた手法（デザイン思考，UX調査）から定義す
ることを検討しており，今後の研究課題としたい．
ユーザ主導で開発された情報システムの運用，共通部品化に関する研究

一般的に「ローコード，ノーコードツール」では，ユーザアカウントに紐づけてアプリケーショ
ンが開発される．そのため，ユーザアカウント自体が削除，もしくは変更されることで，アプリ
ケーションが正常動作しないケースがある．特に，本論文で触れた「DXラボ」（3章，4.1節，4.3

節，4.4節，5.3節）では，学外から参加している企業の社員や，学生など，一時的（temporary）
なユーザアカウントにより，アプリケーションが開発されるケースが多い．実際に，2022年に卒
業した学生が開発したアプリケーションがユーザアカウントの削除によって，動作しなくなる問
題も発生し，アプリケーションの引き継ぎに関するルールや手順が新たに設けられた．
今後の研究課題としては，ユーザアカウントに紐づけたアプリケーション開発により，「ユーザ主

導による情報システムの開発」の敷居を下げる方向性は維持しつつ，「アプリケーションの本格的
な運用」や，「共通部品化」を実現するために，開発のステップを 2つに分けることを検討したい．
具体的には，本研究で採用した「ローコード，ノーコードツール」のMicrosoft Power Platform

で開発されたアプリケーションを開発ステップの 1段階目とし，その開発資産をMicrosoft Azure

上に SaaSアプリケーションとしてデプロイすることで，特定のユーザアカウントに紐づけられ
た状態を解消し，「共通部品化」をする開発ステップの 2段階目を設けることを想定している．し
かし，開発ステップの 2段階目は，EUCの範囲を超える難易度を伴うため，実施の方法としては
ベンダ企業との共創や，EUCにおける「共通部品」の粒度的ギャップ（3章，4.3節）を解消する
ための技術や設計法を考案するなど，いくつかの課題が存在している．これらの研究課題は，ベ
ンダ企業が提供する技術をエンドユーザに利用しやすく提供した「プリンタ制御プラットフォー
ム『DeviceTags』」（2章）の延長上にある．
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9. 執筆者名 矢谷鷹将，山田哲 ∗，浅木森浩樹，末廣紀史，武田啓之，後藤田中，米谷雄介，八重
樫理人

論文題目 科研費申請問い合わせチャットボットの内製開発とその効果
掲載誌名 学術情報処理研究，Vol.26（1），pp.126-130，2022年

10. 執筆者名 浅木森浩樹，矢谷鷹将，山田哲 ∗，末廣紀史，武田啓之，後藤田中，米谷雄介，八重
樫理人

論文題目 香川大学における業務システム内製開発ハンズオン（初級編）の実施とその効果
掲載誌名 学術情報処理研究，Vol.26（1），pp.120-125，2022年

• 国際会議プロシーディングス（査読付き）

1. 執筆者名 Takayuki Kunieda，Satoru Yamada∗，Tetsuya Ikeda，Yusuke Kometani，Naka

Gotoda，Rihito Yaegashi

論文題目 Kagawa University-Type Development Model and Its Practice of Information Sys-

tem for Regional Problem Solution by Open Innovation

掲載誌名 2020 3rd International Conference on Information and Computer Technologies

（ICICT）
2. 執筆者名 Takayuki Kunieda，Satoru Yamada∗，Yusuke Kometani，Naka Gotoda，Rihito

Yaegashi

論文題目 Changes in Industry-Academia-Government Collaboration Using the Regional De-

velopment Process Model for Information Systems

掲載誌名 JCKBSE2020：13th International Joint Conference on Knowledge-Based Software

Engineering，25-26 August，2020，Larnaca，Cyprus．
3. 執筆者名 Soma Ishikawa，Ryosuke Izumi，Hiroki Asakimori，Satoru Yamada∗，Takayuki

Kunieda，Yusuke Kometani，Naka Gotoda，Rihito Yaegashi

論文題目 Supporting System for Visiting Sightseeing Spot Using Image Recognition and

Processing Technology （KadaBingo）
掲載誌名 JCKBSE2020：13th International Joint Conference on Knowledge-Based Software

Engineering，25-26 August，2020，Larnaca，Cyprus．
4. 執筆者名 Satoru Yamada∗，Yosuke Yatani，Norifumi Suehiro，Horoki Asakimori，Yusuke

Kometani，Rihito Yaegashi

論文題目 Proposal of In-house Development Model for Business System at Kagawa Univer-

sity

掲載誌名 DIGITAL 2022:Advances on Societal Digital Transformation - 2022，pp.17-20，
Valencia，Spain.
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• 学術論文（査読なし）

1. 執筆者名 宮川怜，熊野圭馬，國枝孝之，池田哲也，山田哲 ∗，後藤田中，紀伊雅敦，八重樫
理人

論文題目 旅の思い出を記録する観光ガイドブック生成システムの開発
掲載誌名 第 79回情報処理学会全国大会，2017年

2. 執筆者名 熊野圭馬，山本和也，宮川怜，國枝孝之，山田哲 ∗，後藤田中，紀伊雅敦，八重樫
理人

論文題目 観光日記生成/印刷システム（KaDiary）における画像認識技術を用いた撮影位置推
定機能の開発

掲載誌名 第 79回情報処理学会全国大会，2017年
3. 執筆者名 高田良介，後藤田中，國枝孝之，山田哲 ∗，佐野弘実，竹下裕也，八重樫理人
論文題目 広告表示プリンタシステム「KadaPos/カダポス」におけるGoogle認証を用いた広

告表示機構の開発
掲載誌名 第 79回情報処理学会全国大会，2017年

4. 執筆者名 板谷達也，宮川怜，國枝孝之，山田哲 ∗，後藤田中，八重樫理人
論文題目 オンデマンド観光ガイドブック生成・印刷システム「KadaTabi/カダ旅」の提案
掲載誌名 2017電気関係学会四国支部連合大会，2017年

5. 執筆者名 宮川怜，國枝孝之，池田哲也，金矢光久，山田哲 ∗，後藤田中，八重樫理人
論文題目 旅の思い出を記録する観光ガイドブック生成/印刷システム「KadaPam/カダパン」

の開発と小豆島における実証実験
掲載誌名 第 80回情報処理学会全国大会，2018年

6. 執筆者名 板谷達也，宮川怜，國枝孝之，山田哲 ∗，後藤田中，八重樫理人
論文題目 観光ガイドブック生成・印刷システム「KadaTabi/カダ旅」の開発
掲載誌名 第 80回情報処理学会全国大会，2018年

7. 執筆者名 内田一希，泉亮祐，山田哲 ∗，米谷雄介， 後藤田中， 國枝孝之， 八重樫理人
論文題目 観光者満足度を高める移動手段を考慮した観光ルートを推薦する観光ガイドブック

自動生成印刷システム「KadaTabi2/カダ旅 2」の提案
掲載誌名 2018電気関係学会四国支部連合大会，2018年

8. 執筆者名 内田一希，泉亮祐，山田哲 ∗，米谷雄介，後藤田中，國枝孝之，八重樫理人
論文題目 滞在型観光を支援する観光支援システム「KadaSola/カダソーラ」の開発
掲載誌名 第 81回情報処理学会全国大会，2019年

9. 執筆者名 石川颯馬，泉亮祐，浅木森浩樹，山田哲 ∗，國枝孝之，米谷雄介，後藤田中，八重樫
理人

論文題目 逐次型観光を支援する観光支援システム「KadaSola/カダソーラ」～観光地推薦機
能と観光者誘導機能の開発～

掲載誌名 令和元年度電気関係学会四国支部連合大会，2019年
10. 執筆者名 石川颯馬，泉亮祐，浅木森浩樹，山田哲 ∗，國枝孝之，米谷雄介，後藤田中，八重樫

理人
論文題目 逐次型観光を支援する観光支援システム「KadaSola/カダソーラ」
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掲載誌名 第 20回計測自動制御学会システムインテグレーション部門講演会，2019年
11. 執筆者名 西村和馬，泉亮祐，浅木森浩樹，山田哲 ∗，國枝孝之，米谷雄介，後藤田中，八重樫

理人
論文題目 絵葉書自動生成・印刷システム「KadaVenir/カダベール」の提案
掲載誌名 令和元年度電気関係学会四国支部連合大会，2019年

12. 執筆者名 西村和馬，泉亮祐，浅木森浩樹，山田哲 ∗，國枝孝之，米谷雄介，後藤田中，八重樫
理人

論文題目 旅の思い出を記録した絵葉書自動生成・印刷システム「KadaVenir/ カダベール」の
開発

掲載誌名 第 20回計測自動制御学会システムインテグレーション部門講演会，2019年
13. 執筆者名 西村和馬，泉亮祐，浅木森浩樹，山田哲 ∗，國枝孝之，米谷雄介，後藤田中，八重樫

理人
論文題目 旅の思い出を記録した絵葉書自動生成・印刷システム「KadaVenir/カダベール」の

開発と香川県小豆島における実証実験
掲載誌名 第 82回情報処理学会全国大会，2020年

14. 執筆者名 藤原智博，石川颯馬，西村和馬，泉亮祐，浅木森浩樹，山田哲 ∗，國枝孝之，米谷雄
介，後藤田中，八重樫理人

論文題目 リアルタイム観光地評価共有機能の開発
掲載誌名 令和 2年度電気・電子・情報関係学会四国支部連合大会，2021年

15. 執筆者名 石川颯馬，西村和馬，浅木森浩樹，山田哲 ∗，國枝孝之，原直行，八重樫理人
論文題目 旅の思い出を記録する観光ガイドブック生成/印刷システム「KadaPam/カダパン」

による観光 ICT社会実験 in 善通寺の実施とその効果
掲載誌名 第 83回情報処理学会全国大会，2021年

16. 執筆者名 中村萌乃，石川颯馬，西村和馬，山田哲 ∗，國枝孝之，米谷雄介，後藤田中，八重樫
理人

論文題目 観光地探索システム「KadaRadar/カダレーダー」の開発
掲載誌名 第 83回情報処理学会全国大会，2021年

17. 執筆者名 矢谷鷹将，椎木卓巳，山田哲 ∗，卯木輝彦，國枝孝之，八重樫理人
論文題目 学習者間のインタラクションによる学習の動機付けを支援するシステム「KadaSwitch/

カダスイッチ」の提案
掲載誌名 第 46回教育システム情報学会全国大会，2021年

18. 執筆者名 山田哲 ∗，後藤田中，米谷雄介，國枝孝之，松永智広，永田匡，八重樫理人
論文題目 非 IT領域の学生を対象とした IoTデザイン教育プログラムの開発
掲載誌名 第 46回教育システム情報学会全国大会，2021年

19. 執筆者名 石川颯馬，西村和馬，浅木森浩樹，山田哲 ∗，國枝孝之，原直行，八重樫理人
論文題目 出退勤記録システム「KadaKinta/カダキンタ」の内製開発とその効果
掲載誌名 第 84回情報処理学会全国大会，2022年

20. 執筆者名 西村和馬，二宮和也，浅木森浩樹，山田哲 ∗，八重樫理人
論文題目 オンデマンド観光パンフレット印刷システム「KadaFlier/カダフライヤ」の開発
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掲載誌名 第 84回情報処理学会全国大会，2022年
21. 執筆者名 石川颯馬，山田哲 ∗，浅木森浩樹，末廣紀史，武田啓之，八重樫理人
論文題目 香川大学の業務システム内製開発と可視化の取り組み
掲載誌名 電子情報通信学会総合大会，2022年

22. 執筆者名 西村和馬，山田哲 ∗，浅木森浩樹，八重樫理人
論文題目 ノーコード/ローコードプラットフォームの活用によるシステムリファクタリングを

支援する手法の提案と検討
掲載誌名 電子情報通信学会総合大会，2022年

23. 執筆者名 椎木卓巳，山田哲 ∗，浅木森浩樹，八重樫理人
論文題目 科学研究費問い合わせチャットボットの開発とその効果
掲載誌名 電子情報通信学会総合大会，2022年

24. 執筆者名 山田哲 ∗，後藤田中，米谷雄介，國枝孝之，松永智広，永田匡，八重樫理人
論文題目 非 IT分野の学生を対象とした IoTデザイン教育プログラムの開発とその実践
掲載誌名 第 8回実践的 IT教育シンポジウム rePiT2022，2022年

25. 執筆者名 山田哲 ∗，浅木森浩樹，末廣紀史，米谷雄介，國枝孝之，八重樫理人
論文題目 産学連携による DX推進共創活動を用いた社会人リスキリング
掲載誌名 第 70回年次大会・工学教育研究講演会，2022年

26. 執筆者名 山田哲 ∗，浅木森浩樹，末廣紀史，武田啓之，米谷雄介，國枝孝之，八重樫理人
論文題目 大学 DX共創推進活動における「授業料免除申請受付システム」開発を通じた社会

人リスキリング
掲載誌名 大学 ICT推進協議会 2022年度年次大会，2022年

27. 執筆者名 前田悠作，山田哲 ∗，浅木森浩樹，末廣紀史，武田啓之，八重樫理人
論文題目 内製システムのためのシステムモジュール開発
掲載誌名 第 85回情報処理学会全国大会，2023年

28. 執筆者名 竹内悠翔，山田哲 ∗，浅木森浩樹，末廣紀史，武田啓之，八重樫理人
論文題目 内製システムを対象とした監視システム「KadaMonitor/カダモニタ」の開発
掲載誌名 第 85回情報処理学会全国大会，2023年

29. 執筆者名 米村拓海，山田哲 ∗，浅木森浩樹，末廣紀史，武田啓之，八重樫理人
論文題目 ワークエンゲージメントを向上させる機能を有する業務記録の生成を支援するシス

テム「KadaPraise/カダプライズ」の開発
掲載誌名 第 85回情報処理学会全国大会，2023年

30. 執筆者名 矢谷鷹将，山田哲 ∗，浅木森浩樹，末廣紀史，武田啓之，八重樫理人
論文題目 決裁業務を対象とした業務UX調査に基づく電子決裁システム「KadaSign」の内製

開発
掲載誌名 第 85回情報処理学会全国大会，2023年

31. 執筆者名 冨田邦宏，八重樫理人，山田哲 ∗，浅木森浩樹，末廣紀史，武田啓之
論文題目 職員間のインタラクションによる業務の共有/共助を支援するシステム「KadaTicket/

カダチケット」の開発
掲載誌名 第 85回情報処理学会全国大会，2023年
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• 受賞歴

1. 中国・四国工学教育協会賞，後藤田 中，八重樫 理人，米谷 雄介，國枝 孝之，山田 哲 ∗，浅
木森 浩樹，永田 匡，松永 智広，”IoTデザイン教育プログラムの開発と実践を通じたサービ
ス・イノベーション創造演習”，中国・四国工学教育協会，2022年

• 招待講演

1. Kadai DXシンポジウム 2022，山田 哲，”リコー × 香川大学の DX推進事例紹介”，香川大
学，2022年

2. 令和４年度 香川大学リカレント専門講座『「Kadai DX塾」ゼロから始めるデジタルトランス
フォーメーション』，山田 哲，”リコーグループの DXの取り組み”，香川大学，2023年
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